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画に明文化することで,チームで共有するだけ

でなく,次年度や進路先に申し送るシステムも

完備していく.このように,特別支援教育に取

組む学校は,これまで児童生徒指導や教育相談

で築いてきた子どもを受け入れる基盤の上に,

効果的具体的支援の設計と評価 ･再構築という

システムを築いていける可能性が大きいのであ

る.筆者は,スクールカウンセラーの配置が,

子どもの理解を深め,個別的相談支援の道筋を

増やしたという点で個の理解と支援に関わるソ

フトの改革としたならば,特別支援教育への転

換が学校のシステムを変容させる契機となる

ハード面にもおよぶ改革になると考えたい (高

檎,2004).

6.終わりに

軽度発達障害児への関心の高まりと実践の追

求は,子ども理解,支援,保護者との関わり,

そしてコミュニティという様々な次元にプラス

の変化をもたらしつつある.もちろん,この波

は学校や地域によって進み具合は様々であろう.

しかし,支援される子どもが増え,元気になる
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保護者が増え,取組んだ教師がカをつけ,学校

が柔軟に,そして機能的になってきていること

も現実である.小学校で支援された親子が特別

支援教育コーディネーターや担任と共に中学へ

出向き,個別の教育支援計画が引継がれる.高

校へ申し送られる.一つの学校で取組んでいる

機運が周囲の学校を刺激する.こうして,この

変化の波が小学校から中学校,そして高校へ,

隣の学校へ地域へと広がっていくことを期待し

てやまない.そして,この流れを確実につなげ

る努力を,特別支援教育コーディネーターや支

援を追求する実践家たちと共に続けていきたい.
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軽度発達障害をもつ児童 ･生徒の現状

及び教師の求める支援
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Thepurposeofthisresearchwastoclarifythecurrentstateandneedsofthemilddevell

opmentaldisorderchildfromwhomtheschooladjustmentdisorderwascausedeasily,and

tohaveexaminedth,eroleofthehealthprofession.

Theinterviewwasconductedfor27teachersofthemilddevelopmentaldisorderchildat

theJuly-Octoberin2002.

Theanalysissubjectwas15teachersinchargeofregularclass(8teachersinelementary

schooland7teachersinjuniorhighschool).

Theanalysismethodusedthetechniqueofencodingandclassifyingthecategory.

Itwasshownthattheloadandschooladjustmentdisordertothechildwithmilddevelop-

mentaldisorderhaveusuallyincreasedwhilebecomingtheuppergradeintheregularclass.

Andtheteacherwasnotabletohaveconfidenceinguidancetothechildren.

Theteacherwasrequestingtheenhancementofthesupportofanincreaseoftraining

aboutdevelopmentaldisorderandthenumberofmenetc.

ThemedicalprofessionalS'cooperationwashopedforsothatthechildmightadjustatthe

schoollife.

Itisexpectedthatthehealthcareprofessions'functionascoordinatorwhentheteacher

cooperatewithmedicalstaffandguardians.

Thehealthprofessionhadtostrengthenexpertisebycontinuoustraining.

Keywords:milddevelopmentaldisorder,schoollife,needs,regularclass

軽度発達障害,学校生活,ニーズ,普通学級

Ⅰ.はじめに
能自閉症などの軽度発達障害は,知的には正常

範囲でありながら学習場面や集団場面において

学習障害 (LearningDisabilities,以下LD) 不適応をおこしやすいとして,社会的な関心が

や注意欠陥/多動性障害 (Attention Deficit/ 高まりつつある.軽度発達障害は,中枢神経系

Hyperactivity Disorder,以下ADHD),高機 の何らかの異常を基盤としているといわれてい
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るが,症状の現れ方が軽微であり,彼らの行動

は,性格の偏りや生育環境による影響とみなさ

れやすい.同時に,教師,友人など周囲からも

不適切な対応を受けやすいことが指摘されてい

る1,2).しかし,適切な環境において適切な教育

が施されれば,適正な自尊心をもつことや,健

全な発達及び社会生活を望めるとされてい

る卜3).よって,児を取 り巻く生活環境および

ニーズを,人間の抱える問題を包括的に考察す

る質的手法4)を用いて,明らかにする必要があ

ると思われた.

また,保健専門職 (保健師,養護教諭)は軽

度発達障害児に学校現場や乳幼児健診等を通じ

て関わりながらも,これまで保健専門職の視点

からの報告は見られていない.

そこで本研究では,軽度発達障害児及び児を

指導する教師の現状 ･ニーズを明らかにするこ

と,軽度発達障害児の支援における保健専門職

の役割を検討することを目的とした.

Ⅱ.研究方法

(用語の操作上の定義)

軽度発達障害児 :本研究における軽度発達障害

児とは,『機能的な障害は軽度であり,ADHD,

LD,高機能広汎性発達障害もしくは軽度自閉

症,軽度精神発達遅滞 (MentalRetardation,

以下MR)のいずれかの診断を受けている児又

はその可能性があると疑われた児』とする.

(対象)(表1)

S県西部の一都市であるH市校長会に研究の

趣旨を文書で報告し,市内小中学校の軽度発達

障害児に関わった経験を持つ教職経験 5年以上

の教師に,校長会代表が任意で呼びかけ,研究

の趣旨に同意の得られた教師27名が選定された.

教師27名の所属は,普通学級小学校担任 8名,

普通学級中学校担任 7名,特殊学級担任3名,

養護教諭4名,生徒指導 ･教務主任 5名であっ

た.それぞれの専門的立場が異なるため,今回

は,普通学級担任15名のみを分析対象とした.

普通学級担任の職務経験は7年から26年,特殊

教育経験は,｢なし｣が8名ともっとも多 く,
｢特殊学級担任｣,｢特殊学級の専門教科の授業
のみ担当｣経験者が各3名,｢養護学校担任｣
経験者が1名であった.

普通学級担任の対象児15名の属性は,性別は

男子13名,女子2名,学年が小学 1年生から中

学3年生であった.

診断名について,医師による診断があるもの

が9名,教師及び2名の保健専門職による判断

のものが6名であった.医師による診断のある

9名の内訳は,ADHDが2名,高機能自閉症

(又は疑い)が2名,軽度MRが2名,軽度自

表1 対象者の属性

ケースNG所 属 性別 職務経験 特殊教育経験 驚 守の障害の種類 警誓警芸実装の 補助負

1 小学校 女性 7年 なし ADHD 35人 なし
2 小学校 男性 22年 なし (ADf王D疑い) 34人 なし
3 小学校 女性 22年 特殊学級 (1年間) 高機能自閉症疑い 36人 なし
4 小学校 女性 18年 特殊学級 (1年間) 軽度自閉症 33人 なし
5 小学校 女性 26年 なし 軽度MR 36人 1人
6 小学校 女性 21年 特殊学級 (4年間) (高機能自閉症疑い) 37人 1人
7 小学校 女性 17年 養護学校 (2年間) (高機能自閉症疑い) 38人 なし
8 小学校 男性 11年 なし ADHD 36人 1人

9 中学校 男性 7年 なし LD 35人 なし
10 中学校 男性 17年 特殊学級(授業担当) (ADHD疑い) 37人 なし
ll 中学校 男性 11年 なし (ADHD疑い) 37人 なし
12 中学校 女性 16年 特殊学級(授業担当) (LD疑い) 40人 なし
13 中学校 女性 19年 特殊学級(授業担当)軽度MR,自閉症 40人 なし
14 中学校 女性 23年 なし 多動性,軽度MR 35人 なし
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閉症が 1名,自閉症+軽度MRが 1名,LDが 1

名であった.教師と保健専門職による判断の6

名の内訳は,ADHD疑いが3名,高機能自閉

症疑いが2名,LD疑いが 1名であった.

該当する児童 ･生徒を受け持っていた当時の

クラスの人数は33名から40名,補助員が配置さ

れていたのは,3名のみであった.

(データ収集方法)

2002年 7-10月,軽度発達障害児を受け持っ

た経験のある教師に対し,半構成的面接を行っ

た.倫理上の配慮として,学校名,教師名,児

童 ･生徒名などのデータは匿名で扱うことをあ

らかじめ伝え,文書で同意を得られた対象者の

みインタビューを行った.

面接内容は対象者の了承を得て録音し,逐語

録として文書に起こした.録音に同意できない

ケースは1ケースあったが,聞き取った内容を

書きとめ,面接終了直後,対象者に内容の確認

をとるようにした.

(面接内容)

面接内容は,①児の学校での様子,(む保護者

との関わり,③医療への要望,④保健専門職へ

の要望とした.面接は,勤務先で行った.面接

時間は,1件あたり40分から1時間40分程度で
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あった.

(分析方法)

対象者から語られた内容 (逐語録)から,対

象者の現状またはニーズを意味する言葉を丁寧

にひろいあげ,コード化を行った.拾い上げた

コー ドの類似,差異を比較し5),カテゴリー化

を行った.尚,分析の安当性を確保するため,

コー ド化の比較 ･修正からカテゴリー分類まで

を研究者2名で行った.

文章中,カテゴリーは【 】,サブカテゴリー

は 『』,コードは ｢｣で示す.

Ⅲ.結 果

分析結果,サブカテゴリー数111,カテゴ

リー数41に分類した.以下の7つの領域に話題

が分類されたので,話題に即して述べる.

i.軽度発達障害児の弱みと学校における反応

(表2)

軽度発達障害児の 【学校における反応】とし

て,『いじめ ･からかいを受ける』,『学校不適
応状態』,『学年進行に伴う本人への負担の増
加』の3つのサブカテゴリーを抽出した.

『いじめ ･からかいを受ける』に関し,小学

校では ｢クラスメイトが本人をばかにした｣と

表2 軽度発達障害児の弱みと学校における反応

カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド
小 学 校 中 学 校

学校における反応 いじめ.からかいを受ける ｢クラスメイトが本人をば ｢クラスメイトが本人をた

かにした｣ たく.ける｣

学校不適応状態 - ｢教室不適応状態｣｢ストレスによる抜毛｣｢精神的苦痛を味わう｣｢不登校｣
学年進行に伴う本人への負 ｢学年進行につれ本人に無 -
担の増加 理が出そうで心配｣

障害が軽度であるがための本人理解の困難さ 子どもの里する状態に対し原因の見分けが付かない ｢症状が発達面からきてい ｢症状が発達面からきてい

るのか生育歴から来ている るのか生育歴から来ている
のかわからない｣ のかわからない｣

教師の本人への対応が正し ｢本人への対応に自信を持 ｢本人への対応に自信を持
いのか疑問 てない｣ てない｣

*｢-｣は該当発言なし
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からかい程度であるが,中学校では ｢クラスメ

イトが本人をたたく･ける｣といったいじめと

いえるものも見られた.

『学校不適応状態』は,｢ストレスによる抜毛｣,
｢精神的苦痛を味わう｣,｢不登校傾向｣など,
中学校教諭のみが語った.

｢学年の進行につれ本人に無理が出そうで心

配｣など 『学年の進行に伴う本人への負担の増

加』というサブカテゴリーも見られており,普

通学級の軽度発達障害児は,高学年になるにつ

れ,学校への適応が課題となることが示された.

【障害が軽度であるための本人理解の困難さ】

では,｢症状が発達面からきているのか生育歴
からきているのかわからない｣といった 『子ど

もの呈する状態に対 し原因の見分けが付かな

い』,｢本人への対応に自信をもてない｣といっ
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た 『教師の本人への対応が正しいのか疑問』な

どが見られており,教師は本人をどう理解した

らよいか葛藤を抱えていた.

2.家族の現状及びニーズ (表3)

【地域の教育環境で普通に過ごしたいという

保護者の思いの存在】では,『なるべ く普通に
やっていきたいという保護者の思いの存在』が

あることにより,『学校から保護者へ適正就学
を促す困難さ』があることが語られた.

【家族ケアの必要性】について,｢母親が精神
的に不安定｣｢生活保護を受けて生活している｣
｢兄弟もひきこもりのため母親が精神的に不安

定｣｢父親が不在で母親が仕事している｣｢親が
子どもとの交流を持たない｣といった 『本人に

十分対応できない家庭環境』があり,『学校に
おける家族ケアの必要性』を感じていることを

表3 家族の現状及びニーズ

カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド

保護者による子どもの障害受容と葛藤 保護者には自分の子どもの障 ｢親は子どもの現実を直視できない｣｢親は子どもの

害を見据えてほしい 成長に期待しすぎる傾向にある｣

保護者の障害受容が子どもに ｢親が障害を受け入れていると学校や医療との関係が

返っていく うまくいく｣

親に対し親としての成長を望 ｢親は子どもの発言から事実を見抜けるようになって

む ほしい｣

地域の教育環境で普通に過ごしたいという保護者の思 なるべく普通にやっていきたいという保護者の思いの存在 ｢親は普通学級でやっていきたい｣学校から保護者へ適正就学を ｢本来特殊学級への就学が望ましい子どもが普通学級

いの存在 促す困難さ に通っている状態ですごすのは本人の将来を考えると
葛藤を抱く｣｢保護者-の特殊学級のすすめは困難｣

家族ケアの必要性 保護者のカウンセリングの必 ｢親のしつけのせいではないと心和ませてくれるよう

要性 なカウンセラーがほしい｣

学校における家族ケアの必要性 ｢親は学校に何とかしてほしいと思っている｣

本人に十分対応できない家庭 ｢母親が精神的に不安定｣｢生活保護を受けて生活している｣｢兄弟もひきこもりのため母親が精神的に疲
環境 れている｣｢父親が不在で母親が仕事をしている｣｢親

が子どもと交流を持たない｣

学外活動の活用 家庭における学外活動の活用 ｢友達関係 .協調性を育てるための学外活動の活用｣
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語っていた,

3.家庭と教育の連携 (表4)

『家庭と学校との密な情報交換』『家庭と学校
とが連携した指導』など,【家庭と学校との連

携】が為されていることが語られた.

また,『保護者と学校 との関係が子 どもに
返っていく』『保護者は熱心に学校との関わり
を持とうとする』『教師が保護者の信頼を得る
必要性』など 【家庭と学校の信頼関係】も抽出

された.

4.教育の現状及びニーズ (表5)

【教師が発達障害の知識をもつ必要性】【教師

の熱心な姿勢】【教師による子どもへの効果的

指導の必要性】【子どもに合った教育環境の必

要性】【教育やケア提供で配慮していく必要性】

の5つのカテゴリーが抽出された.

教師は,本人への対応に戸惑いながらも 『教

師の本人への対応における工夫』,｢本人の行動
をさぼりではなく障害としてみてほしいと伝え

る｣など 『他の教師の理解を促す』ことをして

いた.｢教師自身が勉強する必要性｣,｢教師へ

の知識の普及 ･啓発の必要性｣など 【教師が発

達障害の知識をもつ必要性】が抽出されるなど,

教師自身のサポートの必要性を示唆する項目が

見られた.

【子どもに合った教育環境の必要性】が抽出

され,現在の教育システム上に 『軽度発達障害
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児に適切な教育の場の必要性』があることが語

られていた.また,学校内の 『人員の加配の必

要性』や『学校内の連携体制充実の必要性』,｢柔
軟に使用できる教室の設置｣などの 『学校内の

環境 ･設備面の充実の必要性』が重要な支援と

して挙げられた.

また,教師は,家庭が機能しないケースや緊

急性の高いケース,見過ごされやすい子への対

応など,【教育やケア提供で配慮していく必要

性】を感じていた.

5.医療と教育の連携 (表6)

教師は,『スクールカウンセラーの充実』や
『医療専門家による巡回指導』など 【医療専門

家が学校内に入る必要性】を感じていた.【医

療と教育の連携による成果】について,教師か

らは『教師の本人理解 ･対応の改善につながる』

『教師が自信をもてる』などの成果が語られた.

【医療と教育の連携の実現における困難さ】

では,『医療情報取 り扱いにおけるプライバ
シーの問題』や 『医療機関と学校の時間調整の

困難さ』が語られた.

また,【学校から医療受診につなげるのは困

難】であることが語られ,具体的には 『受診の

勧めに対する保護者の抵抗』,『保護者の認識不
足により受診につながらない』,『受診につなが
る手段がほしい』の3つが抽出された.

表4 家庭と教育との連携

カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド

家庭と学校との連漢 家庭と学校との密な情報交換 ｢家庭とほぼ毎日連絡を取る｣｢家庭と連携をとるた

めの親の職場訪問｣

家庭と学校とが連携した指導 ｢生活面で当たり前に出来ないと困ることは家庭でも
指導するよう伝える｣

家庭と学校との信頼関係 保護者と学校との関係がチビ ｢家庭と学校が信頼関係をもてたことが受診につな

もに返っていく がつた｣｢親からの情報がなく現場で混乱を招いた｣

保護者は熱心に学校との関わりを持とうとする ｢母親は学校を熱心に訪れる｣
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表5 教育の現状及びニーズ

カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド

教師が発達障害の知識を持つ必要性 教師自身が勉強する必要性 ｢教師自身が発達障害について勉強しなければと思

う｣

教師-の知識の普及 .啓発の必要性 ｢教師に対する医療専門的見地からの研修の必要性｣

教師の熱心な姿勢 教師は本人を特別視しない ｢発達の遅れを個性と捉える｣

教師が保護者に安心感を与える ｢保護者に安心感を与えるようにしている｣

教師の誠意が保護者に伝わる ｢担任の一生懸命さ .誠意が親に伝わっているので親
も協力してくれる｣

他の教師の理解を促す ｢他の教師に本人の行動をさぼりではなく障害として
みてほしいと伝えている｣

本人との触れ合いによる教師自身の成長 ｢本人との対時が教師としての成長につながる｣

教師による子どもへの効果的指導の必要性 教師の本人の問題行動に対する指導 ｢悪いことは悪いと指導｣教師の本人への対応における ｢意識的に本人に声をかける｣｢課題の量の調整｣｢個
工夫 別に対応｣｢座席の工夫｣

子どもに合った教育環境の必要性 学校内の連携体制充実の必要性 ｢学校全体で話し合う場を持つ｣

教師-のサポー トの必要性 ｢教師の相談窓口がほしい｣

人員の加配の必要性 ｢軽度発達障害児に関わる人員の確保の必要性｣

軽度発達障害児に適切な教育の場の必要性 ｢軽度発達障害児の行き場が確保される必要｣

教育システム改善の必要性 ｢学級の変更に抵抗を持ちやすい教育システムが間
題｣

教育やケア提供で配慮していく必要 いろんな背景を抱える子-の対応の必要性 ｢普通学級にいろんな背景のある子が増加｣

家庭が機能しないケースへの ｢精神的に不安定な親を持つ子どもについて医療機関

対応の必要性 との連携をとった｣

緊急性の高いケースへの対応 ｢緊急の場合には相談する前に問題行動に走ってしま

悼 の必要性 う場合がある｣

見過ごされやすい子への対応の必要性 ｢本人は障害を抱えていても他人を巻き込んだ問題行
動を起こさない子への対応は学校現場ではされにく
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表6 医療と教育の連携
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カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド

医療と学校とが直j妾連携する必要性 医療と学校とが直接連携する必要性 ｢保護者を介さない医療との連携を望む｣

医療専門家が学校内に入る必要性 スクールカウンセラーの充実 ｢スクールカウンセラーに常駐してほしい｣医療専門家による巡回指導 ｢専門家に来校してもらい様子を見てほしい｣

医療から学校への本人及び家族に関する正確な情報提供を求める 医療から学校への本人及び家 ｢医療機関での本人の様子を教えてほしい｣｢医療専

族に関する正確な情報提供を求める 門家から本人と家族の正確な状況を知りたい｣

医療から教育現場の実態に即したアドバイスを求める ｢医療専門家には具体的アドバイスを求める｣

医療と学校とがお 医療と学校とがお互いの立場 ｢医療専門家と教師で意見に食い違いがあると信頼関

互いの立場を理解しあう必要性 を理解しあう必要性 係は成立しにくい｣医療と教育の意見の相違がある ｢教育現場から見れば医療はもつと冒険させてもいい｣

学校から医療受診につなげるのは困難 受診の勧めに対する保護者の ｢発達の異常 .精神的異常は保護者は認めたがらな

抵抗 い｣

保護者の認識不足により受診につながらない ｢親は本人に障害があるという認識がない｣

受診につなげる手段がほしい ｢受診の勧め方がわからない｣

医療と教育の連携による成果 教師の本人理解 一対応の改善につながる ｢医学的診断がされることで本人に寛容さをもてた｣
教師が自信を持てる ｢医療機関との連携により自分に迷いがなくなった｣

医療と教育の連携完誓現における困i医療情報取り扱いにおけるプライバシーの問題 ｢プライバシー保護のため情報交換に制限がある｣

6.医療と保健によるサポー ト (表7)

【医療による本人及び家族へのサポー ト】に

ついて,｢本人に長く付き合える医療専門家の
必要性｣など 『継続的な医療専門家の関わりが

ほしい』という要望が見られた.

保健専門職については,｢児への精神面への
対応｣に加え,『保健専門職による家族ケアの
必要性』が挙げられていた.『早期発見 ･早期

療育は本人の力をつけるために重要』,『保健師
が確実に早期発見の役割を果たすことが必要』

に見られるように,【早期発見に果たす保健専

門職の役割の重要性】や,教員同士,学校一医

療一家庭が連携する際の 【コーディネーター役

の必要性】も抽出された.

7.障害児 ･者への理解を深める必要性(表8)

教師は,｢障害児と暮らすことにより障害に
対する理解がすすむ｣など 『本人との触れ合い

による健常児の成長』が期待できることを語っ

た.健常児からのポジティブ ･サポーティプな

関わりがある一方で,｢クラスメイ トが本人の
行動に口出しする｣など 『本人に対する健常児

のネガティブな関わり』もあることが語られた.
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表7 医療と保健によるサポート

カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド

医療による本人及び家族へのサポーI 継続的な医療専門家の関わりがほしい ｢本人に長く付き合える医療専門家の必要性｣

医療受診につながったことに ｢医療機関受診により薬を処方され本人の状態改善に
よる本人の状態改善 つながる｣

医療専門家同士の連携の必要 ｢医療専門家によって意見が異なることがあるので統
性 -してほしい｣

医療専門家の不足 ｢児童精神科医の不足｣

保健専門職による本人及び家族-のサポート 養護教諭が精神面にも対応する必要性 ｢心の病気に対応できる養護教諭が増えてほしい｣
保健専門職による家族ケアの必要性 ｢保健師による若い親への子育て支援が必要｣

保健の早期発見の役割の重要性 早期発見 .早期療育は本人の ｢早期に正しい判断のもとその子がどういう人生を歩

力をつけるために重要 めるかを考えなければならない｣

保健師が確実に早期発見の役 ｢ある親は子どもが大きくなつてから医療機関に受診
割を果たすことが必要 させるのは恥ずかしいものがあると語っていた｣

保健と学校との連携の必要性 保健師と学校との情報交換の必要性 ｢学校は就学前の情報がほしい｣

コーディネーター 医療と学校との連携における ｢仲介的な立場の保健師に相談できるといい｣｢専門

表8 障害児 ･者への理解を深める必要性

カ テ ゴ リ ー サ ブ カ テ ゴ リ ー コ ド

健常児と障害児との交流によるお互いの成長 本人との触れ合いによる健常 ｢障害児と暮らすことにより障害に対する理解がすす

児の成長 む｣

本人に対する健常児のポジティブな反応 ｢クラスメイトの温かい見守りがある｣

本人に対する健常児のサポーチイブな関わり ｢クラスメイトが本人の面倒を見る｣

本人に対する健常児のネガティブな関わり ｢クラスメイトが本人の行動に口出しする｣｢クラスメイトは暴力に巻き込まれないよう距離を置いて関わ
りを避ける｣｢クラスメイトから嫌がられる｣

障害児の受け入れをよくするための教師の指導の必要性 本人の受け入れをよくするた ｢クラスメイトに対する言葉遣いの指導｣｢クラスメ

めの健常児への指導 イトの前で本人を褒めるようにした｣

本人との接し方について健常 ｢クラスメイトの方が本人に合わせた話し方 .接し方
児の指導の必要性 をするように指導する｣

健常児との交流学 健常児への指導に対する教師の戸惑い ｢クラスメイトの口出しから本人を救ってあげる必要
習の必要性と本人への負担 があるがその方法が難しい｣
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また,普通学級教師は,｢クラスメイトの本人
に対する言葉遣いへの指導｣など 『本人の受け

入れを良くするための健常児への指導』を行っ

ていた.

Ⅳ.考 察

以下,普通学級に特徴的な軽度発達障害児と

児を担当する教師の現状及びニーズと保健専門

職の役割について考察する.

1.軽度発達障害児の学校における反応

本調査では,軽度発達障害を抱える児童及び

壁徒は,｢不登校傾向｣などの学校不適応状態

が顕著に現れるようになり,いじめ ･からかい

に関しても,小学校から中学校にかけてエスカ

レートしているケースも見られていた.小枝6)

は,鳥取県内の養護学校を除く全ての小中学校

に対し,不適応行動の疫学的調査を行っている

が,LD児,ADHD児の不適応行動について,

心身症合併率や不登校がLD児,ADHD児では

高頻度となり,特に不登校に関しては小学校よ

りも中学校の方が高率になるという結果を示し

ていた.学年進行につれ,本人への負担及び不

適応行動が増すという,先行研究を裏付ける内

容が本調査からも語られたことになる.

クラスメイトもしくは健常児は,本人に対し

て協力的な関わりもするが,本人に口出しする,

手を出す,関わりを避けるなど ｢本人に対する

健常児のネガティブな関わり｣も存在している

ことが語られたことから,普通学級に在籍する

軽度発達障害児にとってクラスメイトとの関わ

りが課題であることが示された.発達障害児の

セルフエステイームに,クラスメイトなどの学

校構成員の社会的受容が深く関与していること

が指摘されており7づ),健常児との関係を良好

に保つことは児のセルフエスティ-ムを維持す

る上で重要となる.

しかし今回,教師自身がクラスメイトの指導

そのものにも戸惑っている現状であることも明

らかとなった.

軽度発達障害を抱える児童 ･生徒自身に対し

ても,教師は 『子どもの里する状態に対し原因

学校保健研究 JpnJSchooIHealth46;2004

の見分けがつかない』｢本人への対応に自信を
もてない｣といった葛藤を抱いていた.発達障

害という特性を抱える生徒への対応と学級運営

との両立を現場の教師のみに要求されている現

状といえよう.そんな中,教師は,健常児や他

の教師の理解を促す努力をしており,教師自身

へのサポートの必要性が示された.

また,【教師が発達障害の知識をもつ必要性】

を教師自身感じていた.研修等で教師に対する

知識の普及 ･啓発がはかられていく必要性があ

り,医療はそれに協力していく必要がある.

2.教師から見た家族とサポート

一方,教師のみでなく,児の家族に対するサ

ポートも重要である.本調査においても,『家
族ケアの必要性』が抽出された.スクールカウ

ンセラーや教職員が,学校現場において相談活

動等のケアを行うことが期待され,加えて児の

家族は,既に一部地域で行われているペアレン

トトレーニング】o)など,有効な養育方法を学ぶ

機会が与えられる必要がある.

多くの教師が家庭との連携を重視し,信頼関

係を築くために努力していたが,一方で,『学
校から保護者へ適正就学を促す困難さ』という

家庭側とは相容れぬ意見も抽出された.これは,

『なるべく普通にやっていきたいという保護者

の思いの存在』つまり,どの保護者にも社会と

切り離されることなく ｢地域で当たり前に暮ら

したい｣という思いが存在していることによる

と考えられ,障害児に直接かかわる教師及び医

療専門家は,保護者のこの思いに寄り添ってい

く必要がある.そして,大変理想的であるもの

の,障害を抱える子どもも当たり前に地元の学

校に進学できる教育システムが整備されること

が望まれる.

【教師の熱心な姿勢】が抽出されたが,熱心

な姿勢や誠意が保護者に伝わったことが,教師

一保護者の信頼関係につながり,医療受診や子

どもの適正就学につながったケースも数例あっ

た.【教師の熱心な姿勢】は,家庭と学校との

関係のみならず,学校と医療との関係において

も重要となると思われた.
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3.学校における現状

『人月の加配の必要性』が抽出されたが,実

際に補助員が配置されていたのは15名中3名の

みであり,学校内で軽度発達障害児にかかわる

人員が不足していた.

『軽度発達障害児に適切な教育の場の必要性』

が抽出されたように,現在の教育システム上に,

彼らにとって適切な教育の場がないことが語ら

れた.このような現状においては,特別支援教

育の在 り方に関する調査研究協力者会議の報

告11)において述べられているように,教職員の

理解促進を含め,学校組織として一体的に取り

組むことを確保する対応体制の構築,支援計画

の作成による関係機関との円滑な連携,外部人

材の活用等,支援的な体制の確立が望まれる.

4.医療によるサポートと連携
本調査では,【医療と教育の連携における成

果】が抽出されており,医療と教育の連携は本

人に関する情報交換の意味合いもあるが,『教
師が自信をもてる』のように教師の心理的サ

ポートの機会となっていることが明らかとなっ

た.また,医療専門家による本人の行動の意味

づけや具体的対応方法の提供が 『教師の本人理

解 ･対応の改善につながる』といった成果をも

たらし,さらにはクラスメイトを含めた学習環

境の改善へとつながると考えられた.こういっ

た意味において,医療と教育との有機的な連携

は非常に意義疎いものとなる.しかし,『医療
情報取り扱いにおけるプライバシーの問題』や

『医療機関と学校との時間調整の困難さ』があ

ることが示された.これに加え,今回分析対象

からは除外したが,生徒指導担当教員から 『医

療機関との面談による予算面の心配』という財

政的課題も存在していることが指摘されており,

医療と教育の連携の実現を困難にしている現実

的課題が明らかとなった.

教師は,【学校から医療受診につなげるのは

困難】と感じており,その結果として,【医療

専門家が学校内に入る必要性】を感じていた.

さらなる医療専門家の協力が要望されており,

医療と教育の連携の確保が今後の課題といえる.
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スクールカウンセラー制度や医療専門家の巡

回指導制度といった制度の拡充や,児童精神科

医を学校医に配置するといった学校医制度の充

実も考慮していく必要がある.医療専門家の巡

回指導に関しては,Sandier,A.D.12)の報告があ

るが,巡回相談が教師や保護者の指導における

自信や満足感につながっており,高い評価を得

ていた.

また,教師からも医療による継続的フォロー

が要望されているという結果であったが,実際

には,就学とともに医療受診や保健所保健師に

よるフォローが終了するケースは少なくない.

医療専門家の関わりは,本人の状態改善に有効

であることは,本調査内でも語られている.

よって,就学前から障害が明らかなケースでは,

保健師によるフォローの継続,もしくは学校医

がフォローを引き継ぐといった形式により,堰

続的フォローを行えるようなシステムの構築を

検討する必要がある.

5,保健専門職の果たすべき役割

保健専門職には,本人のみでなく,家族に対

するサポートを行うことが現場において求めら

れていた.学校現場において養護教諭が,地域

のマンパワーとして保健師が,家族を含めたケ

アを行っていかざるをえない時代といえよう.

具体的には本調査からは挙げられなかったが,

障害児を抱える保護者は,子どもの年齢があが

るにつれ情報が入手しにくいという悩みを抱え

ていることが多 ( 13),既に多 くの研究者14･15)が

指摘しているように,サポート資源等の情報的

サポートや相談活動などの情緒的サポートを碇

供していく必要がある.

また,発達障害の早期発見 ･早期療育の役割

の重要性が語られ,乳幼児健診で保健師が確実

に早期発見の役割を果たすことが求められてい

た.保健師のみでなく,学校現場において,ス

クリーニングが行われることも,非常に有用で

ある.北村16)は,｢養護教諭があたらずとも遠
からずくらいの診立て---中略･--必要性に迫

られているし,そのためには長期にわたる児童

青年精神医学の研修が必要と思われる｣と述べ,
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養護教諭がスクリーニングの機能を果たすこと

を期待している.｢心の病気に対応できる養護

教諭が増えてほしい｣という意見もあるが,実

際には,担任が第-発見者と成りうる存在であ

るため,担任に専門知識を提供するという形で

養護教諭自身が発見に寄与することが期待され

ると言えよう.

しかし,軽度発達障害児は,障害が軽微であ

るために健診等でスクリーニングされにくいの

が特徴であり,石川17)も ｢軽度発達障害児の診

断は,一般的には早期ほど困難である｣と述べ

ている.よって,継続的な研修等により,保健

専門職の専門知識を強化させることも重要と考

えられた.

さらに,【コーディネーター役の必要性】が

抽出されており,学校と医療や保健とをつなぐ

コーディネーター役が求められていた.｢(軽度

発達障害児に関し)仲介的な立場の保健師に相

談できるといい｣｢専門的な養護教諭が間に入っ
て医療機関と連絡をとる｣など,保健専門職に

その役割を期待する声が大きかった.

Odom,S.E.らユ8)は,ADHD児に対するケース
マネージャーとしてのスクールナースの役割に

ついて,①ケースを早期に発見し,診断を特定

すること,(参直接子どもを観察し,不適切な行

動を特定すること,(彰医師に提供するため,煤

護者や教師から,行動,教育,精神科的既往に

関する情報を収集すること,④薬の作用 ･副作

用をモニターすること,①ADHD児は薬を服
用するだけではなく,行動療法,社会スキルト

レーニング,認知行動 トレーニング,保護者の

ペアレント･トレーニング等を組み合わせたマ

ルチモデルなケアが効果的とされているので,

それらのケアの組み合わせをコーディネートす

ること,(砂子どもや家族を教育 ･サポートする

こと,(∋医師,教師,保護者の連携チームの

コーディネーターとなること等,を挙げている.

この例では,日本の養護教諭にあたるスクール

ナースが,医師,教師,保護者の間に立ち,

コーディネーターとして活躍していた.また,

ケースを早期発見し,診断する役割を果たして
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いた.

将来的進路や利用できるサービスなどの情報

提供も同時になされていく必要があり,コー

ディネーターがその役割を担うことが期待される.

教師は必要となる支援を具体的に措いていた

が,いまだサポートが不十分な現状にあった.

教育現場にいる養護教諭,医療保健機関にいる

保健専門職が,コーディネーターとしての役割

を意識し,機能するだけでも,保護者,教師,

そして障害を持つ子ども自身に寄与できる部分

は大きいと思われる.

Ⅴ.結 論

本研究は,学校不適応を起こしやすいとされ

る軽度発達障害児の現状及びニーズを明らかに

すること,保健専門職の役割を検討することを

目的として行った.軽度発達障害児を受け持っ

た経験のある普通学級教師に対し,面接調査を

行い,コード化 ･カテゴリー分類した結果,以

下のことが明らかとなった.

児が高学年になるにつれ本人への負担が増加

し,｢不登校傾向｣などの学校不適応状態が現
れる傾向にあった.

教育現場では 【教師が発達障害の知識をもつ

必要性】『人員の加配の必要性』があった.
医療と教育が直接連携をとることが実際に教

師の負担を軽減していた.教師は医療によるサ

ポートを期待しているが,学校から医療受診に

つなげるのは困難と感じており医療専門家が学

校内に入る必要性を感じていた.

児に対し,就学後も継続的に医療が関わるこ

とが要望されていた.

保健専門職が果たすべき役割としては,本人

のみでなく,家族に対し,相談活動などを行っ

ていくこと,発達障害の早期発見の役割に寄与

すること,教員同士,教育一医療一家庭,関係

機関同士が連携をとる際のコーディネーターの

役割を担っていく必要があることが挙げられた.
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Ⅵ.研究の限界性

研究の限界は,｢軽度発達障害｣の診断 ･判
断がそもそも困殊であることから,厳密な意味

でとらえると軽度発達障害に該当しない対象者

も含まれていた可能性を否定できないこと,さ

らに,質的手法の性質上,調査者の主観が入り

込んでいた可能性が高いことがある.

今後の課題として,養護教諭などの保健専門

職がコーディネーターとして機能するための条

件等が調査される必要があるため,保健専門職

自身へのインタビューを追加することや,今回

はニーズを明らかにしたため,今後は様々な支

援の実践につなげ,その有効性が評価 ･検討さ

れることが望まれる.
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小学校の健康診断における

｢肥満傾向｣判定の現状
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*1岡山大学大学院教育学研究科
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AnlnvestigationintothePresentSituationofEvaluationfわr

ChildhoodObesityinPrimarySchoolHealthExamination

YasukoFujiwara*1,YayoiKoide*2
*iGraduateSchool,FacultyofTeacherEducation,OkayamaUfu'versity

'2FacultyofTeacherEducation,OkayamaUm'versity

Aquestionnairewasadministeredto47boardsofeducation(boards)and470primary

schools(schools)inallpartsoHapaninordertoinvestigatehow cilildhoodobesityis

evaluatedintheschoolhealthexamination.

Wereceived42(89.4%)repliesfromboardsand346(73.6%)repliesfromschools.The
resultsareasfollows:

ManyboardshaveinStructedschoolstohaveobesityevaluated`̀byschooldoctors"

(88.1%).Someboardsrepliedthatobesitywasevaluated`̀byRohrerindex"(RI,14.3%)

or"byobesityindexbasedonstandardbodyweight"(OI,9.5%).Mostofthesereplies
weregiveninadditionto`̀byschooldoctors"aspartsofmultipleanswers.Noneofthe

boardsreplied`̀byBMI".

Accordingtoschools,obesitywasevaluated`̀byschooldoctors''(76.9%),`̀byRI"

(27.2%)and"byOI"(42.5%).Afewschoolsreplied"byBMI"(I.20/a).Wecategorized
thesemultipleanswersintothreetypesofanswersforschools,asfollows:Obesitywas

evaluated"onlybyschooldoctors"(36%),"byschooldoctorscombinedwithobesity

indicessuchasRIorOI"(41%)or"onlybyobesityindices''(23%).Theseresultsdiだered
fromtheresultsobtainedfromboards,whichwere:"onlybyschooldoctors"(69%)or"by

schooldoctorscombinedwithobesityindices''(19%).

Inschools,9variouscriteriaforOI,suchas"over20%''(52.4%),and`̀over30%''

(22.4%),wereused,while9variouscriteriaforRIwereused,including"over160"

(63.8%)and"criteriadifferentiatedbyheightsection"(12.80/o).

Theincidenceofobesityinprimaryschoolsvariedfrom0.6%toll.2%intheboards'

responsesandfrom 00/ato26.20/aintheschools'responses.Thisvariationwasthoughtto
berelatedtothevariousevaluationmethodsandcriteriaused.

Asnotedabove,theevaluationmethodsandcriteriaforde五mingobesityobviouslyvaried

amongprimaryschools.Thesediscrepanciesneedtoberesolvedinordertomakethebest

useof壬lealthexaminationsinschoolsforthepreventionofobesity.
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小児肥満,肥満傾向の判定,小学校,健康診断

はじめに

昭和から平成にかけての30年間で,小児肥満

が3倍近くも増え卜3),小学生男子では,10人

に1人以上が肥満である3･4)という.小児の肥満

は,心理面でも精神的ダメージやストレスを受

けやす ぐ -17),将来の思春期肥満4･5,9･10)や生活習

慣病1･2･6･7)のリスクにもつながる等の点で,予防

すべき重大な健康問題の一つである事はいうま

でもない.

この様な状況の中で,小児の肥満予防 ･肥満

指導は学校保健の重要な課題と考えられる.特

に学校では,集団の場で健康診断により一斉に

スクリーニングできるという利点があり,肥満

予防のための意義は非常に大きい.現在,肥満

傾向の判定は,学校の定期健康診断の中で実施

されている18).

学校保健統計調査報告書ユ9)にみられる,定期

健康診断結果の ｢肥満傾向 (学校医から肥満傾

向と判定された者)｣の年齢別 ･疾病異常被患

率については,概要に ｢平成14年度の肥満傾向

の割合は,小学校2.6%,中学校1.9%,高等学

校1.5%となっており,各学校段階でこの10年

間は横ばい傾向にある｣と書かれている.一方,

当該報告書の別の箇所に ｢地域区分別 "月巴満傾

向児(性別 ･年齢別 ･身長別の平均体重の120%

以上の者)"｣の出現率があげられており,"肥

満傾向児"は最近年々漸増している,と述べら

れている.同じ報告書でありながら,この "舵

満傾向児"出現率と,｢肥満傾向｣被患率は紛
らわしい.また,例えば,平成14年度の8歳

(3年生)で比較すると,健康診断による ｢肥

満傾向｣の率2.5%に対し,"肥満傾向児"出現

率は7.6%と大きな差がある.

｢肥満傾向｣の診断については,学校保健法

施行規則に ｢校医が視診や触診により総合的に

判定｣と記されているが,平成7年,肥満傾向

を発見するための方法の記述を充実するため,

｢ローレル指数 ･身長別標準体重から算出され

る肥満度も参考にしてよい｣18)と補足された.

そこで,学校における ｢肥満傾向｣の判定は

実際にはどのような方法で行われているのかを

追究したいと考え,都道府県教育委員会及び全

国の小学校を対象に,小学校健康診断における

｢肥満傾向｣の判定に関する内容のアンケート

調査を行った.得られた結果が,今後の学校健

康診断における ｢肥満傾向｣の判定方法及び基

準の検討に役立ち,小児の肥満予防に少しでも

貢献できればと考えた.

対象と方法

全国の,都道府県教育委員会,及び,小学校

を対象とし,小学校における定期健康診断 ｢栄

養状態｣(児童生徒健康診断票)の中の ｢肥満

傾向｣に関する内容のアンケート調査を以下の

方法で行った.回答様式は一部自由記述を含む

選択式質問紙法とした.

調査用紙 (資料)は,1)47都道府県教育委

員会の学校保健担当者宛に平成14年12月に,及

び,2)全国の児童数100人以上の小学校の中

から各都道府県当り10校計470校を無作為抽出

し,養護教諭宛に平成15年1月末～2月に郵送

した.なお,添付した資料は小学校対象のもの

である.

調査内容 (表1)は以下の通りである.

1)都道府県教育委員会 (以下 "教育委員会"

とする)に対しては,管轄内の小学校で用いる

[Ⅰ 肥満傾向の判定方法及び判定基準],及

び,[Ⅱ 肥満傾向の出現率]を尋ねた.｢肥満

傾向｣の判定方法については,｢1校医によ
る,2 ロー レル指数による,3BMIに よ

る,4肥満度による,5その他｣の中からの
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表1 調査の対象と内容

＼ 1)都道府県対象調査 2)小 学 校 対 象 調 査

調査期 間 平成14年12月 平成15年1月未～2月

対 象 全国の47都道府県教育委員会 全国の470小学校(各都道府県あたり 10枚)

回収数(翠) 42(89.4%) 346(73.6%)

調査内容 定期健康診断 ｢栄養状態｣の中の肥満傾向について

都道府県内小学校での 対象校における

Ⅰ.肥満傾向の判定方法及び判定基準Ⅱ.平成13年度｢肥満傾向｣の出現率 Ⅰ.肥満傾向の判定方法及び判定基準Ⅰ(補).判定方法及び判定基準を用いる根拠Ⅱ.平成14年度 ｢肥満傾向｣の出現率

選択とした.さらに,2-4を選択した場合は,

その判定の基準となる数値の記入を求めた.

｢ローレル指数｣を選んだ場合は,(1)一律の

数値基準,(2)身長区分を利用した数億基準

(110-129cm:180以 上,130-149cm:170以

上,150cm～ :160以上)5･20-22)のいずれを用い

るか尋ねた.肥満度については,さらに,

(1)性別 ･身長別体重表による肥満度早見表23),

(2)性別 ･年齢別 ･身長別標準体重表5),のいず

れを利用しているのか尋ねた.皮脂厚は,予備

調査で,用いられている所がなかったため本調

査ではとりあげなかった,[Ⅱ肥満傾向出現

率]については,平成14年度の定期健診の結

果 ･報告が完了していない場合がある事を考慮

し,13年度における各都道府県内小学生につい

ての記載とした.最後に [Ⅲ 意見]を自由記

述により尋ねた.

2)小学校対象調査では,1)教育委員会と

ほぼ同様の内容であるが,｢Ⅰの5その他｣は
予備調査で該当がなかったため除外した.また,

[Ⅰ(捕) 用いた判定方法及び判定基準の根

拠〕についての質問を追加した.[Ⅱ 肥満傾向

の出現率]は,調査時,平成14年度の健診結果

が出ていたので,14年度のもの (%)とした.

調査の分析は,各カテゴリーの割合を,1)

教育委員会,2)小学校別に単純集計した.自

由記述については,KJ法24)により分類しまとめ

た.教育委員会と小学校間での比較や,学校規

模による判定方法の相違にはx2検定を,肥満
傾向出現率の比較には分散分析を用い,いずれ

の場合にも,危険率5%以下の場合を有意とし

た.

結 果

回答は,1)47都道府県教育委員会の内42都

府県教育委員会 (89.4%),及び,2)470校の

内346校 (73.6%)から得られた.学校保健会

分類による25)346校の学校規模の構成割合は,

小 (児童 数 :～399人),中 (400-699人),大

(700人～)規模校,各々55.5%,31.2%,13.3

%であった.

日 肥満傾向の判定方法及び判定基準】につ

いて

｢肥満傾向｣の判定方法の結果 (表2-①)を

述べる.

教育委員会では,｢校医による｣という回答
が多く,88.1%であった.｢ローレル指数によ

る｣,｢肥満度による｣もあったが,｢ローレル
指数｣を選んだ6県全てと,｢肥満度｣を選ん
だ4県中3県は ｢校医による｣との重複回答で

あった.｢BMIによる｣の回答はなかった.｢そ

の他｣として,｢特に指示をしていない,統一
していない,市郡町教育委員会が決定している

ので各校 ･地域で異なる｣があげられていた.
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小学校回答の判定方法は,｢校医による｣回答
が76.9%と多かったが,｢肥満度による｣が
42.5%,｢ローレル指数による｣も27.2%あっ
た.｢BMIによる｣学校は1.2%と少なかった.

回答の重複状況を明らかにするため,再カテ

ゴリー化してみると(表21(参),教育委員会で

は,｢校医による｣(88.1%)と回答した中で｢校
医による｣のみを選択した単独回答 (以下 "｢校

医｣単独回答"とする)は全体の69.0%であっ

表2-(彰 ｢肥満傾向｣の判定方法 (複数回答)

判定方法 教育委員会 小 学 校
n-42 n-346

1 校医による 37 88.1% 266 76.9%

2 F=言富ル指数 6 14.3% 94 27.2%

3 BMⅠによる 0 0.0% 4 1.2%

4 肥満度による 4 9.5% 147 42.5%

5 その他* 6 14.3% 0 0.0%

*教育委員会の ｢その他｣の内容は,特に指示し

ていない (3),統一していない (2),各校.

地域で異なる (1)

･複数回答のため計は100%を超えている.
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た.一方,小学校の回答では,｢校医による｣
(76.9%)と回答した中で ｢校医｣単独回答は

35.5%であった.残る41.4%は他との重複回答

であった.判定方法は組み合わせにより計11種

類に及んだ.判定方法を ｢校医｣と ｢数値指標

(肥満度やローレル指数等)｣とに分け,教育

委員会と小学校回答を比較した (図).教育委

員会における,｢校医｣のみによる(69%),｢校
医に数値指標併用｣(19%),｢特に指示をして

いない｣(10%)は,小学校における,｢校医｣
のみによる (36%),｢校医に数億指標併用｣

(41%),｢数値指標｣のみによる (23%)との

間に違いがみられた (p<0.01).学校規模別

で判定方法に有意な差はなかった.

各判定方法の判定基準 (表3, 4)について

以下述べる.

ローレル指数による肥満傾向の判定基準 (衣

3)は,教育委員会の場合,6県申4県が｢160

以上｣と記入していた.小学校でも,94校中60

校が ｢160以上｣(63.8%)と記載していたが,

｢150以上｣,｢170以上｣等もあった.｢身長区

分を利用｣(12.8%)した基準を含め,計9種

類の基準値があげられていた.

肥満度による判定基準 (表4-(む)は,教育

表2-㊨ ｢肥満傾向｣の判定方法 (再カテゴリー化)

判 定 方 法 教育委員会 n=42 小学弓交 n-346

校 医のみ 校医 (単独) 29 29(69.0%) 123 123(35.5%)

校医に数値指標 併用 校医+ロ指数校医+ロ指数+BMⅠ校医+ロ指数+肥満度校医+ロ指数+BMⅠ+肥満度校医+BMⅠ校医+肥満度校医+その他 332 8(19.0%) 481151177 143(41.4%)

数倍 指標 ロ指数 (単独)ロ指数+肥満度 1 1(2.4%) 253 80(23.1%)の み ロ指数+BMⅠ肥満度 (単独) 151

その他 (単独) 4 4(9.5%)

例 :"校医+ロ指数"は ｢校医による｣と ｢ローレル指数による｣両方の選択を表す.
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教育委 員 会 (42)

小学校(346)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※数億指標:ローレル指数･月巴溝度･BMIを示す
グラフ中のその他は､数値指標のみの1を含む

図 ｢肥満傾向｣の判定方法 (タイプ別による)

表3 ｢ローレル指数による｣肥満傾向判定基準の

内訳

ローレル 教育委員会a-6 小 学 校n-94指 数

(1)一律(以上)200 0 6 1 76 80.9%

190 1

180 2

170 3

165 1

160 4 60(63.8%)

157 1 0

150 0 3
145 2

無回答 1 3

(2)身長区分 0 12 12.8%

無回答 0 6 6.4%

*教育委員会の%は記載せず.以降の表について

も同株

(1) 一律 :一律のローレル指数の基準値を利用し

ている.

(2)身長によって肥満の判定基準を設けている.

委員会では,4県中2県が肥満度 ｢20%以上｣

であった.小学校の回答では,肥満度 ｢20%以

上｣(52.4%)が一番多く,｢30%以上｣(22.4%),

**P〈O.01

｢40%以上｣,｢50%以上｣と続き,計9種類の
基準値が記載されていた.肥満度の算出方法

(表4-(む)は,小学校では147枚中55.8%が｢性

別 ･年齢別 ･身長別標準体畳表｣を,10.9%が

｢性別 ･身長別体重による肥満度早見表｣を利

用していた.その他として,｢県作成の学校保
健統計データ管理システム｣,｢日比式｣,｢村田
式｣等があげられていた.

｢ローレル指数｣｢BMIJ｢肥満度｣のいずれ
かを選んだ回答枚 (n-224)の内,各々の算

出に使用しているパソコン･ソフト名の回答は

約半数あり,その中では 『えがお』(n-85)

が多かった.

[Ⅰ (棉) 肥満傾向における判定方法及び判

定基準の根拠](小学校のみへの質問)に

ついて

各校で選択していた,肥満傾向の判定方法及

び判定基準の採用根拠は,表5に示した棟に,

｢都道府県教育委員会｣の指示や,｢地区 ･支
部 ･ブロック単位 (養護教諭部会)での申し合

わせ｣が多かったものの,｢その他｣を除くと,
各カテゴリー選択割合はいずれも10-20%で

あった.｢その他｣の記述は ｢校医｣に関連す

るもの (80校),中でも,｢校医に任せている｣
(57校)が多かった.

【Ⅱ 肥満傾向の出現率]について

小学生の ｢肥満傾向｣の出現率は,教育委員

会の回答では,0.6-ll.2%,小学校回答では
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表4-① ｢肥満度による｣肥満傾向判定基準の内訳

肥満度 教育委員会 小 学 校
(+以上) n-4 n=147

50% 0 8

40% 10

35% 1

20-50% 2

30% 33 (22.4%)

25% 2

20% 2 77 (52.4%)

15-20% 1 0

16% 0 1
10% 2

無回答 1 ll

表4-④ ｢肥満度｣の算出方法

算出方法の種類 教育委員会 小 学 校
n=4 n-147

性 別 .身長別(1)体 重 に よ る肥満度早見表 0 16 10.9%

(2)笠石fj遥畢 生裳 82 55.8%

(3) そ の 他 4* 30 20.4%

無 回 答 0 19 12.9%

計 4 147 100.0%

*教育委員会の (3)その他の内容は,｢村田式｣｢日
比式｣｢各校様々｣｢不明｣

0-26.2%の幅があった.設問Ⅰで,健康診断

の月巴蒲傾向について選んだ判定方法のカテゴ

リー別に出現率をクロス集計し,判定方法別に

出現率の比較をした (表 6).

教育委員会回答の肥満傾向出現率 (表6-(∋)

の平均値は,3.6%であった.男女間で有意の

差 (p<0.05)がみられた.判定方法を ｢校医

による｣とした場合が一番低 く3.4%,ローレ

ル指数6.0%,肥満度8.0%と高くなる.

学校保健研究 JpnJSchooIHealth46;2004

表5 ｢肥満傾向｣における判定方法及び判定基準

の根拠 (複数回答)

1 都 .追 .府 .県教育委員会 69 19.9%

2 市 .町.村 教 育 委 員 会 50 14.5%

3 郡.市等の医師会.学校保健会 36 10.4%

4 豊蛋遠 投 )7iSi蒜'L*& (警 68 19.7%

5 学校独自 (養護教諭)の判断 52 15.0%

6 そ の 他 88 25.4%

無 回 答 24 6.9%

複数回答のため,計は100%を超えている.

一方,各小学校回答の全校児童の肥満傾向出

現率は6.1%であり,教育委員会の回答と比較

して高い(p<0.01).同じく男女差(p<0.01)

がみられた.例数の少ないBMIを除けば,低い

ものから順に,校医5.5%,ローレル指数6.30/0,

肥満度8.2%であった.将に肥満度適用は,校

医,ローレル指数適用の平均値との間に有意差

(p<0.01)があった.

ローレル指数 (表 3)及び肥満度 (表4-(∋)

判定基準の内,各々小学校でよく用いられてい

た上位 2つのカテゴリー間で比較すると (表 6

-(参),ローレル指数については,一律160以上

を選んだ場合の6.7%は,身長区分を用いた

3.9%に対 し高率 (p<0.01)である.肥満度

についても ｢20%以上｣の10.0%は,｢30%以

上｣の5.6%に対し高率であった (p<0.01).

[Ⅲ 肥満傾向に関する意見 (自由記述)コ

教育委員会の回答では,｢早急に肥満傾向を
把握するための全国的統一指針を望む｣等3件

の記述があった.

一方,小学校対象調査では,151校,43.6%

の回答率,計162件の内容があった (表 7).内

容は肥満傾向の判定に関するものが137件と多

く,これは,[校医による判定 ･診断に関した

内容]と,[肥満 (傾向)判定の指標に関連 し

た内容]とに分けた.判定以外の内容は,[そ

の他]とした.分類とその内容の要約は表 7に
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表6-① 教育委員会回答 :判定方法別 ｢肥満傾向｣出現率

判 定 方 法 男 % (n) 女 % (n) 全体 % (n)

1 校 医 に よ る 3.9±2.0(31) 2.7±1.4(31) 3.4±1.8(34)

2 ローレル指数による 6.6±3.1(5) 4.7±2.3(5) 6.0±2.6(6)

3 BMⅠ に よ る ( 0) (o) (o)

4 肥 満 度 に よ る 9.3±2.6(3) 6.8±2.7(3) 8.0±2.2(4)

･数億は平均値±標準偏差を表す (表6--a,③も同様).

･5その他 は省く (表6-丑も同様).

表6-(彰 小学校回答 :判定方法別｢肥満傾向｣出現率

判 定 方 法 男 % (n) 女 % (n) 全体 % (n) a b

1 校 医 に よ る 6.3±5.9(242) 4.6±4.9(242) 5.5±5.1(243) **** **

2 ローレル指数による 7.2±5.4(88) 5.3±4.4(88) 6.3±4.6(92)

3 BMⅠ に よ る 6.4±5.9(4) 3.8±3.2(4) 5.1±4.1(4)

4 肥 満 度 に よ る 9.3±5.5(138) 7.2±4.8(138) 8.2±4.8(138)

･男女間に有意差 (p<0.01)あり (n-4を省く).

･検定結果は,男女合わせた全体について示した.**p<0.01,a:2対比較の検定結果,b:F検定結果

表6-③ 小学校 :ローレル指数及び肥満度基準値別｢肥満傾向｣出現率

ローレル指数 % (n) 肥満度 (+以上) % (n)

一律 160以 上 6.7±3.8(59) ** 20% 10.0±4.0(74) **

身 長 区 分 3.9±5.2(12) 30% 5.6±3.1(29)

**p<0.01

列記した.本文では,主として各カテゴリーの

記述例を述べる.

[1][校医による判定 ･診断に関した内容]

数億指標の内容を含む場合もあるが,`̀校医"

のキーワードが入っているものとした.表に示

した様に1)-3)の3つのグループに分けた.

特に数が多かった2)について,(a)～(C)のカテ

ゴリー別に ｢記述例｣を以下記す.

(a) ｢校医は,(月巴満傾向は)健康診断で判定

していない.今年度学校保健統計調査にあ

たったが0で提出した｣

(b)(砂の例 ｢校医2人の判断が違う事があり,

健康診断票には肥満度40%以上の児童も独

自の判断で記入｣,⑦ ｢校医による肥満傾

向の記載はない.保健室ではローレル指数

で保健指導をするl

(C) ｢診断は校医,学校により様々なので統

一した方がよい｣
[2][肥満(傾向)判定の指標に関連した内容]

1)個々の肥満 (傾向)判定方法の現状

｢統計はローレル指数で,個別指導は肥満度

を用いる｣等,保健指導に用いる月巴満 (傾向)
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表7 ｢肥満傾向｣についての自由記述

判 1)特に問題視し (む｢肥満傾向判定は校医による｣であり,校医からの診断の

[1] 校医に ていない (7) みを健康診断票に記入-- -------- ---- --(7)2)肥満傾向診断の状況とそれに対する批評 .対 (a) 校医による肥満傾向診断の現状-- ---...----.-(32)

･(む校医は肥満傾向について判定,診断しない (7)

(釘校医は肥満傾向について判定しないが肥満傾向はいる(6)

④校医,あるいは年度により肥満傾向の判断が異なる (8)

(9校医の判定や肥満傾向に関する統計は疑問 (ll)

(ち)上記(a)のための対策を述べている--- --- ---(29)

⑥健康診断票に校医診断以外の独自の方法も用いている(4)

よる判定 . 莱 .意見等 ①健康診断票とは別に,肥満度やローレル指数等による判定

∫-1-IjL 診断に関しク三才 (68) 方法を肥満指導等に活用している (25)

方 た内容(86) (C) 判定に対する意見 .要望-------- ---.-.....(7)
(参校医あるいは学校により,肥満傾向の判定方法や基準が

法に 様々なので統一したらよい

3)工夫して判定 肥満度やローレル指数を参考にしながら肥満傾向を判定 (ll)
つ ⑨養護教諭が校医に肥満度あるいはローレル指数等の参考資

しヽ 日日 科を用意する (6)
⑲校医は視診だけでなく,肥満度やローレル指数等の数値に

て[1][2] よる指標も用いて診断する (5)

[2] 肥 満 1)個 々の肥満(傾向)判定方法の現状 (20) ⑪保健指導や出現率の報告等に用いる数億指標による判定方

(137) 法 .基準を述べている

2)適切 な肥満 (a)迷っている.あるいは問題点を述べている.- --.- (14)

⑩判定方法を迷っている (8)

(傾向)判定 ⑬判定方法にローレル指数を使用することの問題点を述べて

の指標に関連 いる (6)

した内容 (傾向)の指標 (b) 情報が欲しい-- ----- ---- -----..--- (10)

(51) となる判定方法や基準について(31) ⑭よい判定方法や基準を知りたい (7)
⑮他の地域や他校の判定状況を知りたい (3)

(C)判定に対する意見 .要望.----------.---(7)

⑯肥満 (傾向)の指標となる判定方法や基準の統一が課題で

ある

その他[3](25) 1)肥満の保健指導 (14) ⑰肥満の保健指導の問題点について

( )内の数値は,該当件数を表す.

(むの内4件は,⑯と重複する内容であった.
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の判定方法について現状を述べていた.

2)適切な肥満 (傾向)の指標となる判定方

法や基準について

(a)⑩ ｢判定をローレル指数か肥満度にす

るかで毎年迷う｣

(b)⑭ ｢よい判定方法や基準を知りたい｣,

⑮ ｢他の地域や他校の肥満 (傾向)判定

の状況を知りたい｣

(C) ｢判定方法 ･基準がいろいろあると比

較できない｣
[3][その他]は,｢肥満について理解が得ら
れない,肥満指導を受け入れない｣等,肥満

の保健指導に関するものが多かった,

考 察

日 肥満傾向の判定方法及び判定基準】につ
いて

定期健康診断の肥満傾向判定方法は,都道府

県教育委員会では ｢指示をしていない｣を除け

ばほとんどが ｢校医による｣である事,｢ロー
レル指数｣,｢肥満度｣の使用もあったが,1例
以外は ｢校医による｣との併用である事が明ら

かとなった.学校保健法施行規則 (以下 `̀施行

規則")には,｢肥満傾向については校医が視診
や触診により検査 し,総合的に判定するが,

ローレル指数や肥満度をその判定の参考として

よいこと｣18･26)とされている.指導の立場の教育

委員会では,これに忠実に指示を出したものと

考えられる.

一方,小学校の現場では,｢肥満度｣は42.5%,

｢ローレル指数｣は27.2%の学校で使われてお

り,数億指標による判定も多く活用されている

事,肥満度はローレル指数より約1.6倍多く用

いられている事が明らかになった.本邦では,

学童にはローレル指数が汎用されていた12･20･27)

が,医療では小児肥満の判定には肥満度が用い

られており2,28),それと共に学校現場でも肥満

度が多く使われる棟になったのであろう.教育

委員会,小学校いずれにおいても,BMIがほと

んど使われていなかったのは,小児については

肥満の基準がない2･28.29)事,施行規則にBMIその
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ものの記載がない事によると思われる.

｢校医による｣判定は小学校でも76.9%と多

かったが,その内半数以上は肥満度やローレル

指数も用いており,数億指標を校医判定に併用

している場合が多い事がわかった.使われてい

る判定方法は組み合わせにより11種類にも上っ

たが,校医と数億指標とに分けてみた結果,

｢校医｣のみによる (36%),｢校医に数億指標

併用｣(41%), ｢数億指標｣のみによる (23%)

判定の,3つのタイプにまとめる事ができた.

実践現場でのこの状況は,指示を出す教育委員

会の,｢校医｣のみによる (69%),｢校医に数

倍指標併用｣(19%)とではくい違いがある事

が明らかになった.

現場で数億指標が多く用いられている背景に

は,｢意見｣の中の自由記述にもあった様に,
｢校医によっては肥満について指摘がない｣,

｢校医,年度により判断がまちまちである｣た

め,数億指標で代替している場合の他,｢(地域
内の養護教諭の中で)申し合わせにより数倍指

標を使っている｣場合もあるためと思われる.

実践の場では,校医のみの視診や触診には任せ

られない事を意味しているとも受け取れる.一

方,校医と数値指標併用タイプの中には,｢校
医は養護教諭と協力して数値指標のデータを参

考に肥満傾向を診断している｣という自由記述

にみられる様に,望ましい形で実施している場

合もあると考えられる.しかし,いずれにして

ち,施行規則に,｢ローレル指数や肥満度を参
考にしてよい｣と補足した事で,上で述べた樵

に判定方法は多岐にわたり却って複雑化したも

のと考えられる.

各判定方法による ｢肥満傾向｣の判定基準に

ついて以下述べる.

教育委員会,小学校いずれも ｢ローレル指数

による｣と回答した内の2/3が ｢160以上｣の

基準を用いていたものの,小学校では ｢身長区

分を利用｣した判定基準の使用が10%を越えて

おり,あげられた基準は計9種類にも及んでい

た.ローレル指数は ｢160以上｣が肥満の基準

として慣例的に用いられており1.22･23,30･31),この



514

基準が多いのは当然の事と考えられるが,｢身

体発育と共にローレル指数も変化するため,身

長区分 を利用 したロー レル指数の方が妥

当｣5･20~22)とされている事や,パソコンとそのソ

フトが普及し始めている事もあり,身長区分を

利用した基準を採用している学校もあると考え

られる.しかし,ローレル指数には肥満の明確

な基準はない15･23)のが現状である.

｢肥満度による｣を選んだ教育委員会,小学

校いずれも約半数が ｢20%以上｣を基準として

いたが,小学校の現場では ｢30%以上｣,｢40%

以上｣,｢50%以上｣も相当数あげられ,計9種

類 に及ぶ基準を採用 している事がわかっ

た.20%以上が学童肥満の基準20-29･32)といわれ

ているが,古くは ｢+20%以上を肥満,+40%

以上を高度肥満｣23),さらに最近では ｢20-300/0

が軽度,30-50%が中等度,50%以上が高度肥

満｣2･6.15･17･29,33･34)と分けられており,今回のよう

に様々な数倍基準があげられた一因と思われる.

肥満度の算出に用いる標準体重は,半数以上が

｢性別 ･年齢別 ･身長別｣体重を使っていたも

のの,約10%は ｢性別 ･身長別｣体重を利用し

ていた他,｢学校保健統計データ管理システム｣,
｢日比式｣,｢村田式｣等,パソコンを利用した
方法で算出している.この中で,｢日比式｣と

は ｢性別 ･身長別｣23),｢村田式｣とは ｢性別 ･
年齢別 ･身長別｣標準体重5･34)を使った肥満度

を指しており,最近では後者がよく利用されて

いる29).前述した結果もこれと矛盾しない.学

校保健統計調査報告書19)の "肥満傾向児"には,

性別 ･年齢別 ･身長別 平̀均体重の120%以上'

の出現率が記載されている.一方,健康日本21

では,｢2010年までに児童 ･生徒の肥満児を現

状の10.7%から70/o以下に｣35)を目標としてい

るが,この中の "肥潤児"は ｢日比式による標

準体重の20%以上｣を指している.また,｢月巴

滴 ･肥満症の指導マニュアル第2版｣6)における

肥満度算出には学童男女共通の身長別標準体重

が用いられており,三者とも少しずつ異なって

いる.肥満度による方法は,基準値の問題に加

え,どの算出方法を用いるかという点で,さら
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に複雑となっている様である.

パソコン･ソフトとして多 く使われていた

『えがお』36)は,個々の体重,身長等の数億を

入れれば,ローレル指数,BMI,肥満度 (日比

式,村田式等)全てが出てくるようになってお

り,一見便利であるが,いずれが重要というコ

メントや基準値は示されていない.

施行規則に ｢ローレル指数,肥満度を参考に

すること｣と書かれていても,その基準につい

ては触れていない事も今回の結果で示された様

に種々の基準が用いられた要因の一つと考えら

れる.

各小学校で選択していた ｢肥満傾向の判定方

法及び判定基準｣の採用根拠は,｢都道府県教
育委員会｣の指示は20%程度であり,｢地区 ･

支部 ･ブロック単位 (養護教諭部会)での申し

合わせ｣等の他にも,｢その他｣が約25%ある

等,根拠も様々である事がわかった.肥満傾向

の判定方法の根拠が,都道府県教育委員会の指

示に限られたものではない事が,学校現場と教

育委員会での判定方法に違いが見られた事に関

連していると思われる.また,｢その他｣の記

述の中では,｢校医に任せている｣が多く,特

に何を根拠にするでもなく,漫然と校医に任せ

ている場合もある事が明らかになった.

[Ⅱ 肥満傾向の出現率]について

教育委員会回答による管轄地域内での小学校

の ｢肥満傾向｣出現率は0.6-ll.2%,現場の

小学校では0-26.2%の幅があり,いずれにも

回答に大きなばらつきがみられた.これは,舵

満出現の地域差,学校差の他にも,以下で述べ

る棟に,種々の判定方法 ･基準が採用されてい

る事が一因と考えられた.

同一判定方法でも基準が異なると,判定方法

別の肥満度出現率を厳密に出す事には無理があ

るが,大まかな目安としてみた結果,当然の事

ではあるが,判定方法により出現率に違いが生

じている事が確認できた.

小学生肥満傾向出現率は,教育委員会,小学

校,各々3.6%,6.1%であり,いずれも ｢学校

保健統計調査｣による平成14年度の全国の肥満
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傾向2.6%19)よりも高い.これは,自由記述 ｢指

定統計に当たった時や県教委に報告する時は校

医による判定結果を記載するが,肥満指導には

数億指標を使う｣にもあった棟に,今回の回答

には,校医判定よりも高い率となる数億指標に

基づく出現率を記載している場合が多く混在し

ているためと推測される.これは,小学校回答

による出現率が教育委員会に比較して高い事に

も関連している,と考えられる.

判定方法別出現率の中では,｢校医による｣
場合の出現率が,上で述べたと同じ理由で数値

指標によるものが混在している可能性がある.

一方,｢ローレル指数｣あるいは ｢肥満度によ
る｣を選択した場合は,当該の各方法による出

現率をほぼ反映していると考えられる.男女で

2%前後の違いはあるが,全体的にみると,敬

育委員会,学校現場共に,ローレル指数を選ん

だ場合は約6%,肥満度は約8%であった.描

標によるこの違いは,｢肥満度20%の方がロー

レル指数160以上よりも肥満の率は高く出る｣
という今までの他のデータ37-39)と矛盾しない.

ローレル指数について判定基準別に肥満傾向

出現率をみると,一律｢160以上｣の場合の6.7%

は,身長区分を用いた場合に比較し1.7倍の高

率である.同株に,肥満度についても20%以上

を用いた場合の10.0%は,30%以上を適用した

場合の1.8倍となっており,大きな差があった.

今回の結果を待つまでもなく当然の事ではある

が,基準の違いは,判定方法により違いがある

事と同様に,出現率に大きな影響を与えている

事がわかった.

Ⅲ 自由記述[肥満傾向に関する意見]について
自由記述では,肥満傾向の判定に関するもの

が小学校では162件の内85.1%と高率であり,

判定方法について関心が深い事をうかがわせる.

[校医による判定 ･診断に関連した内容]の

中では,"肥満傾向診断の状況とそれに対する

批評 ･対策 ･意見等"に関する内容は全件数の

中でも42.0%と多かった.これは,校医による

肥満傾向の診断のあり方について改善の余地が

ある事を示唆していると思われる.一方,｢校
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医は養護教諭と協力し各児童のローレル指数や

肥満度のデータを参考に判定している｣等,"舵
満判定を工夫している"というものもみられた.

これは,施行規則の意図に沿った最も望ましい

形であると考えられるが,未だ少数である.今

級,医療と教育行政の共通理解の元に,現場で

の校医と養護教諭が連携し肥満判定を実施して

いく事が不可欠であると思われる.

[肥満 (傾向)判定の指標に関連した内容]

は大きく2種類にわけられた.一つは,｢(肥満
傾向の)統計はローレル指数で出している.個

別指導は肥満度を活用している｣等,使用して

いる肥満の指標について現状を述べたものであ

るが,効率も悪く矛盾がある事がわかる.もう

一つは,｢適切な判定方法や基準について情報
がほしい｣｢ローレル指数か,肥満度かで毎年
迷う.とても興味深い調査です｣等,肥満の指

標に何を使ったらよいか困っている状況を表し

ているものであった.いずれにしても,現場で

は適切な肥満の指標が明示される事を望んでい

るものと思われる.

以上の問題は,小学校の記述 ｢養護教諭部会

ではいつも話題に出る.校医の判定はまちまち

だし,ローレル指数,BMI,肥満度のいずれを

使うかも決められず,毎年各学枚の判断になっ

てしまう｣や,教育委員会の意見 ｢早急に肥満

傾向を把握するための全国的統一指針を望む｣

に集約される,と考えられる.

自由記述をまとめると,肥満傾向判定につい

て,1.健康診断における校医の判定に関する

事,2.適切な肥満の指標に関する事,の二つ,

加えて,肥満の保健指導に関する事の三点が,

現在の学校保健における肥満に関する問題点と

して浮かび上がった.三つ目の保健指導につい

ては,本論文の主旨ではないのでこれ以上言及

しないが,今後検討すべき課題であろう.

[Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ]を通じて

今回の結果により,学校での健康診断におけ

る ｢肥満傾向｣の判定方法は,種々様々である

事が明らかとなった.また,校医による診断 ･

判定も個々により異なる等の問題もある事がわ



516

かった.解決案の一つとして,例えば近視の健

康診断が視力測定結果を用いている様に,肥満

傾向も,身長 ･体重から算出される肥満指標の

評価を用いて判定する事が考えられる.役医や

担当者による判断の違いもなくなり,かつ,健

康診断のスクリーニングの意味から考えても妥

当ではないだろうか.ただ,体格指数のみの肥

満判定は誤った判定がある事も知られており,

その際は医師による視診や触診または皮脂厚の

測定が参考となる7)ため,校医の関与は不可欠

と考えられる.しかし,これ以上判定方法が複

雑にならない様な工夫が必要であり,今後の検

討課題といえよう.

肥満指標の評価を用いて判定する場合,どの

指標を用いるかは,根本的な解決に向けてのも

う一つの大きな課題である事は今回の結果から

も明らかである.2002年に出された/)､児適正体

格検討委員会提言による小児肥満症の判定基

準2)では,｢18歳未満の小児で肥満度が20%以上,

かつ有意に体脂肪率が増加した状態｣とされて

いる.この事より,小児肥満のスクリーニング

としては,肥満度20%以上が肥満 (傾向)とし

て当分の間は採用されるのではないかと推定さ

れる.しかし,乳幼児 (カウプ指数)や成人に

はBMIが使われている-10)事,欧米では小児にも

基準値が設けられ4日 2),国際的標準指標として

小児月巴満の判定にもBMIが用いられている2･28･29)

事から,本邦でも基準値が設定されれば,将来

的には/)､児にもBMIが適用されると推測される.

結 論

全国の,47都道府県教育委員会と470小学校

を対象とし,小学校の定期健康診断における

｢肥満傾向｣判定についてアンケー ト調査を

行った.42教育委員会 (89.4%)及び346小学

秩 (73.6%)から回答があり,以下の結果が得

られた.

1.肥満傾向の判定方法については,教育委員

会では,｢校医による｣指示が88.1%であっ

た.｢ローレル指数による｣(14.3%),｢肥満

度による｣(9.5%)もあったが,そのほとん
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どが ｢校医による｣との重複回答であった.

｢BMⅠによる｣の回答はなかった.
2.小学校の回答では,｢校医による｣判定は
76.9%,｢ローレル指数による｣が27.2%,

｢肥満度による｣が42.5%であった.｢BMI
による｣(1.2%)は少なかった.

3.上記回答を ｢校医｣と ｢数億指標 (肥満度
やローレル指数等)｣とに分けてみると,小

学校では,｢校医｣のみによる (36%),｢校

医に数値指標併用｣(41%),｢数億指標｣の

みによる (23%),の3つのタイプに大別で

きた.これは,教育委員会の,｢校医｣のみ
による(69%),｢校医に数億指標併用｣(19%)

との間に差がみられた.

4.ローレル指数を用いている学校の判定基準

は,｢160以上｣(63.8%)が多かったが,｢身

長区分を利用した基準｣(12.8%)もあり,

計9種類の基準が使用されていた.

5.肥満度を用いている学校の判定基準は,

｢20%以上｣(52.4%)の他に ｢30%以上｣

も22.4%あり,計9種類に及んでいた.肥満

度算出に用いる標準体重は,多くが ｢性別 ･

年齢別 ･身長別｣であったが,｢性別 ･身長
別｣によるものもみられた.

6.自由記述では,肥満傾向の判定に関して,

｢健康診断における校医による判定 ･診断の

問題｣,｢適切な肥満の指標とその基準につい
ての問題｣の2点がクローズアップされた.

健康診断結果を肥満予防 ･指導に有効に用い

るためにも,判定 ･基準は統一されるべき課題

と考えられる.

本論文の一部は第50回日本学校保健学会

(2003年)において発表した.
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資料 アンケート調査回答用紙

都 ･道 ･府 ･県

小学校 (差し支えなければご記入ください)
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"別添資料の表.定期健康診断 ｢栄養状態｣(児童生徒健康診断票④に該当)の中の ｢肥満傾向｣"につ
いてお尋ねします.

Ⅰ.貴小学校では,定期健康診断の ｢栄養状態｣の中の ｢肥満傾向｣について,どのような判定方法及び
判定基準で出されていますか.あるいはどのような方法で実施されていますか.以下該当するものの番

号を○で囲み,( )内にご記入ください.(複数回答可)
1 校医による-学校医から肥満傾向と判定された者

2 ローレル指数による⇒2に○をつけた場合,以下の該当するものを○で囲んでください.
(1) ローレル指数 (一律 )以上
(2)下の表のような身長区分を利用している

身 長 (cm) 110-129 130-149 150-

3 BMIによる-I( )以上
4 肥満度 (身長別標準体重比による)- (十 %)以上
U
4に○をつけた場合,以下の算出方法の中で該当するものを○で囲んでください.
(1) ｢性別 ･身長別体重による肥満度早見表｣
(2) ｢性別 ･年齢別 ･身長別標準体重表｣
(3) その他 (

※上記の2-4に○をつけられた方で,パソコンソフトを用いている場合は,ソフト名もご記入ください.
( )

Ⅰ (補).上記 ｢肥満傾向｣における判定方法及び判定基準は,何をもとにされていますか.該当するも
のを○で囲んでください.

1 都 ･道 ･府 ･県教育委員会
2 市 ･町 ･村教育委員会
3 郡 ･市等の医師会 ･学校保健会
4 地区･支部 ･ブロック単位 (養護教諭部会)での申し合わせ
5 学校独自 (養護教諭)の判断
6 その他 (具体的にご記入ください.)(

Ⅱ.貴小学校の "平成14年度 ｢肥満傾向｣の出現率"について枠内にご記入ください.
小 学 校 1年 2年 3年 4年 5年 6年

全体 % 男 % % % % % % %

班.意見等ありましたらお書きください.

Ⅳ.結果の送付を希望されますか.いずれかを○で囲んでください.
1 は い (※はいの場合は,上記の学校名を明記してください.)
2 いいえ
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救急蘇生といのちについての意識

一小学校6年生の調査から-

木 村 千代子*1,水 木 暢 子*1,山 口 かおる*2

*l秋田桂城短期大学看護学科

*2秋田桂城短期大学人間福祉学科

RecognitionofthelmportanceofEmergencyResuscitationandLife:

FromthelnvestigationintoaGroupofElementarySchoolSixthGraders

ChiyokoKimura*lNobuliOMizuki*1KaoruYamaguchi*2

*'NursingSubject,AkitaKeljyoJu'u'OrCollege,

*ZHumaJ…elfareSubject,AkitaKeljyoJuniorCollege

Theinvestigationintotherecognitionoftheimportanceoflifewascarriedoutonagroup

ofelementaryschoolsixthgraderswhohadtakenlessonsonemergencyresuscitation,the

purposeoftheinvestigationwastoseekthefeasibilityofearlyeducationandfindoutthe

importanceoftheeducation.AilotedtimeonlessonsofspeciBcaspectsoftheemergencyre-

suscitationisvariedamongelementaryschools,andthedifferenceswerefoundintheitems

intheprocess.Itseemsthattheyhesitatetoperformemergencyresuscitationforfearthat

"failuremightbelifelhreatening".Itisconsideredthattheeducationonemergencyresus-

citationwillbelearnedbyprimarySChoolchildrenwhentheyareprovidedenough motiva-

tionandpropertraininginstepaccordingtotheirknowledgeandphysicalstrength.

Mostofthepupilsalsorepliedthatalifeisimportantbecauseofitsfiniteness.Notonly

acquiringknowledgeandtechnique,butalsoformationoftheethicalperspectiveisoneof

themajorPurposesinthecourseofeducationonemergencyresuscitation.

Theyhaveacquiredtheconceptoflifethroughthegrowthofplantsoranimalstheykept,

orthrough thedeathoftheirrelativesorneighbors.Accordingly,thelearningenvironment

wasofferednotonlyinschoolsituationbutalsoinfamilyrelationship.Learningthroughex-

perienceathomeorincommunityareasimportantasschooleducation,bywhichwecan

teachourpupilshowpreciousourlivesare,andhowwecansaveourlives.

Keywords:emergencyresuscitation,importanceoflife,ethicalperspective,

schoollessons,home.

救急蘇生法,いのちの大切さ,倫理観,学校教育,家庭.

王.緒 言
スタンダー)による適切な応急手当が大きな救

命効果につながるといわれており,一次救命処

わが国において,救急車の平均現場到着まで 置の重要性が指摘されている.

の所要時間は全国平均6.1分である.救命率を 現在,救急蘇生の普及活動は,学校教育,自

向上させるために,現場に居合わせた人 (バイ 動車学校,地域等社会的に取り組まれているが,
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全国的に講習の受講率は低く,また受講した人

がその後心肺蘇生を行うことについてためらい

があること1)が報告されている.これは我々の

調査2)3)においても同様の結果が得られている.

土屋らは,ごく短時間の講習会でも知識や技

術の習得は可能であるが,それぞれの人格がか

かわるような道徳意識の改革は難しい4)と心肺

蘇生講習の限界について述べている.我々はこ

れまでの調査から,小学校からの一貫した教育

の中で心肺蘇生法とともに,生命倫理に基づく

いのちの大切さを継続的に教授する必要性を感

じた.

学校教育においては,中学校の学習指導要

領5)の保健体育の中で 〔保健分野〕2内容(3)イ

｢応急手当を適切に行うこと｣が示されてお

り,3内容の取り扱いとして ｢包帯法,止血法,

人工呼吸法など｣が含まれている.また高等学

校の学習指導要領6)においても保健体育の中に

第2保健,2内容(1)オに ｢応急手当｣の項目が

あり,｢心肺蘇生法などの応急手当を行うこと｣
と記されている.しかし小学校の指導要領7)に

は,体育の中でG｢けがの防止｣については記

されているが,｢人工呼吸法｣や｢心肺蘇生法｣
については記されていないため,救急蘇生の講

習を受講している小学生は少ないのではないか

と思われる.

そこで,我々は救急蘇生の実施は,いのちの

大切さを考えるとき動機づけになるのではない

かと考え,救急蘇生の講習を受講した小学6年

生の意識調査を行い,救急蘇生についての早期

教育の可能性と教育の意義について検討したの

で報告する.

Ⅱ.研究方法

l,対象及び調査方法

1)A小学校

平成14年8月9日,A県立｢青少年自然の家｣

で親子レクリエーションの一つとして救急蘇生

の講義と実技の講習を受けた,0市立AノJ､学校

6年生の児童43名に自記式質問紙を作成し,救

急蘇生の講習会終了後,アンケート調査を行っ
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た.事前に引率教員の了承を得,研究目的,ア

ンケートの記入方法を説明し,保護者,児童の

同意が得られたものに無記名で記入してもらい

その場で回収した.回収率は100%であった.

2)B小学校

平成13年7月,小学校5年生のとき親子レク

リエーションの一つとして小学校で救急蘇生の

講義と実技の講習を受けたことがある0市立B

小学校6年生の児童32名を対象に,A小学校と

同様のアンケート用紙を郵送にて配布し,記入

後返送してもらった.事前にB小学校長,養護

教諭,学級担任に研究目的を説明し了番を得,

学級担任の指導のもとに同意が得られた児童に

無記名で記入してもらった.尚,調査期間は平

成14年11月8日～平成14年11月15日までとした.

回収率は100%であった.

2.主な調査内容

1)対象の属性

年齢,学年,性別,家族構成

2)救急蘇生講習について

これまでの受講の有無,受講場所,｢救急蘇
生法のしかたを知っているか｣またその｢内容｣,

今後の受講意思,訓練開始時期.

ただし救急蘇生の具体的 ｢内容｣については,

主に心肺蘇生法の手順を参考にした.｢意識が

あるか確かめる｣｢救急車を呼ぶ｣｢気道確保を
する｣｢人工呼吸を行う｣｢心臓マッサージを行
う｣｢その他｣とし複数回答とした.また訓練
開始時期についても ｢幼稚園または保育園｣か

ら ｢大学｣までの校 (園)種別,および ｢その

他｣とした.また レト学校｣と回答があった場

令,学年を記入してもらった.

3)救急救命時における選択といのちについて

｢友達が溺れたとき,進んで救助活動ができ

るか｣また ｢できない｣｢わからない｣と答え

た場合は,その理由を自由記載してもらった.

4)いのちについての学習背景

(∋ 動植物の飼育や栽培の経験とその種類 (名

前),｢動物の死に出会ったことがあるか｣｢人
間の死に出会ったことがあるか｣,および｢そ

の時の気持ち｣とした.
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動植物の名前は自由記載とした.｢その時

の気持ち｣については,｢悲しくなった｣｢か
わいそうになった｣｢怖いと思った｣｢死につ
いて考えた｣｢時期がくれば死ぬと思った｣｢そ
の他｣とし,その中から複数回答とした.

(む ｢いのちは大切だと思うか｣およびその理

由,｢自分のいのちについて考えことはある
か｣｢いのちの大切さについて授業で問いた
り話し合ったりするか｣またその ｢授業科目

名｣を回答してもらった.

｢いのちの大切さ｣についての理由は,自

由記載とした.また授業科目名については,

｢算数｣｢音楽｣｢図画工作｣｢家庭｣以外,
および ｢その他｣から選択し複数回答とした.

5)いのちについての学習環境

｢テレビドラマ等で死の場面を見るほうか｣

｢事件 ･事故等のニュースに関心があるか｣｢家
族や友人を大切に思っているか｣｢まわりの人

の手助けをしたいと思うか｣｢家庭で生や死を
話題にする時があるか｣また ｢どのような時｣

かについて質問した.これらの設問は,｢はい｣
｢いいえ｣｢わからない｣の選択とし,家庭で
｢どのような時｣話題にするかは,自由記載と

した.

3.分析方法

末記入や明らかな誤記入は除外し,各設問ご

とに集計した.統計処理はSPSSforWindows

ll.OJを用い,性別や家族構成等の属性による

回答の有意差についてはpearsonのx2検定を行

い,有意水準5%未満を有意差ありとした.

また ｢いのちの大切さ｣についての回答内容

に関しては,長野における｢生命誕生の神秘性｣
｢生命の連続性｣｢その人間の独自性｣｢一回性｣
の4つの観点8)に沿って整理し内容を分析した.

｢生命誕生の神秘性｣とは,受精により ｢選

びに選ばれてきた命｣であり,｢授かった命｣
であるということ.｢生命の連続性｣とは,｢自
分という存在が,実は多くの中から受け継いで

きている今｣であり,｢今度は子供たちに伝わっ
ていく連続性でもある｣という ｢生命の流れ｣

である.｢その人問の独自性｣とは,｢人は皆違
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うし,違って当たり前｣であり,｢かけがえの
ないあなた｣であるという認識.｢一回性｣と

は,｢その人自身は有限｣であり ｢長い人生の
中の,一区間を生きて死ぬ｣という意味である.

Ⅲ,結果及び考察

し 対象の属性

対象は,A小学校 6年生43名,B小学校 6年

生32名,合計75名である.性別は,男子児童37

名,女子児童38名である.平均年齢は,ll.56

歳である (表1).

家族構成は,単家族 (父または母のどちらか

一方に子どもが加わった家族),核家族 (夫婦

と子どもだけの二世代家族),三世代同居家族

(夫婦または父 ･母のどちらか,子どもに祖父

母の一方または両方,伯父,曾祖母などとの同

居を含む)の3つに分類し,割合を示した.≡

世代同居家族が39名 (52.7%)と最も多く,核

家族は31名 (41.9%)であ り,単家族は4名

(5.4%)であった (表1).

2.救急蘇生講習と早期教育の可能性について

A･B小学校の過去に救急蘇生の講習を受け

たことがある児童は,39名 (52.0%)であり,

受けたことがない児童は36名 (48.0%)であっ

た.A小学校の児童は,今回親子レクリエー
ションに参加し,初めて受講した児童が多く,

過去に受講したことがあると答えた児童は10名

(23.3%)であった.B小学校の児童は,5年

生の時受講しており,29名 (90.6%)が受講し

表1 対象の属性

項 EI 内 訳 人 数 (%)

小学校N-75 A 小 43(57.3)
B 小 32(42.7)

性別N-75 男 子 37(49.3)
女 子 38(50.7)

家族構成N-74 単家族 4(5,4)核家族 31(41.9)
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たことがあると答えていた.A･B小学校の児

童たちの救急蘇生受講場所として,小学校が最

も多く,他にボーイスカウトなどであった.

救急蘇生法のしかたについて知っていると答

えたのは56名 (78.9%)であり,知らないと答

えたのが15名 (21.1%)であった.A′ト学校の

児童は,受講直後であったため32名 (78.0%)

が知っていると答えていた.これに対してB小

学校の児童は,5年生の時すでに90.6%が救急

蘇生の講習を受けているが,救急蘇生法のしか

たについて知っていると回答した児童は,24名

(80,00/a)であった.

救急蘇生の具体的な内容としては表2に示す

通りであり,｢人工呼吸｣が54名 (96.4%)と
最も多く,いずれの小学校の児童においても強

く印象に残る項目となっていた.他の項目にお

いても80%以上が知っていると回答していた.

中には ｢循環サイン｣などと正確に答えている

児童もいた.A小学校の児童は,今回受講直後

であったため,大部分の項目が90%前後であっ

たが,｢心臓マッサージ｣が75%と幾分低かっ

た.B小学校においては,｢意識の確認｣と｢人
工呼吸｣は100%であったが,｢救急車をよぶ｣
は70.8%と低く,項目によって差がみられた.

B小学校の児童は,5年生の時受講しており本

調査期間より1年以上経過しているため行った

ことを忘れてしまったか,または印象に残って

いなかったためと思われる.円山は,心肺蘇生

法受講後,2週間で手技などを忘れはじめ,1

-2年経つとほとんど忘れている9)と述べてお

表2 救急蘇生法の内容

人数 (%)

項 目 全 体 A 小 B 小
N-56 N-32 N=24

意 識 の 確 認 52(92.9)28(87.5) 24(100.0)

救急車を呼ぶ 45(80.4)28(87.5) 17(70.8)

気 道 確 保 50(89.3)29(90.6) 21(87.5)

人 工 呼 吸 54(96.4)30(93.8) 24(100.0)
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り,時期がすぎれば忘れてしまうことは容易に

推測できる.

今回の調査において,小学校間で救急蘇生の

受講時期が違うため,時間的経過により児童の

具体的内容の項目に差がみられた.

今後の受講意思については,｢はい｣が22名
(30.1%),｢いいえ｣が15名 (20.5%)であり,
｢わからない｣が36名 (49.3%)で最も多かっ

た.また救急蘇生の訓練開始時期については,

表3に示す通りであり,小学校3･4年生と答

えていた児童が33名 (44.0%)と最も多く,小

学校3年～6年までが49名 (65.3%)であった.

田中らは,心肺蘇生法の知識と技術について小

学3年生から中学3年生を対象として授業を

行った結果,小学校 3年以上の児童や生徒につ

いては教育が可能である10)と報告している.さ

らに河村も,地域住民の心肺蘇生法の講習に親

子連れで参加していた小学校 2,3年生にも呼

びかけたら,一緒にまねをして行っていた11)こ

とを報告しており,これは指導者の働きかけで

習得が可能であることを示唆している.我〟も

応急手当普及員として/j､学生に対す る救急蘇生

の教育に関わる機会があるが,実際に実技講習

をしてみると,小学5年生から6年生では,大

部分の児童が関心をもち正確な手技で実行しよ

うとする場面に出会っており,小学校高学年に

おいて救急蘇生法は可能であると考えている.

知識と技術の習得について森は,子どもが

表3 訓練開始時期は,いつごろが良いか
N=75

時 期 人 数 (%)

幼稚 固 .保育 園 o(0.0)

小学校 1 .2年 5(6.7)

小学校 3 .4年 33(44.0)

小学校 5 .6年 16(21.3)

中 学 校 12(16.0)

高 等 学 校 2(2.7)

わ か ら な い 7(9.3)
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｢習得した｣という状態とは ｢わかる｣ことと

｢できる｣ことの一体化であり ｢からだでわか

る｣状態であるユ2)と述べている.｢からだでわ

かる｣状態まで訓練することによって,時期が

すぎれば忘れてしまう危険性を軽減できると思

われる.また救急蘇生が必要な場面に遭遇する

ことは,日常生活において稀である.救急蘇生

の教育は,動機づけを十分行い,児童の知識 ･

体力等を考慮しながら,小中高の学校教育の中

でプログラムとして組み入れ,段階毎に継続し

て行っていかない限り,期待する効果は得られ

ないのではないかと考える.

3.救急救命時における選択といのちについて

｢友達が溺れたとき,進んで救助活動ができ

るか｣につ いて は,｢わか らない｣が37名
(52.9%)と最も多く,｢はい｣が26名(37.1%),
｢いいえ｣が7名 (10.0%)であった.性別で

は,男子は ｢わからない｣が24名 (70.6%)と

最も多く,｢はい｣が7名 (20.6%),｢いいえ｣
が3名 (8.8%)であった.女子は ｢はい｣が19

名 (52.8%)と最も多く,｢わからない｣が13
秦 (36.1%),｢いいえ｣が4名 (ll.1%)であっ
た.女子児童のほうが救急救命時に男子児童よ

り積極的であることがうかがえた (p<.05).

津村らが高校生に対して ｢意識がなく呼吸も止

まっている状態の人をみたら,あなたは心肺蘇

生法を行いますか｣という質問を行ったところ,

男子は女子より救急時の心肺蘇生法への取り組

み意欲が高い13)という結果が報告されている.

しかし,本研究においでは,女子児童が男子児

童より救急時の取り組み意欲が高かった.小学

校 6年生は,ll-12歳であり,発育過程におい

て第二次性徴の発現時期である.この時期では

一般に女子の発育がめざましく,精神的にも男

子より成長が早いことに起因していることが考

えられる.

また ｢友達が溺れたとき,進んで救助活動が

できるか｣に対して ｢いいえ｣｢わからない｣
の理由として ｢人のいのちがかかっているので

失敗したら観る｣と ｢いのちに関連したもの｣

が最も多かった.他に ｢その時にならないとわ
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からない｣｢パニック｣｢不安｣など ｢心情に関
連したもの｣が多かった.また ｢泳ぎに関連し

たもの｣では,｢方法がわからない｣｢泳げない
のでわからない｣などがあげられた(表4).｢一

つしかないいのち｣に対して ｢助けたい｣とい

う気持ちは持っているが ｢人のいのちがかかっ

ているから失敗したら困る｣｢方法がわからな
い｣｢泳ぎに自信がない｣という理由から,｢い
のちの大切さ｣を認識しているゆえの結果を裏

づけるものであると考えられる.これは前述の

津村らの調査においても ｢行いたいという気持

表4 ｢友達が溺れているとき,進んで救助できる

か｣について

｢いいえ｣｢わからない｣理由 (自由回答)

項 目 内 容 人数

泳ぎに関連したものN-13 ･方法がわからない 4

･泳げないのでわからない 3

･泳ぎに自信がない 2

･自分も溺れてしまう 2

･泳げないし,自分も溺れてし 11

まう

･泳げないし,とっさに忘れて

しまうかもしれない

いのちに関連したものN-18 ･人のいのちがかかつているの 171

で失敗したら因る

･蘇生の方法はわかるが,いざ

となるとその人のいのちに関

わることだから,できるかは

わからない

心情に関連したものN=18 ･その時にならないとわからな 433

い

･どうすればよいのかわからな

くなる､パニックになる

･不安だから

･自信がない 3

･怖い 1

･溺れた経験がない 1

･いやだから 1

･女子か男子かによる 1

･実際に何をしてよいのか混乱 1
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ちはあるが自信がないので行わない (46.3

%)｣13)と答えた学生が多かったということが報

告されており,我々が看護学生 ･介護学生に対

して行った調査においても同様の結果であっ

た3).これは,年齢や性別に関係無く人間とし

て ｢人のいのちがかかっている｣という責任の

重さを認識しているゆえの結果であると考える.

救急蘇生は,｢いのちを助けたい｣という思
いだけではなく,正確な知識と確実な技術が要

求される.1回の講習だけでは習得は難しい.

そして実際に必要とされる状況が緊急を要する

場面であるため,蒔緒するであろうことは推察

できる.

救急蘇生の意義について津村らは,救急法の

指導は,安全に対する意識の向上とともに生徒

が生命の尊さ,命の重さを考えるよい機会にも

なり,他人をおもいやる心や生きる力の教育に

もつながるものである13)と述べている.心肺蘇

生法の普及活動は,｢他人の命を守ることが自
分の命も守られることになる｣という ｢お互い

の命を守る｣という社会原理に基づいている11).

救急蘇生教育の意義は,日常生活において実際

に必要とされる状況に遭遇することは少ないた

め,単に知識や技術だけを教える教育ではなく,

いのちの大切さを考える教育であり,倫理観の

形成としての意義は大きい.

4.いのちについての学習背景
これまでに動物 ･植物を飼育や栽培したこと

の有無については,｢はい｣が63名 (86.3%),
｢いいえ｣が10名 (13.7%)であり,ほとんど

の児童が飼育や栽培をしていた.｢動物｣の飼

育については,犬が24名と最も多く,ハムス

ター,金魚,ねこなどがあげられた.｢植物｣

の栽培については,あさがおが多く,他に稲,

ミニトマトなどがあげられた.これらは,特に

あさがおなどの植物は理科の授業で学習したも

のであること,また日常生活において身近なも

の,また動物は人間との親和性が強く,児童が

簡単に飼育できやすいものがあげられている.

死については,動物の死に出会ったことがあ

ると答えた児童は,50名 (72.5%),｢いいえ｣
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が19名 (27.5%)であった.その時の気持ちと

して｢かわいそう｣(70.0%)｢悲しい｣(62.0%)

の順に多かった.その他として ｢いっぱい遊ん

でやればよかった｣｢どんなふうに死んだか考
えた｣と回答した児童もいた.

人間の死に出会ったことがあると答えた児童

は39名 (59.1%),｢いいえ｣が27名 (40.9%)
であった.またその時の気持ちとして｢悲しい｣

(61.5%)が最も多かった.その他として｢びっ

くりした｣｢もう一皮会いたい｣と答えた児童
もいた.動物の死,人間の死の経験がある児童

は,半数以上であり,動物の死では ｢かわいそ

う｣,人間の死では ｢悲しい｣がその時の気持

ちとして多かった.また ｢いのちは大切だと思

いますか｣については,｢はい｣が71名(97.3%),
｢いいえ｣が2名 (2.7%)であった.

いのちが大切だと思う理由として,表5に示

す通り､｢いのちは一つしかない｣｢死んだら何
もできない｣などの ｢一回性｣の観点からの理

由が多かった.また ｢母にもらったいのちだか

ら｣など ｢神秘性｣や ｢連続性｣｢独自性｣の
観点からの理由もあげられた.

宮本は,｢生と死｣に関する意識調査から,
生物の生命は有限であるという考えは,幼～小

1ではまだ不確かであり,小2以降において確

立してい(14)と述べている.児童は,いのちは

一つであり,有限であるということ,かけがえ

のないものであるということを学んでいること

がうかがえた.また ｢いのちは大切か考えたこ

とがない｣と回答した児童も1名みられた.

さらに自分のいのちについては,考えたこと

があると答えた児童は48名(66.7%),｢いいえ｣
が24名 (33.3%)であった.この時期は､身体

的変化だけでなく,精神的変化も著しく,抽象

的･論理的思考をするようになる時期である.

また社会との関連の中で自己の存在意義を求め

ようとする時期であり,自己に対する関心が向

いてくる時期である.今回の結果からも形成過

程であることがうかがえる.

｢いのちの大切さについて授業で閉いたり,

話し合うことがあるか｣では,｢はい｣が62名
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表5 ｢いのちは大切である｣と思う理由(自由回答)

項 目 内 容 人数

神秘性N-5 ･生れてきたのでいきなければいけ 311

ない

･お母さんがお腹を痛めて生んでく

れたから

･母からもらった命だから

連続性 ･育ててもらつたから大切にする 2

N-3 ･いろんなことや人に会えなくなる 1

独自性 ･生きていくことが大切 3

･生きていなければ感じられないこ 21

N-6 とがある

･自分が生きているから

一回性N-36 ･いのちは一つしかない 13

･死んだら何もできない 7

･命がないと生きていけない 7

･一生に一度のいのち 5

･いのちがなくなったら大変 3

･どうせ死ぬのだから生きているこ 1

とを考えたい

その他N-13 ･いのちは大切 .大事 5

･死ぬのはいやだから.怖い 3

･悲しむ 2

･いのちがなくなると悲しい 1

･事件などで関係のない人が死んで 11

いくのは悲しい

･元気でいたいから

(88.6%),｢いいえ｣が8名 (ll.4%)であっ
た.主な授業科目としては,｢体育｣｢道徳｣が
最も多かった.他に ｢理科｣｢社会｣などがあ
げられた (表6).三井らの調査においても,

｢命の大切さ｣について,学習内容が印象に

残った教科として道徳,保健体育,理科の順15)

であげられている.三井らは,子どもたちの価

値観や生命倫理の形成には,学校における学習

経験が影響を与えており,単に学習したかでは

なく,その内容が印象づけられているかどうか

が大切であるユ5)と述べている.小学校学習指導

要領 (平成10年)の ｢体育｣｢道徳｣｢理科｣な
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表6 いのちの大切さについて学ぶ授業

N-62(複数回答)

授 業 科 目 人 数 (%)

体 育 26(41.9)

道 徳 25(40.3)

理 科 9(14.5)

社 会 7(ll.3)

学 級 会 6(9.7)

国 語 1(1.6)

総 合 7(ll.3)

どの学習目標がそれぞれの教科と関連しあい,

児童に正しく伝わっていたことが確認された.

今回の調査では,動物 ･植物の飼育や栽培と

いのちの大切さとにおいて有意差がみられた

(p<.05).児童は,自分が飼育や栽培をした

動植物の成長過程と死,身近な人の死を通して,

また学校教育の中で ｢いのちの大切さ｣につい

て学んでいることがうかがえた.

5.いのちについての学習環境
｢テレビドラマ等で死の場面をよく見るほう

か｣では, ｢はい｣が42名 (60.9%),｢いいえ｣
が27名 (39.1%)であった.また ｢事件 ･事故

等のニュースに関心があるか｣では,｢はい｣
が38名 (55.9%),｢いいえ｣が30名 (44.1%)
であった.

｢家族や友人を大切に思っているか｣では,

｢はい｣が68名 (90.7%),｢わからない｣が7
名 (9.3%),｢いいえ｣は一人もいなかった.
また ｢まわりの人の手助けをしたいと思うか｣

では,｢はい｣が54名 (72.0%),｢わからない｣
が21名 (28.0%),｢いいえ｣は一人もいなかっ
た.いのちの大切さとまわりの人の手助けとの

関連において有意差がみられた (p<.05).

｢家庭で生や死を話題にする時があるか｣で

は,｢いいえ｣が59名(85.5%)と最も多く,｢は
い｣が10名 (14.5%)であった.家庭で生や死

について話題にすることとまわりの人の手助け

したいとの関係において有意差がみられた (p
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<.05).｢どんな時話題にするか｣は,｢ニュー
スやドラマをみた時｣や｢いきものが死んだ時｣
など少数の回答がみられた.

多くの児童は,家族や友人を大切に思い,普

わりの人の手助けをしたいと思っていることが

今回の調査からうかがえた.動植物との触れ合

い,人間の死,テレビドラマやニュース等は,

児童にいのちについて考える機会を与えている

と思われる.

しかし家庭で生や死を話題にすることは少な

く,これは千葉らの調査においても同株の結果

が得られており,家庭で生や死について意識的

に関わる必要があり,親の役割は重要である16)

と指摘している.家庭において親自身が自分の

人生やいのちについて考えようとする姿勢があ

れば,子どもは自分や自分の回りに起きた出来

事やいのちについても真剣に考えることができ

ると考えられる.ともすれば希薄となりがちな

学校,家庭,地域がより連携をもち,一体 と

なって関わっていくことが今後必要ではないか

と考える.

Ⅳ.結 論

救急蘇生の講習を受講したことがある小学校

6年生を対象として,救急蘇生といのちについ

ての意識調査を行った結果,下記の通りの結論

を得ることができた.

1.小学校間で救急蘇生の受講時期が違うため,

時間的経過により児童の具体的内容の項目に

差がみられた.また具体的内容で最も印象に

残っている項目は ｢人工呼吸｣であった.

2.今後の受講意思については,半数近 くが

｢わからない｣と答えており,また救急蘇生

の訓練開始時期については,小学校3･4年

から5･6年が多かった.救急蘇生教育は,

小学生から動機づけを十分に行い,知識 ･体

力等を考慮し段階毎に訓練 していくことに

よって習得できるのではないかと考える.

3.救急救命時における選択では,女子児童の

方が男子児童より積極的であった.蒔躍する

理由として,｢いのちに関連したもの｣が最
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も多かった.救急蘇生教育は,知識や技術だ

けを教える教育ではなく,いのちの大切さを

考える教育であると考える.

4.学校教育においては小学校学習指導要領

(平成10年)の ｢体育｣｢道徳｣｢理科｣など
の学習目標がそれぞれの教科と開通しあい,

児童に正しく伝わっていたことが確認された.

5.多くの児童は,家族や友人を大切に思って

おり,また,まわりの人の手助けをしたいと

思っていることがうかがえた.しかし家庭で

死や生について話題にすると答えたのは､少

数であった.いのちの大切さやどのようにし

ていのちを守るべきかという具体的方法につ

いては,学校教育だけでなく家庭,地域での

体験を通して身についていくものであると考

える.

V.おわりに

本研究は,救急蘇生の講習を受講したことが

ある小学6年生が対象であった.対象人数が少

なく,対象者の小学校が一地域に限定されてい

るため,今後は対象を拡大し検討していく必要

があると思われる.

救急蘇生は,何度も繰 り返して行うことに

よって知識や技術の習得が可能である.しかし

救急蘇生は,日常生活において実際に必要とさ

れる状況に遭遇することは少ないため,単に知

識や技術だけを教える教育ではなく,家庭 ･学

校を含めた倫理的側面の教育と知識 ･技術をい

かに持続させていくかが課題である.
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報 告 電子メールによる学生相談の意義と課題

-ある国立高等専門学校での全校調査による利用希望の検討一

影 山 隆 之*1,塩 田 貴 子*1,小 西 忠 司*2,岩 崎 シ ユ*2

革1大分県立看護科学大学精神看護学研究室

*2国立大分工業高等専門学弓交

SignificanceofEmailSchoolCounselingandChallengesinItsImplementation:

InvestigatingDesireforlmplementationViaSchooトWideSurvey

ofaNationalCollegeofTechnology

TakayukiKageyama*1,TakakoShiota専一,TadashiKonishi*2,shiyulwasaki*2
*lDepartmentofMentalHealthandPsycht'atricNursing,OitaUniversityofNursingandHealthSciences

串20ltaNationalCollegeofTechnology

lnJapan,therehavebeenfewreportedcasesofemailbeingusedasaninstrumentin

schoolcounselingbeyondtheuniversityenvironment.Becauseofthecostsinvolvedines-

tablishinganemailcounselingsystem,tileadvantagesanddisadvantagesofsuchasystem

needtobethoroughlyinvestigatedpriortoimplementation.Inthisstudy,theauthorscon-

ductedaselトadministeredquestionnairesurveyamongstudentsatoneofJapan'snational

collegesoftechnologyregardingtheirinterestinsuchasystem.Oftheschool'S777students,

748(96.3%)participatedintb,esurvey.Manystudentsreportedthattheyhadnotvisited

theschoolnursingofficeorcounselingoffice,evenwhentheyhadwantedtodiscussacon-

cernwithamemberofstaff.AsurprlSlnglylargenumberofstudentsindicatedthatthey

wouldwanttouseanemailcounselingsystemifitwereavailable.''Infact,52% ofstu-

dentssaidtheywouldliketoobtaincounselingthrough"anexchangeofshortmessages,"

Theyseemedtohavehighexpectationsregardingin-takingfunctionsofemailcounseling

systemtomentalhealthservicesystemorguidanceforstudents.Alargerproportionofstu-

dentswhosaidthattheyhadn'tvisitedthenursingorcounselingofficestoobtaincounsel-

ingbecausetheywere"worriedaboutbeingseenbyothers,""didn'thavetime,"or"got

whattheyneededbytalkingtoanotherteacher,"favoredtheimplementationofanemail

counselingsystem.Emailcounselingmightexpandtheopportunitiesforprovidingsupport

tothesestudents.However,studentsalsoexpressedconcernsaboutnetworksecurityand

aboutconfldentialityregardingthetopicsdiscussedduringemailcounseling.Foranemail

counselingsystem tobeimplementedeffectively,theseconcernswouldhavetobead-

dressed,anenvironmentwouldhavetobecreatedwherestudentscouldeasilyaccessemail,

andallteacherswouldhavetofullyunderstandthespecialcharacteristicsofemailcounsel1

1ngaSWellasthedesiresoftheirstudents.
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セキュリティ

1.はじめに

学校では養護教諭 ･スクールカウンセラーな

どが,児童 ･生徒らの精神保健相談の窓口とな

ることが多い.たとえ表面的な主訴が精神保健

以外の相談でも,その背後に精神健康の問題が

あることは多いので,学校における相談活動全

般のあり方を学校保健の課題として考えること

は重要である卜4).ただし実際には,相談室や

保健室に相談に行く際に人目が気になったりし

て,相談しづらい場合もあるだろう.児童 ･生

徒らにとっては,これらを直接訪室する以外に

ち,多様な窓口を通じて教職員に相談できるこ

とが望ましい.

ところで,インターネットによる相談活動の

試みは1995年頃から始まり5),オンラインカウ

ンセリングと総称されている.その重要な長所

は,利用者が相談室まで足を遊ばなくても自宅

のパソコンや携帯電話などからすぐ利用できる

ことである5･6).クライアントからのアクセス方

法としては,カウンセラーの電子メールアドレ

スに電子メールを直接送信する方法の他,

Webサイトの画面から相談内容やクライアン

トのメールアドレスを入力する方法,チャット

機能を利用する方法などがある.もっとも,こ

の種の相談のすべてをカウンセリングと呼ぶこ

との当否には議論もある5).本研究では,広義

のオンラインカウンセリングのうちクライアン

トが電子メールによって相談を開始するものを,

その内容を問わず電子メール相談と呼ぶことに

して,これに焦点を当てる.

電子メール相談を対面での相談 ･カウンセリ

ングと比較した場合,次のような特徴が指摘さ

れる5･6).

利点としては,1)クライアントやカウンセ

ラーが遠方にいても利用できる (超地理性 ;不

登校生徒や留学中の学生も利用可);2)利用

者にも相談者にも時間の制約が少ない (超時間

性);3)クライアントが必要な時に即座にカ

ウンセラーから情報を送れる (迅逮怪);4)

クライアントがメール文を "書く行為"によっ

て自分の感情への気づき･自分の思考過程の再

追跡 ･問題の明確化 ･カウンセラーへの自己開

示などが促進される (書記機能);5)対面場

面が苦手なクライアントや訪室時に人目が気に

なるクライアントが利用しやすい ;6)面接相

談への導入や面接と面接の間の補助手段として

活用できる;7)クライアントから日々の体

調 ･気分 ･行動などを逐次報告してもらえる

(認知行動療法に適)7),などが考えられる.

一方,短所や制約としては6･7),a)約束され

た時間や場所などの "枠組み"に守られたカウ

ンセリングができない ;b)応答にタイムラグ

が生じる (にもかかわらず即答を期待するクラ

イアントは出現するかもしれない);C)対面

相談のような "感情を同時に共有する体験"を

しにくい7);d)嘘を書ける8);e)秘密保持に

慎重を要する9),f)利用者にコンピュータ･

リテラシーが求められる8),などがある.

上記の他に実用上で留意すべきこととして,

以下のような指摘もある.ア)長文の返信に相

当の時間を要する10);イ)メールによるわずか

の情報からクライアントの状況を洞察する力が

相談員に求められる5);ウ)相談員と面識のな

いクライアントやイ)の情報が乏しいクライア

ントには一般論で対応するしかない7);エ)相

談員側があらかじめどれだけ自己開示するかが

相談内容や展開に影響する (誰が (何者が)対

応するのか,秘密保持の範囲,危機介入の責任

を持てる範囲など)9);オ)相談員が常勤しない
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機関では非常勤相談員から常勤スタッフへのコ

ンサルテーションに有効6);カ)情報の記録 ･

保存が容易なだけに "どの範囲の人がいつまで

情報を見られるシステムにするのか"を慎重に

決める必要がある9).

以上のような電子メール相談の特徴の一部は

電話相談の特徴と似ているが,一部は明らかに

異なっている7▲11).

日本ではこれまで,電子メール相談を大学の

学生相談5),教育センターのような公的機関で

の教育相談5),あるいは勤労者のためのEAP

(EmployeeAssistanceProgram)に活用する

試みユ2)があるが,大学以外の学校の相談室 ･保

健室活動での活用例はほとんど報告されていな

い.しかし,電子メールを利用できる環境は学

生 ･生徒 ･児童や教職員の間で着実に鉱がって

いる.たとえば,携帯電話やPHSの所持率は,
大学生で99%13),高校生では85%14)にのぼると

いう.東京都内では9割以上の児童 ･生徒にパ

ソコン利用の経験があり,その多くがふだんも

パソコンでインターネットを使っている14).ま

た,養護教諭等のパソコン使用率も高くなって

いる15).したがって,保健室や相談室の活動に

おいても,電子メール相談の活用可能性につい

て検討を深めるべき時期にきている.オンライ

ンカウンセリングは (特にWebサイト方式で

は)立ち上げに多大のエネルギーを要する割に

コスト･パフォーマンスが低いという意見10)さ

えあるので,学校に電子メール相談を導入する

前に,その目的や予想される長所 ･短所などに

ついて慎重に検討しておく必要がある.

そこで本研究では,そうした検討の手始めと

して,"国立の高等専門学校 (高専)において

電子メール相談を開設すると仮定した場合の,

学生の潜在的な利用希望"について質問紙調査

を行った.すなわち,｢電子メール相談システ
ムが実在したら利用したいと思うか｣という希

望と,従来からの相談窓口である保健室や相談

室の利用状況や,｢これまで保健室や相談室で
相談をしなかった理由｣との関係について検討

した,調査対象として,高校 ･短大に相当する
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5年間一貫教育機関である高専を選んだのは,

同年齢の高校生などと比べて高専学生では,パ

ソコンや携帯電話の普及率が高いからである.

2.対象と方法

2.1 対 象

B県の県庁所在地に所在する理工系の国立F

高専の全学生 (777人)を対象として,無記名

自記式の質問紙調査を実施した.1-3年生で

は,クラス担任の協力によりホームルームの時

間を利用して質問紙を配付し,記入後ただちに

密封回収した.4-5年生では,各クラスで授

業時間に配付された質問紙を学生が自宅にて記

入した後,密封して,各自で保健室に提出して

もらった.748人 (96.3%)から有効回答を得

た (表1).なお,同校では平成14年5月現在,

学生のうち242人 (31.1%)が隣接する寮に入

居していた.

この高専では,保健室に常勤の看護師が1名

勤務している.その隣室では,昼休みと放課後

に学生相談室を開設している.相談室活動は相

談室委員会を中心に運営され,高専教員 (常勤

の一般教員5人の交替制)が毎日昼休みに開設

する学生相談と,スクールカウンセラー (臨床

心理士である他大学教員)が週一度開設する学

生相談がある.平成14年度には,相談室を訪れ

た学生数は延べ157人 (教員を囲んでの進路相

談 ･雑談 ･授業の話などすべて含む),スクー

ルカウンセラーが対応した相談は延べ12件で

表1 回答者の概要
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あった.保健室と相談室は一定の連携をもって

活動しており,自由に行き来できる.平成14年

度の利用者総数947名のうち,29名が医療相談

での利用であった (その相談内容は多岐にわた

る).ただしこれ以外の利用者でも,雑談から

発展して恋愛問題や進路問題などを看護師と話

すような例は多数みられた.両室とも売店や学

生食堂に近く,比較的人目につく位置にある.

2.2 質問紙の内容

使用した質問紙は,性 ･学年,学生の悩みと

それに開通した保健室 ･相談室の利用度,およ

び電子メール相談に関する質問からなる.

学生の悩みについては,入学から現時点まで

に教職員に相談したいと思う悩みがあったかど

うか｣(10種類を例示,複数回答)と,｢自分に
何か悩みがあるとして,それを誰に相談する

か｣を質問した.相談窓口としての保健室 ･相

談室の利用歴については,第-に ｢本校に学生

相談室があることを知っているかどうか｣,節

二に保健室 ･相談室で上記のようなことを相談

したことがあるかどうか,第三に,保健室 ･相

談室を利用しなかった場合にはその理由 (7項

目を例示,複数回答)を質問した.

電子メール相談については,第-に電子メー

ルを送受信できるパソコン･携帯電話の所有状

況,第二に電子メール相談の利用希望について

質問した.すなわち,"希望する教職員との面

談の予約をしたいとき"(以下 ｢面談の予約｣),

"教職員の誰に相談するのがよいかわからない

ので相談にのってくれる教職員を数えてもらい

たいとき"(以下｢相談相手の紹介｣),"短文(1

回だけのやりとり)で質問 ･回答できるような

情報を教えてほしいとき"(以下 ｢短文のやり

とり｣),"スクールカウンセラーに連絡をとる,
または相談したいとき"(以下 ｢スクールカウ

ンセラーとの連絡 ･相談｣),"健康のことで相

談をしたいとき"(以下 ｢健康相談｣),"長文の

メールを入力したり相談相手とのやりとりがし

ばらく続くような相談をしてみたいとき"(以

下 ｢長文のやりとり｣)という6種類の用途を

例示し,それぞれの用途で ｢電子メール相談を
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利用したいと思うか｣を質問した.いずれの用

途でも利用を希望しなかった場合には,その理

由を質問した.最後に,電子メール相談システ

ムができるとした場合の要望について自由記載

を求めた.

2.3 解 析

はじめに,例示した10種類の悩みについて,

｢悩みがあった｣人の割合の男女差と学年差を

検討した.また,いずれか一つ以上の悩みを

持ったことがある人について,保健室と相談室

の利用歴を検討した.次に,6種類の ｢電子

メール相談の用途｣ごとに,利用希望ありとい

う人の割合の性差 ･学年差などを検討した.

｢電子メール相談の利用希望｣あり群が抱えて

いる悩みの特徴も概観した.さらに,過去に保

健室や相談室を利用してこれらのことを相談し

たことが一度もないという学生については,刺

用しなかった理由と6種類の ｢電子メール相談

の利用希望｣の関連をクロス集計により検討し

た.集計 ･解析には統計パッケージSPSSBase

ll.OJ16)を用い,統計検定にはFisherの直接法,

x2検定,Mantel-Haenzelのx2(x邑lH)による傾

向性の検定などを用いた.

3.結 果

3.1 学生の "悩み"と保健室 ･学生相談室の

利用歴

入学してからこれまでに何らかの ｢教職員に

相談したいと思う悩み｣があった学生は441人

(60%)で,男子では58%,女子では68%だっ

た (有意差 な し).学年別 に見 る と1年生

53% , 2年生 52% , 3年生 62% , 4年生

69%,5年生65%で,高学年ほど割合が高 く

なっていた (x己,H-10.8,p<0.01).悩みの

内容 (表2)として多かったのは｢勉強｣と｢進

路｣に関することで (35-38%),｢健康｣｢容
姿｣｢性｣｢異性｣｢友人｣｢家族｣｢経済｣｢その
他｣の悩みは少なかった (1-4%).同性の

友人や家族との人間関係の悩みは,男子より女

子で有意に多かった.勉強や容姿に関する悩み

は低学年ほど有意に多く,進路に関する悩みは
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表2 入学以来,教職員に相談したいと思った悩み

533

悩みの榎賓 全体 男 女 性差 1年 2年 3年 4年 5年 学年差

勉強に関すること
進路に関すること
健康に関すること
容姿に関すること
性に関すること
異性に関すること
異性以外の友人関係
家庭･家族に関すること
経済的なこと
その他のこと

259(35.1)

281(38.1)

30(4.1)

ll(1.5)

10(1.4)

15(2.0)

30(4.1)

8(1.1)

31(4.2)

33(4.5)

213(34.9)

223(36.6)

23(3.8)

9(1.5)

7(1.2)

13(2.1)

15(2.5)

4(0.7)

28(4.6)

29(4,8)

46(35.9)

58(45.3) *

7(5.5)

2(1.6)

3(2.3)

2(1.6)

15(ll.7) ***

4(3.1) *

3(2.3)

4(3.1)

64(40.5)

28(17.7)

7(4.4)

6(3.8)

4(2.5)

6(3.8)

7(4.4)

1(0.6)

4(2.5)

3(1.9)

57 (35.0)

43(36.4)

6(3.7)

3(1.8)

1(0.6)

3(1.8)

9(5.5)

2(1.2)

7(4.3)

ll(6.8)

60(38.5)

67(43.0)

6(3.9)

3(1.3)

2(1.3)

2(1.3)

6(3.9)

2(1.3)

7(4.5)

6(3.9)

54(37.0)

81(55.5)

6(4.1)

o(0.0)
2(1.4)

3(2.1)

6(4.1)

1(0.9)

5(3.4)

8(5.5)

24(20.9) x2MH=6.9**

62(53.9) x之MH=64.4**

6(4.4) NS

0(0,0) x2MH-8.9**

1(0.9)NS

1(0.9)NS

2(1.7) NS

2(1.7)NS

8(7,0)NS

5(4.4)NS

人(性別不明を除く738人中の%),複数回答.性差の検定(Ficherの直接法);*p<0.05,***p<0,001.
学年差の検定(Mantel-HeanzeIの傾向性の検定);**p<0.01, ***p<0.001.NS,notsignificant▲

高学年ほど有意に多かった.

｢このような悩みが自分にあるとしたら誰に

相談するか｣という質問では,｢友人｣という
回答が61%で最 も多 く,｢両親 ･兄弟姉妹｣が
39%,｢クラス担任｣19%,｢担任以外の教職員｣
12%,｢メル友｣3%と続き,学生相談室(1%)
や保健室 (2%)という回答は少なかった.

上記の ｢悩み｣が一つ以上あったという学生

441人のうち,保健室を利用 してそのことを話

した経験がある学生は15人 (3%),相談室で

話 したことがある学生は6人(1%)にとどまっ

た (表 3).

相談室または保健室で話さなかった理由 (各

6種類～7種類を例示,複数回答)を表 3に示

す.保健室を利用 しなかった理由のうち ｢その

他｣の内容は,自由記述によれば,｢保健室で
相談するような内容ではない｣26人,｢別の人
に相談 した｣22人,｢話すほどの悩みではない｣
17人,｢保健室を思いつかなかった｣15人,｢保
健室の看護師を信用できない｣15人などであり,

｢行 きにくい｣ という回答 も2人みられた.同

株に,相談室を利用 しなかった理由のうち ｢そ

の他｣についての自由記述を見ると,｢別の人
に相談 した｣27人,｢話す程の悩みではない｣21
人,｢相談室の先生と面識がない｣17人,｢相談
室を思いつかなかった｣11人,｢先生を信用で
きない｣11人などであ り,｢行 きにくい｣ とい
う回答が2人,｢相談室 という名前がいやだ｣
｢深刻な悩みじゃないとだめだと思った｣ とい

う回答 も各 1人いた.なお,この学校に相談室

があることについて68人 (9%)が ｢知 らない｣
と答えた.

3.2 電子メール相談の利用希望

電子メール送受信機器については,｢携帯電
話だけ持っている｣353人 (48%),｢パソコン

表3 教職員に相談したい悩みがあったのに

保健室 ･相談室を利用しなかった理由

保健室を利用しなかった理由(N-405)

時間がなかったから

保健室が遠くて,行くのがめんどう
だったから

訪室する際,場所(人Ei)が気になっ
たから

他の教職員に話しにいって,用がす
んだから

だれもいないかもしれないから

保健室の看護師さんが女性だったから

その他

人 (%)

82(20.2)

78(19.3)

63(15.6)

61(15.1)

19(4.7)

2(0.5)

186(45.9)

相談室を利用しなかった理由(N-396)

時間がなかったから

相談室が遠くて,行くのがめんどう
だったから

他の教職員に話しにいって,用がす
んだから

訪室する際,場所(人目)が気になったから
カウンセラーの先生が男性だったから

その他

101(25.5)

81(20.5)

73(18.4)

60(15.2)

8(2.0)

169(42.7)

いずれも複数回答.どの理由も回答しなかった

対象者はNから除いてある.
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表4 電子メール相談の用途別の利用希望者割合

電子メール相談の用途

面談の予約 相談相手の- 短文のやりとり 孟孟丁嘉嘉一との 健納談 長文のやりとり

全 体 (N=732) 210(27) 229(31) 383(52) 185(25) 182(24) 156(21)

性 芸 ;:≡;;≡; 1≡; …423 1** 1;; ;諾)** 3冒;:≡;; 1;;……;日 ** 1;;;≡;; 1………三三日 *

学年 1年くN-158) 58(37)

2年(N=163) 31(19)

3年(N-156) 41(26)

4irl(N==146) 42(28)

5* (N=115) 38(33)

55(35) 93(59) 46(29)

39(24) 77(47) 26(16)

## 45(29) 79(50) 39(25)

49(33) 75(51) 36(24)

41(36) 59(52) 38(33)

41(26) 29(19)

35(22) 31(19)

# 36(23) 27(17)

36(24) 36(24)

34(30) 33(29)

利用希望者人数(%).男女差の検定(FISherの直接法);**p<0.01,串p<0.05.学年差の検定(x2検定);##p<0.01,#p<0.05

表5 パソコン (PC)や携帯電話の所有状況と電子メール相談の利用希望

寵子メール相談の用途(｢利用してみたい｣と回答した人の数(%))

-の予約 相獅手の紹介短文のやりとり芸違左で蒜 と -相談 長文のや｡と｡

A)PCと携帯尾括を両方持っている(N=293) 98(33) 110(38) 178(61) 79(27) 86(30) 80(27)

B)PCのみ持っている(N=41) 13(32) 13(32) 20(50) 9(22) 10(25) 9(23)

C)携帯電己話のみ持っている(N=353) 87(25) 92(26) 168(48) 85(24) 73(21) 60(17)

D)PCも携帯電話も持っていない(N-41) 11(27) 14(34) 17(42) 11(27) 12(30) 7(18)

野間差の検定(A+B)vs(C十D) * *** *** NS *

群閏差の検定(A+C)vs.(B+D) NS NS NS NS NS

群問差の検定 Avsら NS NS NS NS NS

利用希望者人数(a/a).静間差の検定(Fisherの直接法);***p<0.001,皐*p<0.01,*p<0.05.NS.notsLgniflCarlt

だけ持っている｣41人 (6%),｢両方持ってい
る｣293人 (40%),｢どちらも持っていない｣41
人 (6%)だった.

例示した6種類の電子メール相談の用途別に

利用希望を見ると (表4),もっとも利用希望

が多かったのは ｢短文のやりとり｣で52%だっ

た.次いで ｢相談相手の紹介｣31%,｢面談の
予約｣27%などと,いずれの用途に対しても

20%以上の学生が利用してみたいと回答した.

機器の所有状況と電子メール相談の利用希望

との関係を見ると (表5),｢カウンセラーとの
連絡 ･相談｣以外の全用途において,パソコン

を持っている人は持っていない人に比べ利用希

望が多かった.しかし,携帯電話の有無と利用

希望との関連はなかった.

男女別にみると,どの用途でも男子より女子

の利用希望が多く,｢面談の予約｣｢相談する教
職員の紹介｣｢カウンセラーとの連絡 ･相談｣｢長
文でのやりとり｣という用途では有意の男女差

がみられた.これらの差は,パソコン所有の有

無にかかわらず認められた.

学年別に見ると,どの用途でも2年生の利用

希望がもっとも少なく,1年生と5年生の利用

希望ニーズが多かった.特に｢面談の予約｣｢カ
ウンセラーとの連絡 ･相談｣および ｢長文のや

りとり｣では有意の学年差がみられた.こうし

た学年差はパソコン所有の有無にかかわらずみ

られ,また男子より女子のほうが顕著であった.

電子メール相談の用途別に,その用途での利

用希望のある学生が過去に感じたことがある

｢教職員に相談したい悩み｣の種類を表6に示

す.｢勉強｣｢進路｣以外の悩みはもともと少な
いので,電子メール相談の用途による ｢悩み｣

の種類の差は有意でなかった.

過去に ｢教職員に相談したいと思う悩み｣が

あった学生443人についてみると,そのことを

保健室で相談した学生では,保健室を利用しな

かった学生に比べて,｢面談の予約｣｢相談相手
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表6 電子メール相談の利用を希望する群がこれまで教職員に相談したいと感じてきた悩み
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電子メール相談の用途別の
利用希望群

教職員に相談したいと思ったことがある悩みの種類 (複数担谷)

勉強 進路 健康 容姿 性 異性 友人 家庭･家族 軽靖的なこと その他

｢面談の予約｣に使ってみたい (N=210)

｢相談相手の紹介｣に使ってみか ､(N=229)

｢短文のやりとり｣に偲ってみたい(N=383)

｢カウンセラーとの連絡･相談｣に使って
みたい (N=185)

｢優駿相談｣に使ってみか ､(hT三182)

｢長文のやりとり｣に使ってみたい(N=156)

97(37)[46】 96(34)[46】 12(40)〔6〕 3(27)[1] 3(30)[1] 4(27)[2〕 17(57)[8〕 4(50)[2〕 6(19)[3】 7(Zi)[3]

98(38)[43】116(41)[51】 14(47)[6] 3(27)[1] 3(30)〔1】 7(47)[3】 14(47)[63 3(38)[1〕 ll(35)[5】 4(12)[2]

163(63)[43]169(60)[44】 19(63)乙53 5(45)[11 4(40)[1〕 9(60)[2〕 22(73)[63 4(50)[1] 13(37)[3] ll(33)E3]

82(32)【44】 91(32)[491 13(43)[7j 2(18)[1〕 3(30)[2】 8(53)日〕 16(53)[9〕 4(50)[2] 9(29)[5】 72(1)[4]

72(28)【40〕 80(28)[441 17(57)[9] 1(9)[13 1(10)[1】 6(40)[3〕 15(50)[8〕 3(38)〔2] 10(32)[5】 4(Zi)[2】

69(27)[44〕 75(27)[48〕 12(40)[8〕 3(27)〔23 5(50)[3] 7(47)[4〕 15(50)[10] 2(25)[l] 7(23)[4] 2(ll)[11

数字は人数,( )内は表2に示した悩みで ｢相談したいと思ったことがある｣と答えた人を分母とした%,[ ]内はその用途で電子メ-ル相談を使って

みたいと回答した人を分母とした%.

表7 保健室の利用度と電子メール相談の利用希望者数

電子メ-Jt,相談の用途

保健室の棚 面談の予約 慧 習 芸 讐 り㌔ 冒 至芸蒜 .孟表 優 駿相 談 苦 り㌔ 冒

∴ ･ ･ ･ ~

B)そのことで保健室を利用しなかった理由
(視数可)

Bl)餅 人̀目'が気になったから 諾い: 言:≡…;'2) 意 523;)**意…2日 *容1;≡;;…日 ** ……;;≡;)
B2)時間がなかったから

B3)行くのがめんどうだったから

B4)だれもいないかもしれないから

B5)他の教磯貝に語したから

ら6)看護師が女性だったから

87)その他

は い (N=82) 28(34)

いいえ (N-323) 104(32)

は い (N=78) 21(26)

いいえ (N=327) 111(33)

は い (N=19) 5(26)

いいえ (N-386) 127(32)

這い:三 …≡≡誓i, 1喜…;;喜Ho(o)

いいえ (N=403) 132(32)

は い (N=186) 55(29)

いいえ (N-219) 77(35)

35(42) 50(61) 25(30)

110(34) 186(57) 93(28)

23(29) 41(52) 21(26)

122(37) 195(59) 97(29)

8(42) 9(47) 6(31)

137(35) 227(58) 112(29)

** 26(43) 36(59) 22(36)

119(34) 200(58) 96(28)

o(o) 0(0) 0(0)

145(36) 236(58) 118(29)

62(33) 105(56) 49(27)

83(38) 131(59) 69(32)
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A)入学してから,教職員に相談したい悩みを経験したことがあるという443人について,そのことで保健室を利用したかどうかの別に,電子メール相談の利

用希望者数 (%)を示した.

B)Aのうち保健室を利用したことがないという405人 (衣3)について,利用しなかった理由 (複数可)としてBl～B7のそれぞれを肯定した人としなかっ

た人の別に,磁子メール相談の利用希望者数 (o/a)を示した.FISherの直接法による検定 ;**p<0.01,*p<0.05.

の紹介｣｢健康相談｣｢長文のやりとり｣という
用途の電子メール相談に関する利用希望が有意

に多かった (表7).さらに,｢悩み｣がありな
がら保健室で相談したことがない学生405人に

ついて,その理由と電子メール相談の利用希望

との関連をみると (表7),｢場所 (人目)が気
になったから｣と答えた学生ではそれ以外の学

生よりも ｢面談の予約｣｢相談相手の紹介｣｢短
文のやりとり｣｢カウンセラーとの連絡 ･相談｣
のための電子メール相談に対する利用希望が有

意に多く,｢他の教職員に話したから｣と答え
た学生では ｢面談の予約｣のための電子メール

相談に対する利用希望が有意に多かった.

同じく過去に ｢教職員に相談したいと思う悩

み｣があった学生についてみると,そのことを

相談室で相談した経験の有無と,電子メール相

談の利用希望との関連は見られなかった(表8).

｢悩み｣がありながら相談室で相談したことが

ない学生396人についてその理由をみると (衣

8),｢場所 (人目)が気になったから｣と答え
た学生ではそれ以外の学生よりも ｢相談相手の

紹介｣｢短文のやりとり｣｢カウンセラーとの連
絡 ･相談｣｢長文のやりとり｣のための電子メー

ル相談に対して利用希望が有意に多かった.普
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表8 学生相談室の利用度と電子メール相談の利用希望者数

電子メール相談の用途

学生相談室の利用歴 ‥ 面談の予約 雷撃 夏 雲 ｡㌔ 冒 空言蒜 孟表 健康 相 談 苦 り㌔ 冒

A)教磯貝に相談したい悩みがあったときに, ある (N=6) 4(67) 4(67) 5(83) 4(67) 3(50) 3(50)

そのことで学生相談室を利用した経験 ない (N-396) 132(33) 144(37) 231(58) 118(30) 107(28) 98(25)

B)そのことで学生相談室を利用しなかった
理由 (複数可)

Bl)場所 (人目)が気になったから

B2)時間がなかったから

B3)行くのがめんどうだったから

B4)他の教職員に話したから

B5)カウンセラーが男性だったから

B6)その他

こい1-;; ≡去;;) ;還 )

は い くN-8) 2(25)

いいえ (N=388) 130(36)

は い (N=169) 50(30)

いいえ (N=227) 82(36)

-

-

は い (N-81) 22(27) 26(32) 47(58) 22(27)

いいえ (N=315) 110(35) 118(38) 184(58) 96(31)

は い (N=73) 35(48)-**31(43) 43(60) 26(36)

113(35) 188(58) 92(29)

2(25) 6(75) 3(38)

142(37) 225(58) 115(30)

57(34) 96(57) 45(27)

87(39) 135(60) 73(32)

……;≡;;)**
30(30)

69(24)

18(23)

80(26)

21(30)

77(24)

2(25)

96(25)

41(25)

57(26)

A)入学してから,教職員に相談したい悩みを経験したことがあるという443人について,そのことで学生相談室を利用したかどうかの別に,俊子メール相談

の利用希望者数 (%)を示した.

B)Aのうち学生相談室を利用したことがないという396人 (衣3)について,利用しなかった理由 (複数可)としてBl～B6のそれぞれを肯定した人とし

なかった人の別に,磁子メール相談の利用希望者数 (0/o)を示した.FISherの直接法による検定:**p<0,01,*p<0.05.

表9 電子メール相談を利用したいと思わない理由 (複数回答)

理 由 人 (%)

どのようなことにしても,教職員に相談する必要はないから

メールを作成するのがめんどうだから

実名または自分のアドレスを相手に知られたくないから

相手の顔が見えないので,相談相手の反応がわからなくて不安だから

相談した相手から,他の教職員や学生に自分の相談の内容がもれそうだから

返事がいつ返ってくるかわからないから

自分が送った文章が相手のパソコンに残るのがイヤだから

その他

120(41.8)

78(27.2)

50(17.4)

49(17.1)

40(13.9)

39(13.6)

28(9.8)

77(26.8)

%はいずれの用途でも電子メール相談を利用したいと回答しなかった287人中での割合.

た,｢時間がなかったから｣と答えた学生では
｢相談相手の紹介｣のための,｢他の教職員に
話したから｣と答えた学生では ｢面談の予約｣

のための電子メール相談に対する利用希望が有

意に多かった.

例示したいずれの用途でも電子メール相談の

利用を希望しなかった287人について,その理

由 (7種類を例示)を表9に示す.そもそも教

職員に相談したいことはないという回答の他,

メールを作成するのがめんどう,名前やメール

アドレスを知られたくない,相手の顔が見えな

いと不安,などの理由が多く挙げられた.

電子メール相談システムができるとした場合

の要望 (自由記載)では,個人情報が漏れない

こと (18人)がもっとも多かった.これには,

教職員が相談内容を他者に漏らさないという意

味の他に,メール内容をプリントアウトしない,

ネットワーク上でセキュリティが守られる (相

談内容や送信者アドレスを他者に読まれない,

送信内容を読んだらすぐネットワーク上から削

除するなど)ということも含まれる.この他,

気軽に ･親身に相談に乗ってくれること(10人),



影山ほか :電子メールによる学生相談の意義と課題

すぐに返信してくれること(6人),匿名で(逮

信者のメールアドレスも知らせず)相談できる

こと (5人),チャットで対話できること (4

人),教員のプロフィル ･メールアドレスや`̀誰

には何を相談できるか"などの情報を学生に知

らせておくこと (4人)などの声があった.他

方,｢親しくない間柄であれば対面で話すのが
基本ではないのか｣｢教職員 ･学校への質問や
要望を書き込める掲示板があるとよい｣｢学校
内の端末がもっと利用しやすいとよい｣などの

意見もみられた.

4.考 察

4.1 学生が経験してきた "悩み"

対象者の6割が,入学以降に "教職員に相談

したいと思う悩み"を一つ以上経験しており,

特に勉強 ･進路に関する悩みが多かった(表2).

ほんとうは "その悩みを入学以降に経験したか

どうが'を問うているので,高学年ほど経験が

累積して高い割合になりそうに思えるが,実際

の回答を見ると "進路に関する悩み"以外では

その傾向がみられなかった.むしろ "勉強に関

する悩み"は高学年ほど低い割合だったが,こ

れは,中学校から進学したての時期に学習面で

の戸惑いが多い一方で,高学年の回答には サ̀

でに過去のものとなった悩み"があまり含まれ

ていないためだろう.また,低学年ほど "容姿

に関する悩み''が多いのは,自己愛傾向が高ま

る思春期に特有の心性として理解できるだろ

う17).他方,"進路に関する悩み"が高学年ほ

ど多いことは,卒業後の就職 ･進学を考えざる

を得ない上級生にとって当然と思われる.

性差についてみると,女子が異性以外の友人

や家族との関係に関する悩みを多く持ち込むこ

とは他の相談窓口でも報告されており18,19),今

回の結果もこれらと似ているように思われる.

女子に "進路に関する悩み"が多いのは,理工

系女子学生の就職事情が男子以上に厳しいこと

の反映だろう.

しかし,こうした "教職員に相談したいと思

う悩み"について,保健室や学生相談室を訪ね
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て話した経験がある学生はごくわずか (表3)

であり,その理由 (表3)も考え合わせると,

保健室や学生相談室の相談機能は学生からあま

り重視されていないようだ.学生には,｢時間
を気にせず相談したい｣｢わざわざ相談の場所
まで足を運ばずに手軽な方法で相談したい｣と

いう要望が強かった.また,｢教職員に相談し
ているところや,保健室や相談室を利用してい

るところを他人に見られたくない｣という学生

心理もうかがえた.

4.2 電子メール相談の利用希望

例示した電子メール相談の用途のうち,｢短
文のやりとり｣に対する利用希望がもっとも多

く,｢相談相手の紹介｣｢面談予約｣これに次ぎ,
｢長文のやりとり｣による利用希望はもっとも

少なかった (表4).つまり,電子メール相談

の機能としては,比較的 "軽い相談"辛 "情報

提供",および "メールの後で面談にもつなが

るような"(いわゆるインテイク機能に近い)

相談を希望する声が多いようだ.とはいえ,

｢スクールカウンセラーとの連絡 ･相談｣｢健
康相談｣｢長文のやりとり｣のような "専門的
な"または "それ自体で深い相談ができる"棉

談に対しても,筆者らの直感的な予想以上に多

くの利用希望があった.

このような利用希望の多きの背景には,調査

対象者が理工系の高専学生であったことも関係

していそうである.他の調査結果20)に比べ今回

の対象者のパソコン所有率は高いし,高専では

一般の高校 ･短大以上にパソコンを使った教育

が実施されている.三宅ら21)が言うように,翠

校保健領域で電子メール相談システムの試行を

始めるとすれば,このように電子メールにアク

セスできる学生が多い環境で始めることが実際

的だろう.ちなみに,筆者の一人が勤務する大

学でも,大学が全学生にメールアドレスを提供

し (卒業後も有効),そこから各自の個人アド

レス(多くは携帯電話)への転送サービスも行っ

ているため,教員から学生へ各種情報を容易に

伝えられるだけでなく,学生と教員の間でメー

ルによる進路 ･就職相談や面談予約が頻繁に行
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われている.

電子メール相談の利用希望と携帯電話の有無

とは,関連がなかった (表5).つまり利用希

望者は,"携帯電話でいつでもどこでも手軽に

相談できる"という,高度の超時間性 ･超地理

性を望んでいるわけではないように見える.こ

こで,吉井ユ3)が携帯メールと携帯電話 (会話)

を比較して,"携帯メールは既存の人間関係の

維持に使われやすいが,唆味で多義的な内容,

何度もやりとりを要する用件,重い内容などに

は使われない"と報告していることや,｢親し
くない間柄では対面が基本｣という自由記述意

見を考えると,学生にとって必ずしも日頃から

信頼関係ができているとは限らない教職員との

相談や,何度かのやりとりを要するような相談

では,携帯メールは使いにくい (または使いた

くない)と感じているのだろう.これに対して,

パソコン所有者に電子メー ル相談の利用希望が

多かった (表5)のは,"携帯電話よりパソコ

ンで打ったり推赦したりする方が便利だと感じ

る程度の長さ･重さのメール"での相談を希望

している,あるいは "対面相談と携帯電話メー

ルの中間の,ほどほどの長さ･深さ･手軽さの

相談"を期待している,ということの現れと思

われる.

一方,電子メール相談の即応性については,

"携帯メールでは発信者が即応性を期待しがち

だが,受信側が即応できない場合には,送信者

が不満を抱 く可能性がある''という指摘があ

る22).確かに,即応性の限界を利用者に予め説

明しておくことは重要だが,上述のように超時

間性 ･超地理性への期待がさほど高くないとす

れば,受信者側が即応できない場合の不満はさ

ほど強くないと推測される.これはおそらく,

"すぐ返事がほしければ携帯メールは使わず電

話する"という判断が定着している13)からだろ

う.実際,電子メール相談を利用したくない理

由 (表9)として "返事がいつ返ってくるかわ

からないから"を挙げる声は,決して多くな

かった.なお,以上の推測が妥当であるならば,

携帯電話の画像送受信機能を使って ｢お互いの
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顔を見ながら相談する｣という用法は,いまの

ところあまり期待されていないかもしれない.

なお,電子メール相談の利用希望は女子に多

かったが (表4),これは "進路や異性以外の

友人関係で教職員に相談したいと思う悩みの経

験"が女子に多い (表2)ことと関係している

だろう.つまり,"電子メール相談だから"で

はなく,"相談活動全般に対して女子の利用希

望が多いこと"や "男子より女子に込み入った

相談の希望が多いこと"19)が反映されているだ

けなのかもしれない.その背景には,"情緒的

サポートを希求する傾向が男子より女子で顕著

である''23)というような,コ-ビング特性の男

女差の影響も考えられる.

一方,電子メール相談の利用希望には学年差

(表4)も見られた.5年生で利用希望が多い

のは,卒業後の就職 ･進学などに対する不安な

どの "悩み"が多くなる (表2)他,卒業研究

に関係した打ち合わせの必要が増えるためだろ

う.｢長文のやりとり｣による電子メール相談

の利用希望が高学年ほど多いのは,高学年ほど

"キーボード操作に習熟していて長文を手軽に

打てる"ことの影響かもしれない.一万,1年

生の利用希望の背景には,入学したての不安,

特に勉強に関する戸惑い (表2)や高専学生に

なって得た自由と責任に対する戸惑い,3割を

占める寮生では親元を離れたことによる不安な

どの影響が推測される.このように考えると,

"電子メール相談だから"ではなく,"学校で

の相談活動全般に対して1年生 ･5年生の利用

希望が多いことが反映されている"のだと理解

すべきかもしれない.

表6を見る限り,電子メール相談の用途にか

かわらず,その利用希望者がこれまでに "教職

員に相談したいと思ってきた悩み"の内訳はさ

ほど変わらないようだ.表6の `̀悩み''がその

まま電子メール相談に持ち込まれるとは限らな

いが,一往復のメールで情報提供を受ける ｢短

文のやりとり｣での利用希望がもっとも多かっ

たこと (表4)も考え合わせると,もともと多

くの学生が抱えている ｢勉強｣や ｢進路｣での
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悩みが,電子メール相談にも多く持ち込まれる

ことが推測される.

4.3 保健室 ･学生相談室に "悩み"を相談し

なかった理由との関連

これまでに上のような "悩み''で保健室や学

生相談室を利用した経験がある学生では,用途

を問わず電子メール相談の利用希望が多い傾向

にあった (表7,表8).彼らは "教職員に相

談すること''自体について "敷居が低い"と感

じている学生なのだろうから,この結果は当然

といえるだろう.

それ以上に注目されるのは,これまで "教職

員に相談したい悩みを経験しながら,保健室や

学生相談室には相談しなかった"学生に限って

みると,相談しなかった理由と電子メール相談

の利用希望との間にも関連がみられたことであ

る (表7,表8).

第一に,これまで "場所 (人目)が気になっ

たから保健室 ･学生相談室では相談しなかっ

た''という学生は,それ以外の学生に比べ,い

ろいろな電子メール相談の用途に対しての利用

希望が多かった (表7,表8).このことは,

小坂5)が指摘しているように ｢手軽に,人目を

気にせず相談ができるという電子メール相談の

利点｣に対する期待が高いことを示している.

第二に "他の教職員に話したから保健室 ･学

生相談室では相談しなかった"という学生では,

面談の予約のために電子メール相談を利用した

いという希望が多かった (表7,表8).おそ

らく,彼らにとっての "面談を予約したい教職

負"は保健室 ･学生相談室のスタッフとは限ら

ないので,彼らのニーズに応えるには,電子

メール相談システムの範囲を保健室 ･学生相談

室だけに限定せず,全校的なシステムとして構

築する必要があるだろう.そのようなシステム

は,"少数の養護教諭や相談員のみによる体制

では各個人の力量や経験の差がそのまま学校間

の差になってしまう"24)と指摘されるような問

題を回避し,さまざまな教職員の協働による包

括的な学校メンタルヘルスサービス25)を授供す

るための一助となる可能性もある.
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第三に "時間がなかったから学生相談室では

相談しなかっだ'という学生では,相談相手を

紹介してもらうために電子メール相談を利用し

たいという希望が多かった (表8).これは,

F高専の学生相談室が限られた時間帯しか開か

れていないことと関係しているだろう.つまり,

すぐに相談したいことがあるのに学生相談室が

開いていない場合に,誰に相談したらよいかを

助言してくれる機能が,電子メール相談に期待

されているのだろう.これは,"必要なときに

とりあえずメールを入れておきたい"という意

味で超時間性への期待とみることもできるし,

学生相談 ･学生指導システムへのインテイク機

能に対す る期待とみることもできよう.もちろ

んこの他に,常勤教職員が学生への対応につい

てスクールカウンセラーにコンサルテーション

を求めるために,電子メールを活用することも

考えられてよい.

以上の三点を考えると,少なくともこの学校

の場合,いつでもインテイクや面談予約を求め

られる窓口として電子メール相談を開設するこ

とにより,従来の対面型の相談場面では事例化

しにくかった学生に対す る接触 ･支援の契機を

広げられる可能性が考えられる.これには,電

子メール相談を面接による相談や指導の補助手

段として使うことも含まれる26).このような用

途であれば,｢オンラインカウンセリングでは
返信に長時間を要し,カウンセラー側に負担が

大きすぎる｣10)と言われるような問題も,さほ

ど深刻にはならないように思われる.こうした

電子メール相談は,相談時間の確保が大変なほ

ど多忙な教職員4)にとっても有効な相談媒体と

なる可能性がある.校外学習中または休暇中の

学生 ･生徒等との相談媒体として,あるいは登

校できない学生 ･生徒等やその保護者との連絡

媒体としても (たとえば錐鹿27)が提案したコン

パニオン活動や,武井ら28)が試みたメンタルフ

レンド訪問援助などとの併用),電子メール相

談の活用の余地がありそうである.

4.4 これからの課題
最後に電子メール相談の利用を望まない理由
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(表9)をみると,メール文を打つのがめんど

うだという声はともかく,いくつか考慮すべき

点がある.名前やアドレスを知られたくないと

いう声に対しては,匿名で相談できるシステム

を構築することも技術的には可能だが,学校と

してそこまで対応すべきなのかどうかという議

論がまず必要だろう.

表9や電子メール相談システムを構築する際

の要望 (自由記述)を見ると,学生にとって,

より重要な不安は,ネットワーク上でのセキュ

リティや,相談を持ち込んだ後の秘密保持に関

するもののようだ.こうした要望にどう応えな

がら電子メール相談を開設するかによって,刺

用のされ方や持ち込まれる相談の内容が大きく

異なってくる可能性もある.今回の調査ではこ

れらの条件について特に仮定を設けず "利用希

盟"について質問したが,実際の開設時には,

電子メール相談に特有のセキュリティ問題9)に

配慮すること,つまり少なくとも,1)誰がそ

のメールを読むのか (誰には読めるのか,読め

ないのか)ということと,2)読んだらメール

を消去することやプリントアウトを残さないこ

と (記録として残すのならば,どこに保管し,

誰が読めるのか)を,予め利用者に明示するこ

とが重要だろう.

もちろん,こうした作法は関係教職員の全員

が共有していなければならない.また,教職員

全体が,"学生に適切な相談相手として誰を紹

介できるが'という情報や,電子メール相談と

面接相談との機能分担などについて,統一的な

理解を共有しておくことが重要だと思われる.

この他,送受信者の技術 (ITリテラシー)

の問題,学生全員が不自由なくアクセスできる

環境作りも課題である.

4.5 ま と め

高専学生の6割がこれまでに "教職員に相談

したいと思った悩み"を経験していたが,保健

室や学生相談室で相談した学生は少なかった.

その背景には,時間や場所に制約されない手軽

さや,人目につかないことに関する要望が多い

ようだった.
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電子メール相談に対する利用希望は意外に多

く,特に "短文のやりとり"による"軽い相談"

や情報提供,およびインテイク機能への期待が

大きかった.これには対象者がコンピュータに

馴れ親しんでいる理工系高専学生であったこと

の影響が考えられ,実際,パソコン所有者では

電子メール相談の利用希望が多かった.電子

メール相談の利用希望は女子に多く,また1年

生と5年生に多かったが,これは必ずしも電子

メールという媒体への親和性が高いからではな

く,もともと"教職員に相談したいと思うこと''

が多いためかもしれない.電子メール相談の利

用希望者がこれまでに経験した "教職員に相談

したいと思った悩み"の種類は,利用を希望し

ない学生と大差なかった.学生は電子メール相

談システムに対して,超時間性 ･超地理性をあ

る程度まで期待しているようだが,"携帯電話

でいつでもどこでもやりとりできる"という意

味での高度の超時間性 ･超地理性への期待はさ

ほど高くないようだった.

これまでに"教職員に相談したいと思う悩み"

を経験しながら保健室や学生相談室で相談した

ことがない学生についてみると,相談しなかっ

た理由と電子メール相談の利用希望との間には

関連が見られた.訪室時の人目が気になった学

坐,学校内の適切な相談相手を紹介してほしい

学生,および相談予約の電子メールを自分に都

合の良い時間帯に発信したい学生には,利用希

望が多かった.したがって,いつでもインテイ

クや面談予約を申し込める窓口として電子メー

ル相談を開設することで,従来の保健室 ･学生

相談室活動で事例化しにくかった事例に対する

接触 ･支援の契機が広がる可能性が示唆された.

ただし,電子メール相談システムの利用範囲を

保健室 ･学生相談室に限定せず,全校的なシス

テムとすることが有効と考えられた.これに加

えて,ネットワーク上のセキュリティや,相談

内容の秘密保持に関する配慮も重要と考えられ

た.
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仙台市児童 ･生徒の身長 ･体重の年次推移

について (1934年～2001年まで)

黒 川 修 行,佐 藤 洋

東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野

SecularChangesinHeightandWeightofSchoolChildren

inSendai,Japan,1934-2001

NaoyukiKurokawa,HiroshiSatoh

EnviT'OnfnentalHealthSciences,TohokuUniversE'tyGraduateSchoolofMedicine.

Thepurposeofthisstudyistocomparesecularchangesinheightandweightofschool

childreninSendai.InSendaicity,theheightandweightof6thgradersinprimaryschool

and3rdgradersinjuniorhighschoolhavebeenmeasuredeveryautumn.Theanalysesof

summarizeddatarevealedasmallphysiqueofprimaryschoolchildrenintheearly1940'S.

ThissmallphysiquewasmoreprominentinthecenterofSendaicity.AfterWorldWarII,

bothprimaryschoolchildrenandjuniorhighschoolstudentsshowedamarkedincreasein

heightandweightuptotheearly1970'S.Thepresentdatarevealsthatthesecularchanges

inheightandweightdifferaccordingtoeachperiod.Itisconceivablethatsmallheightand

lowweightofschoolchildrenintheearly1940'srenectsafoodshortageduetoWorldWar

II.Inadditon,theimprovementinphysiqueafterWorldWarIImayre瓜ecttheimprove一

meatinthe女)odsituation.Thepresentanalysissuggeststhatthegrowthofschoolchildren

isaffectedbysocialconditions.

Keywords:secularchanges,height,weight

年次推移,身長,体重

【はじめに】

児童 ･生徒の身長 ･体重に関する知見は予防

医学の見地からも重安と考えられる.それは,

身体状態を正確に評価することが,健康状態評

価のための必須条件であり,特に成長途上にあ

る子どもの場合には,身体の発育 ･発達状態の

評価が健康状態把握の基本的条件となる.また,

肥満 ･やせ,巨人 ･小人症など,体型に現れる

疾患のスクリーニングに必要な情報ともなる1).

児童 ･生徒の体位に関する調査は,明治時代

の中頃から全国的に行われている.文部省

(現 :文部科学省)では明治期より行っており,

その結果は毎年度ごとに文部省年報に掲載して

きた.しかし,1940年代頃より太平洋戦争の戦

局悪化に伴い,昭和15年から昭和22年までの8

年間,そのデータが欠損している.昭和23年よ

り文部省 (覗 :文部科学省)では学校保健法に

基づき,毎年4月～6月の間に学校保健統計調

査を実施しているが,この報告によれば,子ど

もたちの身長 ･体重は年々増加していると報告

されている2).

子どもの体格が大きくなってきたと言われる

ようになってから久しいが,子どもたちは,居

住地域の様々な社会問題や環境の中で成長して

いる.従って子どもの発育 ･発達には,績らを
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取り囲む,もしくは取り囲んできた生活環境,

そしてその変化が何らかの形で影響を及ぼして

いると考えられる.そこで今回は同一地域,そ

して約70年間に蓄積されたデータを用い,仙台

市に在籍する児童 ･生徒の身長や体重がどのよ

うな推移を示してきたのか,報告する.

【解析されたデータ及び方法について】

仙台市では毎年10月に市立の全小中学校の小

学6年生と中学3年生を対象に全数調査で身

長 ･体重を測定してきた.この調査は東北大学

医学部衛生学教室近藤正二によって,1934年

(昭和9年)から小学6年生を対象に始められ

た.1952年 (昭和27年)からは中学3年生も対

象となり,今日まで続いている3~8).これらの

データは毎年研究室に集積されている.1977年

(昭和52年)以前のデータは仙台市全体として

の集計値として,男女別の平均値がすべて記録

されているが,個人もしくは学校別の億は断片

的な記録が残っているのみである.1977年 (昭

和52年)以降のデータは個人毎のデータが集積

されている.

今回の解析では,小学6年生については1934

午 (昭和 9年)から2001年 (平成13年),中学

3年生ついては1952年 (昭和27年)から2001年

(平成13年)に測定された身長,体重のデータ

をそれぞれ用いた.

また,近年における身長と体重の変化を確認

するために1965年～1973年,1974年～1982年,

1983年～1991年,1992年～2001年と4つの年代

に区切った後に測定年度を独立変数に身長およ

び体重の平均値を従属変数としてその回帰式を

算出した.

仙台市は1889年 (明治22年)に市制が施行さ

れたが,以降,周辺市町村の合併及び編入を実

施し,現在の仙台市を形成している.今回の解

析では1989年以前 (平成元年に仙台市が政令指

定都市になる以前)から仙台市であった地域を

解析対象地域とした.

学校保健研究 JpnJSchooIHealth46;2004

【解析された結果について】

性 ･学年別に解析対象者数,身長 ･体重の平

均値および標準偏差を表1-3に示した.

･小学6年生について

身長 ･体重の平均値の推移をそれぞれ図1,

2に示した.調査開始当初の1934年(昭和 9年),

身長の平均値 は男子 で136.31cm,女子 で

136.97cmであり,体重の平均値は男子で31.06

kg,女子で31.93kgであった.1945年以前の身

長 ･体重の平均値の最高は男女ともに1940年

(昭和15年)である.1941年 (昭和16年)～1946

年 (昭和21年)にかけて,身長 ･体重ともに平

均値の減少が確認された.身長 ･体重の平均値

は男子で1946年 (昭和21年)に,女子では,身

長が1946年,体重が1947年にそれぞれ最小値を

示した.1946年以降,1970年代前半まで身長 ･

体重の平均値は急激な上昇を示したが,1970年

代後半以降,増加の割合は小さくなった.体重

の平均値は1980年代半ばより再び上昇する傾向

がみられた.この期間まで身長 ･体重は男子よ

り女子が大きかった.しかし,1990年代後半以

降,体重の平均値は男女間にその差がほとんど

なくなり,女子より男子の体重の平均値が大き

くなる傾向を示した.

･中学3年生について

身長 ･体重の平均値の推移をそれぞれ図3,

4に示した.調査開始時の1952年 (昭和27年)

の身長の平均値は男子で154.68cm,女子で

150.14cmであり,体重のそれは男子で44.30kg,

女子で43.86kgであった.これらの億は今回の

解析中で最小値であった.最新のデータである

2001年 (平成13年)の身長の平均値は男子で

167.65cm,女子で157.31cm,体重のそれは男

子 で58.13kg,女子 で51.89kgで あ った.身

長 ･体重の平均値について,その年次推移を観

察すると小学生同様に1970年代前半まで,身

長 ･体重ともに平均値の急激な上昇が確認され

たが,1970年代後半以降は上昇の程度が鈍化し

た.また,身長 ･体重ともにその平均値の変化

の割合は男子で大きいことが観察された.男子
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表1 解析対象者数,身長 ･体重の平均値および標準偏差について (小学6年生 :1934年～1969年)

男 子 身 長(cm) 体 重(kg) 女 子 身 長(cm) 体 重(kg)

対象者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
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※昭和9年から昭和34年までの空白は記録が確認できなかったため
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表2 解析対象者数,身長 ･体重の平均値および標準偏差について (小学 6年生 :1970年～2001年)
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男 子 身 長(cm) 体 重(kg) 女 子 身 長(cm) 体 重(kg)

対象者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
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表3 解析対象者数,身長 ･体重の平均値および標準偏差について (中学3年生 :1934年～2001年)

男 子 身 長(cm) 体 重(kg) 女 子 身 長(cm) 体 重(kg)

対象者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

44.3 150.1 43.9

44.9 1,819 150.6 44.4
150.3 44.4
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※昭和27年から昭和34年までの空自は記録が確認できなかったため
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(cm)

343944 49 54 59 6469 74 79 84 8994 99

図1 小学6年生の身長の平均値の推移

(kg)

34 3944 49 5459 64 697479848994 99

図2 小学6年生の体重の平均値の推移

(年)

(午)

の体重の平均値は1970代後半以降も,それ以前

に比し増加の程度は小さくなるものの,1980年

代後半まで増加する傾向がみられる.小学生と

異なり男女ともに近年の体重の平均値はほぼ一

定の億を示している.

･戦時中 (194ト1945年)における小学6年生

の身長 ･体重の推移

太平洋戦争時 (1941年から1945年)の身長の

推移を学校単位ではあるが都市 ･農村部別に観

察した.1941年の平均値は男女ともに農村部に

170

165

160

155

150

145
34 3944 4954 596469 74 79 8489 94 99

図3 中学3年生の身長の平均値の推移

(kg)

34 3944 49 54 59 6469 74 7984 89 9499

図4 中学3年生の体重の平均値の推移

(年)

(午)

比し,都市部でその億は大きく,その後,都市

部の平均値は年々減少傾向を示している.しか

し,農村部の平均値は減少の割合が小さいか,

ほとんど減少しないことが示された (図5).

･1960年代後半以降の小学6年生の身長 ･体重

の変化

身長の回帰式の傾きは必ずしも一定でなく,

1965年～1973年と1983年～1991年の傾きは1974

年～1982年と1992年～2001年の傾きに比べ,そ

の億の大きいことが認められた.また,休重の
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回帰式の傾きは身長と同様であったが,1992年

～2001年の傾きは身長ほど/J､さくなることはな

かった.終戦間もない1940年代後半から1970年

代前半まで続いた大きな伸びに比べると明らか

に増加率は漸減 した (図6,7,8,9).し

かし,単なる漸減ではなく,一度停滞したのに,

再び回帰式の傾きは大きくなった.

【考 察】

･子どもの身長 ･体重の推移と4つの年代

集められたデータをグラフ化し観察したり,

近藤による仙台市への報告書によると,いくつ

かの年代で区分される.それは,身長 ･体重の

平均値が減少した1945年以前,その後急伸 した

期間である1946年～1960年代後半にかけて,そ

して平均値の伸びが/j､さくなってきた1970年代

以降である.そこで,今回は特に長期間にわ

たってデータが集積 されている小学 6年生の
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図6 小学6年生男子の身長の平均値と測定年との回帰式について
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図7 小学6年生女子の身長の平均値と測定年との回帰式について
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図9 小学6年生女子の体重の平均値と測定年との回帰式について

データについて,｢太平洋戦争前,戦中,戦後｣
(1930年代～45年),｢仙台市の学校給食と子ど
もの発育｣(1946年～60年代後半),｢6年生の
体格のその後｣(1970年代以降)と区切 り,身

長,体重の億がどのように変化したのか,考察

を加える.

･太平洋戦争前,戦中,戦後

戦時における発育抑制は二度にわたる大戦

(第一次,第二次世界大戦)において欧米など

の参戦諸国にもみられた現象である9-12).特に

都市部における身長発育にその影響が著しかっ

たと報告されている.このことは戦時下におけ

る食糧事情の悪化によるものと考えられており,

仙台市で観察された都市部と農村部に住む子ど

もの身長発育の違いは食糧の蓄えの違いによる

ものと推察される三3-15)

･仙台市における学校給食と子どもの発育

第二次世界大戦後の昭和22年度に学校給食が

再開されたが,これは全国の都市部で実施され

たものだった.特に都市部の児童の発育が悪く

なったため,アメリカから無償で脱脂粉乳が与

えられ,給食が始められた.

給食が始められる前年の昭和21年秋頃,

GHQ栄養顧問PaulE.Howe大佐 (以下,ハウ
大佐)が文部省 (当時)と厚生省 (当時)の役

人と東北大学を訪問した.その理由は ｢今度の

戦争で日本の子どもたちの発育が悪くなってい

るだろう.その被害を少しでも救うために学校

給食で何かを与えたいと思う.しかし,それに

は戦争による身体の発育に影響を与えたという

ことを実証する数字のデータがなければ,物資

を無償で与えるわけにはいかない.そこで戦前

や戦中の資料がそろっている仙台にやってき

た｣ということであった.その基礎的資料とし

て仙台市体位データが使われた15).

援助物資としてメリケン粉や ｢脱脂粉乳｣が
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提案されたが,近藤は ｢脱脂粉乳｣を選択した.

この選択は近藤らがタンパク質が体格や体力に

関係のあることを兄いだしていたからである.

戦中に近藤は市周辺の農村部にある学校で,港

ち穂拾いを実施し,市中心部の子どもたちの給

食の補食を行った.しかし,体重の減少は小さ

くなったものの,身長の伸びは抑制されたまま

であった.また,体力の増強を目的とした鍛錬

が増えていたのにも関わらず,筋力はいっこう

に増強しないことも観察していた13,15).すなわ

ち,これらのことから単にカロリーを補うこと

を目的とするのではなく,発育 ･発達期に筋や

骨が必要なのはタンパク質,特に ｢動物性タン

パク質｣であろうと判断し,｢脱脂粉乳｣の配

給を提案した.昭和22年から始まった学校給食

により,子どもたちの体格は昭和40年代後半

(1970年代前半)まで,毎年前年度の測定値を

上回る億を示すようになった.(なお,学校給

食として提供された物資には,GHQのみなら

ず,ララ (LARA:LicenseAgencyforRelief

inAsia.アジア救済連盟)からの物資配給も

あった.今回はこの点に関する詳細な説明は省

く.)

･小学6年生の体格のその後 (1970年代以降)

仙台市の子どもに関するデータは毎年報告書

(｢仙台市学童発育最近の傾向並に学校給食の

効果｣)が作成されているが,近藤の文責とし

て記されている最後の報告書 (昭和48年度,

1973年)にはそれまでの報告書とは異なったこ

とが記されている.それは ｢戦前の体格に戻っ

てから以後もなお引続き身長 ･体重が逐年向上

し続けて来たが,今年度の身長 ･体重及びその

発育速度から考えるに,仙台市 (旧市域)の6

年生の体格はそろそろ限界に近づいたように思

われる.｣と書かれている.確かに1970年代か

らの身長の推移をみると,それまでの期間に比

べて傾きが/1､さくなっていることがわかる.

そこで,今回は子どもの体格の変化について

もう少し短い期間やそのときに起こった出来事

などに着日した.

中塚らは仙台市における児童 ･生徒の身長,
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体重および胸囲の分布について報告 してい

る16).1977年から1996年までの解析であるが,

それによれば,それぞれ平均値のみならず,そ

の分布も動いていることが示されている.将に

/)､学6年生男子では身長の歪度が一貫して正で

あり,加えて,年々低下していることが明らか

となっている.このことは以前に比べ,同時期

の小学6年生の集団において,身長の高い児が

増えていることを示しており,成長のスパート

のかかり始めた児が増えてきている可能性のあ

ることが推察されている.

さて,このような推移のなかで例外的な推移

を示す年度が認められた.昭和53年度(1978年),

昭和59年度 (1983年)以降,そして平成6年度

(1994年)である.昭和53年度は前年度および

翌年度に比べ,身長の平均値が低い.本調査は

毎年10月に実施されているが,同年6月12日に

｢宮城県沖地震｣が発生している.平成7年

(1995年)の ｢阪神大震災｣や平成12年 (2000

年)の ｢鳥取県西部地震｣が子どもたちの発育

に何らかの影響を与えた可能性が示唆されてい

るl･1日 8).子どもたちは社会環境の変化に感受性

が高く,その影響を大きく受けていると言われ

ている.このようなことから,昭和53年度に認

められた身長の低下は宮城県沖地震が一因にあ

ると考えられる.

次に昭和59年度 (1983年)以降の体重の変化

である.前の9年間と比較し,回帰式の傾きが

大きくなっていることがわかる.この昭和59年

(1983年)7月には家庭用コンピュータゲーム

が発売されている19).コンピュータゲームの登

場やそれが家庭内に普及することが体重の増加

の原因ということはできないが,エネルギーを

消費するための身体活動を伴った遊びが減少し

たことによって,体重の増加が起こり始めた可

能性も考えられる.コンピュータゲームで遊ぶ

頻度が高まることにより,外遊びが減少するこ

とも考えられる.具体的な身体活動に関する調

査結果は少ないが,このころより,定期的に運

動をしている小学生の割合が減少しているとの

報告もある20･21).
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最後に平成6年度 (1994年)における体重の

減少についてである.1970年代か らのBody

massindex(BMI)の推移を観察すると若干

の右上がりの推移を示すのであるが,1994年の

データは前年に比べて,小さい値を示している.

この前年の平成5年(1993年)は冷夏の年であっ

た.その時の作況指数は30-40,米の収穫量が

大きく減り,学校給食にタイ米が出た学校も

あった年である.食料供給の問題が身体発育に

影響を与えたと思われ,社会現象と子どもの発

育がリンクしていることを示唆させるデータで

あった.

【終わりに】

体調が悪ければ体重が減るので,体重が健康

状態を示すことを私たちは知っている.文部科

学省の身長別標準体重があるので,身長や体重

と健康の関係は,既に十分研究し尽くされてい

ると思いがちである.

近藤は成長の速度は栄養に帰因すると考え,

食糧難の時期に給食にミルクを出すことを選択

した.これは身体測定を続けた結果明らかに

なったことである.身体測定が現在も続き,こ

のデータが子どもの飢えを示しているデータか

ら,飽食を示すデータへと変わった現在でも測

定することの意味が薄れないのは肥満や生活習

慣病の罷患率を見れば明らかであろう.ひとつ

の問題が解決すれば,また新たな問題が生まれ,

そのときには別の役割をもつのが長年継続的に

調査されているデータではないだろうか.

【追 記】

本報告は平成14年9月に仙台で開催された第

50回東北学校保健学会会長講演 ｢身体計測から

みた仙台の子どもたちの50年-児童 ･生徒の体

格の推移と環境-｣を再構成し,執筆したもの

である.また,本報告の一部は第48,49,51回

東北学校保健学会,第51回東北公衆衛生学会お

よび第47,48,49,50回日本学校保健学会にて

発表した.
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高校生の食生活に関する

知識 ･意識 ･態度 ･行動の現状と変容

一北海道2高校の分析から-

百々瀬 いづみ*1,荒 川 義 人串1,森 谷

*1天使大学 *Z北海道大学大学院

紫 *2

PresentConditionandChangeofKnowledge,Awareness,Attitude

andBehaviorConcerningHigh SchooIStudent'sDiet

-FromtheConditionofTwoHighSchoolsinHokkaido-

ⅠzumiMomose革1,YoshihitoArakawa*1,KiyoshiMoriya*2
串lTenshiCollege, *2HokkaidoUniversityGraduateSchool

Nutritioneducationatanearlyageisimportanttopreventlifestyleてelateddiseases.Fo-

cusingonthedegreeofinfluenceofnutritioneducationonhighschoolstudents,theauthors

comparedtheimprovementsandchangesoftheirlinOwiedge,awareness,attitude,andbe-

haviorconcernlngtheirdietbeforeandafterthenutritioneducation.

Theresultsshowedthattheirknowledge,awareness,andattitudeconcerningtheirdiet

weresigniflCantlyenhancedbynutritioneducationinmostdetails,buttheirbehaviorre一

mainedthesameorunimproved.Strongermeasuresshouldthereforebetakentoheighten

theeducationaleffectssuchasincreasingthefrequencyofsucheducation,clarifyingthe

statusoftheirknowledge,awareness,attitude,andbehaviorconcerningtheirdietpriorto

sucheducation,andsubsequentlyreviewlngandselectingeducationalmethodsdepending

onthecircumstances.Wealsofoundthattheydonotadequatelyassisthousework.Itmay

beimportantforfamiliesandhighschoolstocoordinatetheirapproachtoencouragecoop-

erationinhousework.

Keywords:highschoolstudent,nutritioneducation,knowledgeconcerning

diet,awarenessandattitudeconcerningdiet,behaviorconcerning

diet

高校生,栄養教育,食生活の知識,食生活の意識 ･態度,食生活の

行動

I.はじめに
一般診療医療費の33.6%を占め,国民所得に占

める国民医療費の割合も年々増加傾向にある.

近年,我が国では生活習慣病の牒患者が増大 そのため,少子高齢化が進行している我が国の

している.厚生労働省発表の平成13年度国民医 生活習慣病対策は必須課題であり,生涯を健康

療費の概況1)によると,高血圧疾患,糖尿病, に生きる力を培うには,ライフステージの出来

心疾患,脳血管疾患,悪性新生物の総医療費は るだけ早い段階から生活習慣の一つである食習
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慣を育む継続的な栄養教育を行うことが極めて

重要と考える.

著者らは,小 ･中学校に比べて栄養教育の機

会が減少する一方で,食生活の乱れが顕在化す

る高校生への栄養教育の効果に着目し,まず高

校生に対する栄養教育上の役割が大きいと考え

られる家庭科教諭 (以下 ｢教諭｣と略)を対象

として､｢教諭｣が高校生の健康と食生活をど

のようにとらえているかについて調査を行っ

た2).その結果,｢教諭｣は生徒に生活習慣病に
つながる生活実態が潜んでいることを認識し,

｢家庭科｣の中で生活習慣病予防に関する様々

な取り組みを行っていることが明らかになった.

次に,｢家庭科｣の中での栄養教育の効果を確
認するには,教育の受け手である高校生の食生

活の実態を把捉し,｢教諭｣を対象とした調査結
果と重ね合わせて検討することが重要と考えた.

そこで,本研究では所在地域や学科等の異な

る2つの高等学校 (以下,｢2校｣と略)の高
校生を対象に食生活についての調査を行い,健

康に過ごすための食生活に関する知識 ･意識 ･
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態度,あるいは行動の実態を把握し,｢家庭科｣
を通じた栄養教育によって,どのような改善効

果があるのかを確認することを目的とした.同

時に,高校生が受ける ｢家庭科｣教育の具体的

な授業内容についても調査を行い,食生活の知

識 ･意識 ･態度 ･行動の改善効果と ｢家庭科｣

教育の内容との関連性を検討し,栄養教育とい

う視点で ｢家庭科｣の今後の可能性について考

察した.

Ⅱ.研究方法

1.対 象

2002年前期 (4-9月)に ｢家庭科｣の時間

が設けられている北海道内の全日制の高校のう

ち,所在地域,学科等が異なり,積極的な調査

協力の得られた2枚の生徒を対象とした.その

内訳は表1のとおりである.

2.調査方法

調査は,前期 ｢家庭科｣の第1単元目の授業

日 (4月,以下 ｢教育前｣と略)と前期最終単

元の日 (9月.以下 ｢教育後｣と略)の2回,

表1 対象高校の内訳

高 校 A 校 B 枚

高校の所在地域区分 札幌以外の市 札 幌 市

学 科 普通科+家庭科以外の科 普通科+家庭科系の科

家庭科教諭数 常勤 1 4

(人) 非常勤 1 1

その他.助手 0 1

(対象学年の家庭科教諭数) =1 (2)

対象学年および学級数 2年生4学級 3年生3学級

対象数 ｢教育前｣(人) 120 114

｢教育後｣(人) 123 101

性 別 ｢教育前｣男:女 51(42.5%):66(55.0%)*1 54(47.4%):60(52.6%)

(人) ｢教育後｣男:女 53(43.1%):67(54.5%)*2 44(43.6%):54(53.5%)*3

住まい 家族と同居 111(92.5%) 106(93.0%)

(人) 秦.下宿 2(1.7%) 3(2.6%)

一人暮らし 0 1(0.9%)

※ [*1:未回答者3(2.5%) *2:未回答者3(2.4%) *3:未回答者3(3.0%)]
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表2 生徒対象の調査項目
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(1)食生活の知識 (2)食生活の意識 ･態度 (3)食生活の行動

1.たんぱく質の働き

2.脂質の働き

3.炭水化物の働き

4.PFC比

5.ビタミンの働き

6.ミネラルの働き

7.4つの食品群

8.適正な体重

9.朝食をとることの大

切さ

10.栄養のバランスが良

い食事

ll.野菜類を食べること

の大切さ

12.海藻類を食べること

の大切さ

13.魚介類を食べること

の大切さ

14.肉類の脂肪などをと

り過ぎないことの大切

さ

15.塩分をとり過ぎない

ことの大切さ

16.間食をしないことの

大切さ

(食事の満足度)

1.食事を楽しんで食べ

る

2.食事をおいしいと感

じる

3.毎日の食事に満足

(食生活に関して大切と

思うこと)

4.食事を家族揃って食

べる

5.栄養バランスが良い

食事

6.PFC比が良い食事

7.毎日の食事は現在の

健康にとって

8.毎日の食事は30年後

の健康にとって

9.毎日の食事は健康寿

命の延伸にとって

(食生活に関してできる

と思うこと)

10.栄養バランスの良い

献立作成

ll.季節や食べる人の状

況に合わせた献立作成

12.栄養バランスを良く

する食品･料理の選択

13.自分に適した食事量

で食べる

14.献立に合わせた食材

の買物

15.品質 (鮮度等)の見

極め

16.体調を崩さないよう

に食事で気をつける

(欠食状況と食事の規則

性)

1.朝食を毎日とる

2.昼食を毎日とる

3.夕食を毎日とる

4.朝食時刻が決まって

いる

5.昼食時刻が決まって

いる

6.夕食時刻が決まって

いる

(家庭の食事)

7.家族一緒に食事をす

る

8.栄養バランスのとれ

た食事をする

(調理等の家事参加)

9.献立作成をする

10.食材の買物をする

ll.調理をする

12.食後の後片付けをす
る

(情報源の活用)

13.健康や食に関して,

テレビ雑誌,インター

ネット,教科書などの

情報を活用する

14.外食や加工食品の栄

養成分表示を活用する

(食物摂取状況)

15.野菜類を食べる

16.海藻類を食べる

17.魚介類を食べる

18.肉類の脂肪などを食

べる

19.多塩分加工食品など

を食べる

(間食)

20.間食をする

(4) ｢家庭科｣の授業内

容への関心

健康と栄養

食生活の充実向上

献立作成

調理実習

食品の購入と管理

栄養素の機能

エネルギー代謝

栄養所要量

食品の変質と防止

食品添加物

食中毒

食品の汚染

同一内容による無記名の自記式アンケー ト用紙

を用いて行った.調査票は,｢教諭｣によって
授業の中で調査目的の説明と協力依頼の後,醍

布,回収され,著者宛てに郵送された.

生徒対象の調査内容は,高等学校学習指導要

領3)や家庭科教科書4~6)にある内容,｢健康 日本

21｣ア)の中で改善 目標 とされる内容,食生活指

針8)の中から健康的な食生活をおくるために必
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表3-1 食生活の知識に関する｢教育前･後｣の平均得点の比較及び｢家庭科｣授業頻度 [平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警翼慧) (警5112&3) 検定 授業頻度 (警雲票) (警=511.%1) 検定

1 朝食をとることの大切さ 3 3.1±1.2 3.7±1.1 ** 3 3.3±1.2 3.6±1.2 *

2 塩分をとり過ぎないことの大切さ 5 2.9±1.1 3.4±1.0 ** 2 3.1±1.2 3.4±1.1 *
3 野菜類を食べることの大切さ 4 2.9±1.0 3.5±1.0 ** 3 3.1±1.2 3.3±1.2

4 肉類の脂肪などをとり過ぎないことの大切さ 5 2.8±1.0 3.3±0.9 ** 4 2.8±1.2 3.2±1.2 *
5 間食をしないことの大切さ 3 2.8±1.0 3.3±0.9 ** 3 2.7±1.1 3.1±1.1 *
6 魚介類を食べることの大切さ 4 2.6±1.0 3.3±1.0 ** 3 2.8±1.2 3.0±1.1
7 海藻類を食べることの大切さ 4 2.7±1.0 3.2±1.0 ** 3 2.8±1.2 3.0±1.2
8 栄養のバランスが良い食事 3 2.5±1.0 3.1±0.9 ** 3 2.8±1.2 3.1±1.2
9 ビタミンの働き 4 2.2±1.0 2.7±1.0 ** 4 2.3±1.1 2.6±1.1
10 炭水化物の働き 4 2.1±1.0 2.5士1.0 ** 4 2.0±1.0 2.4±1.1 **
11 適正な体重 4 2.1士0.9 2.7±0.9 ** 2 2.2±1.2 2.6±1.1 **
12 脂質の働き 4 2.1±1.0 2.4±1.0 ** 4 2.1±1.1 2.3±1.1 *
13 たんぱく質の働き Ll 2.0±0.9 2.4±1.0 ** 4 2.1±1.1 2.4±1.1 *
14 4つの食品群 3 2.0±1.0 2.3±1.0 ** 4 2.0±1.0 2.2±1.1
15 ミネラルの働き LI 1.9±0.9 2.5±0.9 ** 4 2.0±1.0 2.2±1.0 *

※ 教育前 ･後の検定 :**-p<0.01,*-p<0.05 (マンホイットニ片側検定)

表3-2(丑 食生活の意識 ･態度に関する ｢食事の満足度｣の ｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び ｢家庭

科｣授業頻度 [平均得点±SD]

A 枚 B 校

授業頻度 (警禁 ) (警=5142%3) 検定 授業頻 度 (警要望) (警=51召&1) 検定

1 食事をおいしいと感じる 3 4.3±0.8 4.2±1.2 3 4.2±0.9 4.1±1.1

2 毎日の食事に満足 3 3.7±1.0 3.9±1.0 * 3 3.7±1.1 3.7±1.2
3 食事を楽しんで食べる 3 3.7±1.1 3.9±1.2 * 3 3.6±1.2 3.8±1.3
※ 教育前 ･後の検定 :*-p<0.05 (マンホイットニ片側検定)

要と考えられる事項を参考に,｢食生活の知識
(16項 目)｣,｢食生活の意識 ･態度 (16項 目)｣,
｢食生活の行動 (20項 目)｣,｢家庭科授業内容
への関心(12項目)｣,対象者の個人情報は,｢性

別｣,｢住まい (家族と同居の有無)｣について
質問した (表 2).

回答はリカー ト方式による5つの選択肢から

とした.調査開始前にT大学の 1年生 6名にプ

リテス トを実施し,その結果及び ｢教諭｣の意

見に基づいて修正を加え,調査票を完成させた.

一方,｢教諭｣に対 しては,食生活の ｢知識｣,
｢意識 ･態度｣,｢行動｣に関わる生徒対象の各
調査項目の内容について,｢家庭科｣の中でど
の程度取 り上げたか (授業頻度)を質問 (表3

-1-3-3(∋)し,前期授業概要を提出しても

らった (表3-4).
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表3-2(む 食生活の意識 ･態度に関する ｢食生活に関して大切と思うこと｣の ｢教育前 ･後｣の平均得点

の比較及び ｢家庭科｣授業頻度 [平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警雲思) (警511J2&3) 検定 授業頻度 (警=51慧) (警=511.%1) 検定

1 栄養バランスが良い食事 3 4.3±0.9 4.3±0.9 3 4.4±1.1 4.4±1.0

2 毎日の食事は現在の健康にとって 3 4.2±1.0 4.2±0.9 3 4.4±1.0 4.4±0.9

3 毎日の食事は30年後の健康にとって 3 3.8±1.0 4.1±1.0 * 3 4.2±1.0 4.1±1.1

4 毎日の食事は健康寿命の延伸にとって 3 3.8±1.0 4.0±1,1 * 3 3.8±1.1 4.0±1.1

5 食事を家族揃って食べる 3 3.7±1.1 3.9±1.0 3 3.8±1.2 3.9±1.2

※ 教育前 ･後の検定 :*=p<0.05 (マンホイットニ片側検定)

表3-2③ 食生活の意識 ･態度に関する ｢食生活に関してできると思うこと｣の ｢教育前 ･後｣の平均得

点の比較及び ｢家庭科｣授業頻度 [平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警=%1%) (警雪雲) 検定 授業頻度 (警雪票) (警=51慧) 検定

1 献立に合わせた食材の買物 2 3.1±1.0 3.4±0.9 * 2 3.3±1.1 3.6±1.0 *
2 自分に適した食事量で食べる 2 3.1±1.0 3.4±0.9 * 2 3.3±1.1 3.5±1.2

3 体調を崩さないように食事で気をつける 3 3.1±1.0 3.4±0.8 * 2 3.3±1.1 3.3±1.1
4 品質 (鮮度等)の見極め 3 3.1±1.1 3.3±0.9 4 3.1±1.1 3.4±1.2

5 栄養バランスを良くする食品 .料理の選択 2 2.9±1.0 3.2±0.9** 2 3.0±1.1 3.3±1.1 *

6 季節や食べる人の状況に合わせた献立作成 1 2.7±1.0 3.0±0.9 * 1 2.9±1.2 3.1±1.2

※ 教育前 ･後の検定 :**-p<0.01,*-p<0.05 (マンホイットニ片側検定)

表3-3(丑 食生活の行動に関する｢欠食状況｣の ｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び ｢家庭科｣授業原皮

[平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警讐 ) (警=5112%3) 検定 授業頻度 (警警票) (警=511.%1) 検定

朝食を毎日とる 3 3.9士1.5 3.8±1.4 3 3.5±1.6 3.4±1.6

昼食を毎日とる 3 4.7±0.7 4.7±0.8 3 4.4±1.14.4±1.0

夕食を毎日とる 3 4.8±0.5 4.8±0.5 3 4.5±0.9 4.6±1.0

※ 教育前 ･後の検定 :n.S(マンホイットニ片側検定)
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表3-3(参 食生活の行動に関する｢食事の規則性｣の｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び｢家庭科｣授業頻度

[平均得点±SD]

A 校 B 枚

授業頻度 (慧警慧) (警=5112%3) 検定 授業頻度 (讐 票) (警=%li.&1) 検定

朝食時刻が決まっている 3 3.5±1.7 3.4±1.6 3 3.2±1.7 3.1±1.7

昼食時刻が決まっている 3 4.2±1.3 4.3±1.1 3 3.6±1.6 3.7±1.5

夕食時刻が決まっている 3 3.6±1.6 3.5±1.5 3 3.4±1.7 3.3±1.7

※ 教育前 ･後の検定 :n.S(マンホイットニ片側検定)

表3-3(彰 食生活の行動に関する｢家庭の食事｣の｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び｢家庭科｣授業頻度

[平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警=51%) (警=5112&3) 検定 授業頻度 (警=51Yi) (警票慧) 検定

家族一緒に食事をする 3 3.6±1.5 3.6±1.5 3 3.1±1.5 3.2±1.5

※ 教育前 ･後の検定 :n,S(マンホイットニ片側検定)

表3-3(む 食生活の行動に関する ｢調理等の家事参加｣の ｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び ｢家庭科｣

授業頻度 [平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警雪慧) (警=5112%3) 検定 授業頻度 (警雲票) (警=511.Al) 検定

食後の後片付けをする 3 2.9±1.2 2.8±1.1 3 3.2±1.2 3.2±1.2

調理をする 3 2.9±1.1 2.8±1.0 3 2.7±1.1 2.7±1.1

食材の買物をする 3 2.4±1.1 2.5±1.0 3 2.5±1.0 2.5±1.0

※ 教育前 ･後の検定 :n.S(マンホイットニ片側検定)

表3-3(彰 食生活の行動に関する｢情報源の活用｣の｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び｢家庭科｣授業頻度

[平均得点±SD]

A 枚 B 枚

授業頻度 (警=515%) (警=%1i2%3) 検定 授業頻度 (繁男票) (警=gltJ.&1) 検定

外食や加工食品の栄養成分表示を活用する 4 2.2±1.2 2.7±1.1 2 2.3±1.3 2.5±1.3

※ 教育前 ･後の検定 :n.S(マンホイットニ片側検定)
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表3-3⑥ 食生活の行動に関する｢食物摂取状況｣の｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び｢家庭科｣授業頻度

[平均得点±SD]

A 校 B 校

授業頻度 (警賢覧) (警雪莞) 検定 授業頻度 (警雪票) (警讐 ) 検定

1 野菜類を食べる 4 3.7±1.0 3.9±0.8 3 3.4±1.1 3.5±1.1

2 多塩分加工食品などを食べる 5 3.0±1.0 3.0±0.9 2 3.3±0.9 3.2±1.0

3 魚介類を食べる 4 3.0±0.9 3.3±0.9 * 3 3.0±0.8 3.0±0.8

4 海藻類を食べる 4 2.9±0.9 3.3±0.9 ** 3 2.7±1.1 2.7±1.0

※ 教育前 ･後の検定 :**-p<0.01,*-p<0.05 (マンホイットニ片側検定)

表3-3⑦ 食生活の行動に関する｢間食状況｣の｢教育前 ･後｣の平均得点の比較及び｢家庭科｣授業頻度

[平均得点±SD]

A 枚 B 校

授業頻度 (警=51%) (警=5112%3) 検定 授業頻度 (警票悪日 警flf.&1) 検定

※ 教育前 ･後の検定 :n.S(マンホイットニ片側検定)

表3-4 前期 ｢家庭科｣授業で取り上げられた項目及び ｢家庭科｣授業内容への関心についての ｢教育前 ･

後｣の平均得点の比較 [平均得点±SD]

A 校 B 校

授業 (讐 慧) (警=5112%3) 検定 授業 (警雪票) (警=511.&1) 検定

1 調理実習 ○○ 3,8±1.3 3.9±1.1 ○ 3.8±1.3 3.9±1.2

2 食中毒 3.4±1.1 3.6±1.0 ○ 3.4±1.2 3.5±1.1

3 食品の汚染 3.3±1.1 3.6±0.9 * ○○ 3.3±1.2 3.4±1.2

4 食品の購入と管理 3.2±1.0 3.4±1.0 3.2±1.1 3.2±1.2

5 健康と栄養 3.0±1.1 3.4±0.9 ** 3.3±1.1 3.4±1.1

6 食品添加物 ○ 3.1±1.2 3.3±0.9 3,0±1.1 3.1±1.0

7 食品の変質と防止 ○ 3.1±1.1 3.2±0.9 ○ 3.0±1.1 3.2±1.0

8 食生活の充実向上 ○○ 3.0±0.9 3.3±0.8 ** 3.1±1.1 3.2±1.1

9 献立作成 3.0±1.2 3.2±1.0 3.0±1.2 3.2±1.3

10 エネルギー代謝 3.0±1.1 3.1±0.9 3.0±1.1 3.1±1.1

11 栄養所要量 3.0±1.1 3.1±0.9 2.9±1.0 3.1±1.0

※ 教育前 ･後の検定 :**=p<0.01,*-p<0.05 (マンホイットニ片側検定)

栄 ｢授業 O｣:前期 ｢家庭科｣授業で取り上げられた内容
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3.解析方法

設問の回答は,｢5段階以上の選択肢がある
場合には定量的変数に準じて扱うことが可能で

ある｣9)ことを利用し,生徒対象の設問では知識,

意識,態度,行動が健康上好ましい内容の項目

からJl酎こ5(｢よくできる｣,｢非常に思う｣な
ど),4 (｢できる｣,｢思う｣など),3 (｢どち

らともいえない｣など),2 (｢できない｣,｢思
わない｣など),1(｢全くできない｣,｢全く思
わない｣など)と得点を与え,定量的に扱った.

また,｢教諭｣対象の設問についても,｢教諭｣
が授業で扱った頻度の高い順に得点 (5:頻回

又は多くの時間を割いて行った,4:何度か触

れた,3:触れたことがある,2:ほとんど触

れていない,1:まったく触れていない)を与

えた.

結果の解析方法はエクセル統計StatcellO)を用

い,2枚の ｢教育前｣の学校間比重変と学校毎の

｢教育前 ･後｣の比較にはマンホイットニー検

定を行い,有意水準を危険率 (p)5%未満と

した.

Ⅲ.結 果
1.｢教育前｣の2校の現状

1)食生活の知識

｢教育前｣では,食生活の知識に関して ｢よ

く説明できる (知識得点5点)｣,｢説明できる

(同4点)｣と回答した割合が高く,2校の平

均得点が比較的高かった項目は,｢朝食をとる

ことの大切さ｣,｢塩分を取り過ぎないことの大
切さ｣,｢野菜類を食べることの大切さ｣などで

あった (表3-1).

2)食生活の意識 ･態度

｢食事の満足度｣の指標である ｢食事をおい

しいと感じる｣,｢食事を楽しんで食べる｣,｢毎
日の食事に満足｣に関する2校の平均得点はい

ずれも高かった (表3-2①).

｢食生活に関して大切と思うこと｣の項EIの

うち,とくに平均得点が高かった項目は ｢栄養

バランスがよい食事｣,｢毎日の食事は現在の健

康にとって｣,｢毎日の食事は30年後の健康に

とって｣であった (表3-2②).

｢食生活に関してできると思うこと｣の項目

のうち,平均得点が比較的高かった項目は,

｢献立に合わせた食材の買物｣,｢自分に適した

食事量で食べる｣,｢体調を崩さないように食事
で気をつける｣,｢品質 (鮮度等)の見極め｣で

あった (表3-2③).

3)食生活の行動

｢毎日とる｣のは,朝食に比べると昼食,夕

食の方が平均得点は高かった (表3-3①).食

事の規則性についても,朝食の平均得点は昼食,

夕食に比べて低かった (表3-3②).

家庭において ｢家族一緒に食事をする｣こと

や ｢栄養バランスのとれた食事をする｣ことの

平均得点は2校とも3点以上であった (表3-

3③)｡

｢調理等の家事参加｣については,｢食後の後
片づけをする｣,｢調理をする｣,｢食材の男物を
する｣,｢献立作成をする｣のいずれも平均得点

が低い傾向が認められた (表3-3(杏).

健康や食に関する情報源の活用状況について,

｢外食 ･加工食品の栄養成分表示｣や｢テレビ･

雑誌 ･インターネット･教科書｣の平均得点は

ともに3点未満と低かった (表3-3⑤).

｢食物摂取状況｣について,｢野菜類を食べる｣,
｢多塩分加工食品などを食べる｣,｢魚介類を食

べる｣の平均得点は2枚とも3点以上であった

が,｢海藻類を食べる｣,｢肉類の脂肪などを食
べる｣の平均得点は3点未満と低かった (表3

-3@).

｢間食｣状況について,2校の平均得点はい

ずれも3点未満と低かった (表3-3(ラ).

4)｢家庭科｣の授業内容への関心

授業で習ったかどうかは問わずに,｢家庭科｣
の教科書にある内容の中から関心の程度につい

て質問したところ,2枚とも ｢調理実習｣の平

均得点が最も高く,次いで ｢食中毒｣,｢食品の
汚染｣,｢食品の購入と管理｣の順であった (秦
3-4).
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5)食生活の知識 ･意識 ･態度 ･行動について

の2枚間比較

｢教育前｣の食生活の ｢知識｣,｢意識 ･態度｣,
｢行動｣の各項目に関して2校間の比較を行っ

た結果,どの項目においても有意差は認められ

なかった.

2.｢家庭科｣の授業内容と ｢教育後｣の変化
｢教育の効果があった｣と判断されるのは,

例えば ｢食生活の知識｣の項目で ｢説明できる｣

生徒が ｢教育後｣に増える,あるいは ｢説明出

来ない｣生徒が減ることと考え,教育効果の検

討を行った.

1)食生活の知識の変化

｢教育前 ･後｣で平均得点を比較すると,A

校では16項目の全てにおいて ｢教育後｣の得点

が有意に高くなった.B枚でも全ての項目にお

いて ｢教育後｣の得点が高くなったが,そのう

ち,｢炭水化物の働き｣や｢適正な体重｣など10
項目の変化が有意であった (表3-1).

2)食生活の意識 ･態度の変化

(1) 食生活の意識 ･態度の変化～食事の満足度

表312(Dに示したとおり,A校では ｢食事

を楽しんで食べる｣,｢毎日の食事に満足｣の2
項目で平均得点が ｢教育後｣,有意に高くなっ

た.しかし,B校では有意な得点の変化は認め
られなかった.

(2)食生活の意識 ･態度の変化～食生活に関し

て大切と思うこと

表3-2(参に示したとおり,A校では ｢毎日

の食事は30年後の健康にとって｣など3項目で

平均得点が ｢教育後｣有意に高くなった.しか

し,B枚では得点の変化に有意差は認められな
かった.

(3)食生活の意識 ･態度の変化～食生活に関し

てできると思うこと

表3-2③に示したとおり,A校では7項目

全てで ｢教育後｣の平均得点が高くなったが,

そのうち ｢品質 (鮮度等)の見極め｣を除く6

項Hの変化が有意であった.B校でも7項目全

てで ｢教育後｣の平均得点が高くなったが,そ

のうち ｢献立に合わせた食材の買物｣,｢栄養バ
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ランスを良くする食品 ･料理の選択｣の2項目

の変化が有意であった.

3)食生活の行動

表3-3⑥に示したとおり,｢食物摂取状況｣
に関しては,A校で ｢魚介類を食べる｣,｢海藻
類を食べる｣の2項目で有意な得点の変化が認

められた.しかし,B校においては有意な変化

は認められなかった.

食生活の ｢行動｣に関する ｢欠食状況｣,｢食
事の規則性｣,｢家庭の食事｣,｢調理等の家事参
加｣,｢情報源の活用｣,｢間食｣については,2
校とも ｢教育前 ･後｣で有意な得点の変化は認

められなかった (表3-3①～(9,⑦).

4)｢家庭科｣の授業内容への関心

表3-4に示したとおり,生徒の ｢関心の高

さ｣を ｢教育前 ･後｣で比較したところ,A校

では全ての項目で ｢教育後｣の平均得点は高く

なったが,そのうち前期授業で取り上げられて

いた6項目中,｢食品の汚染｣,｢健康と栄養｣,
｢食生活の充実向上｣の3項目は,｢教育後｣
の変化が有意であった.B校では,｢食品の購
入と管理 (｢教育前 ･後｣で同得点)｣を除き,

全項目で ｢教育後｣に平均得点が高くなったが,

有意な差は認められなかった.

3.｢家庭科｣教育の内容との関連性
｢教諭｣の授業内容の頻度を表3-1-3-3

の中および表4に示した.

授業頻度の得点が高い (5または4点)項目

は,食生活の ｢意識 ･態度｣,｢行動｣に関する
項目に比べて,｢知識｣に関する項目に多かっ
た.また,授業頻度の平均得点も食生活の ｢知

識｣に関する項目が ｢意識 ･態度｣,｢行動｣に
関する項目に比べて,2校とも高かった(表4).

食生活の ｢知識｣に関する項目は,教育後に

平均得点が有意に高くなった項目が多く,また,

食生活の ｢意識 ･態度｣,｢行動｣に関する項目

に比べて授業頻度が高い項目も多かった.しか

し,食生活の ｢知識｣に関する各項目の授業頻

度と教育後の改善状況との関連をみると,A校

では授業頻度の高低に関わらず全ての項目が教

育後に得点の変化が有意であった.B校では授
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表4 ｢家庭科｣授業頻度別の項目数及び授業頻度の平均得点

項目数 校 授業頻度別の項目数 授業頻度の平均得点5点 4点 3点 2点 .1点

食生活の ｢知識｣に関する項目 16 A 2 9 4 0 1 3.7
B 0 7 6 2 1 3.2

食生活の ｢意識.態度｣に関する項目 16 A 0 0 10 4 2 2.5
B 0 1 8 4 3 2.4

食生活の ｢行動｣に関する項目 20 A 2 4 9 5 0 3.2

※ 授業頻度:｢5点｣頻回又は多くの時間を割いて行った,｢4点｣何度か触れた,｢3点｣触れたことが

ある,｢2点｣ほとんど触れていない｣,｢1点｣まったく触れていない

業頻度が高い ｢肉類の脂肪などをとり過ぎない

ことの大切さ｣などで有意に得点の変化があっ

た一方で,頻度が低い ｢塩分をとり過ぎないこ

との大切さ｣などにも有意な得点の変化があり,

また,頻度が高い ｢ビタミンの働き｣などでは

有意な得点の変化が認められないなど,授業の

頻度と改善効果が必ずしも一致していなかった.

Ⅳ.考 察

l,食生活の知識 ･意識 ･態度 ･行動の ｢教育

前｣の現状

調査対象の2月交における食生活の ｢知識｣の

現状 (表3-1)は,｢朝食をとることの大切さ｣,

｢塩分をとり過ぎない大切さ｣,｢野菜類を食べ
る大切さ｣など,とくに日常生活や会話の中で

使う機会が多い用語に関する項目ついては,

｢説明できる｣回答が多 く,ある程度知識を

持っていると判断できるが,栄養バランスを確

認する ｢PFC比｣や ｢4つの食品群｣などは,

日常の生活でほとんど使われることが無く,活

用方法までの理解に達していないために,｢説
明できない｣回答が多くなったと判断された.

｢説明できない｣回答が多かった ｢ミネラルの

働き｣については,日常よく使われるカルシウ

ム,鉄などの具体的名称を示すと,｢説明でき
る｣回答が増加したものと推察される.

｢食生活の意識 ･態度｣では,東京都の中学

生を対象とした既存の調査11)で,｢おいしい食
事に幸せや感謝を感じない｣生徒が約10%,｢食
に全く興味がない｣男子生徒が約15%に及んで

いる.対象年齢層は若干異なるが,今回の調査

結果では,食事を ｢おいしく｣,｢楽しく｣また
｢満足感｣を得て食べている生徒が多く,食事

に対す る満足度は好ましい状況であった.これ

は北海道という豊かな食材を有する地域性の反

映ではないかと推察された.｢食生活に関して

大切と思うこと｣については,ほとんどの項目

で ｢大切である｣と感じているが,｢食生活に
関してできると思う｣ことについては,｢買い
物｣や ｢食べる｣ことの自信はあるが,さらに

｢献立作成｣や ｢栄養バランス｣までを求める

と自信がないものと考えられた.つまり,大切

さの認識はできるが,どのように行動するべき

かという具体的な認識を持つまでには至ってお

らず,このことは,家庭での家事体験の少なさ

も影響していると推察された.

｢食生活の行動｣については,国民栄養調査

等で指摘されているとおり,今回の調査対象の

生徒でも朝食は昼,夕食に比べて欠食が多く,

食事に影響する間食についても適切な状況にあ

るとはいえなかった.

これらの結果より,食生活の意識 ･態度は好

ましい状況にあっても行動がともなわず,食生

活が乱れている状況が明らかとなった.家庭の
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食事については,食生活指針8)から栄養バラン

スの良い食事と考えられる｢『野菜』を毎食 (1
日3回),『魚介類』や 『海藻類』を1日1回以
上｣食べている生徒との割合は高いとはいえず,

それらの食品の大切さについての知識は十分

もっていても,栄養バランスのよい食事をとる

という行動には至っていないのが現状であった.

現在,我が国では家族団栗の食事が少ないとい

われているが,本調査でも同様の状況が確認さ

れ,家事への参加についても,献立作成はもと

より,調理や食材の買物,後片づけ等が殆ど行

われていない様子が伺えた.食生活に関して知

識や意識 ･態度のみでなく,行動変容に至るに

は,家族団栗による食事に関する会話の増加や,

家事参加を促す家庭の役割は大きいと考える.

食や健康に関する情報源としては,教科書を

はじめ,テレビなどのマスメディアも十分に活

用していなかった.外食や加工食品に栄養成分

表示の普及が進んでおり,高校生がこの種の表

示と接する頻度は高まっていると予想されたが,

栄養成分表示を活用している状況は認められな

かった.情報の氾濫がいわれる昨今,情戟を上

手に活用する方法を伝えていくことは家庭の役

割であるとともに,学校における教育において

も重要と考える.

2.食生活の知識 ･意識 ･態度 ･行動の ｢教育
後｣の変容と ｢家庭科｣教育内容との関連性

｢教育後｣の2校の調査の結果を総合的にみ

ると,｢食生活の知識｣の得点は十分に高まり,
一方,｢食生活の意識 ･態度｣の得点も高まっ
ていたが,｢食生活の行動｣は顕著な得点の変
化は認められず,行動変容に至っていないと判

断された.

改善効果の差を ｢家庭科｣授業頻度との関連

からみると,食生活の ｢意識 ･態度｣,｢行動｣
に関する項目に比べて ｢知識｣に関する項目は,

｢家庭科｣授業の中で高頻度に取り上げられて

いたために改善効果が高かったと考えることが

できる.しかし,項日ごとにみていくと,授業

の頻度と改善効果が必ずしも一致しているとは

いえなかった.2校は教育前の時点では,食生
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活の ｢知識｣等のレベルに有意な差は認められ

なかったが,教育後の状況を比較すると,B校

に比べてA校は,より教育後の改善効果が高い

傾向が認められた.このことはA校の対象が2

年生であったことが原因の1つと考えられる.

B校の授業内容は2学年まで学んだことの復習,

応用が主であるのに対し,A校で授業内容が広
範囲に亘り,頻度の比較的高い項目が多い授業

内容であった.また,B校では2学年までに学

んだ記憶のある内容については新鮮さや興味が

A校に比べて低くなりがちであることも,改善

効果に影響を及ぼしたものと考えられる.

教育頻度の影響のほかに,項目によって改善

効果に差が生じた理由として,教育効果が大き

く表れた項目は,第一に,｢教育前｣から持っ
ていた知識 ･意識 ･態度のレベルが低いことが

あげられる.さらに,第二に ｢教育後｣に改善

したことを自己評価しやすい項目,つまり,秤

価の指標,基準が明確なものであったこと,第

三には知識 ･意識 ･態度の改善には時間を要し

ないが,行動に至るには条件,環境の整備など,

ある程度の時間を要すること,すなわち,前期

授業の調査だけで確認することは難しかったこ

とがあげられる.Banduraの自己効力理論12)に

よると,人は ｢ある行動が望ましい結果をもた

らすと思い,その行動をうまくやることができ

るという自信がある時に,その行動をとる可能

性が高くなる｣とされている.したがって,｢食
生活の知識｣があり,｢食生活に関してできる
と思う｣ことは,今後,行動に至る可能性が高

いと期待することができる.

本研究では,知識の評価として ｢説明できる

と思う｣という自信の皮合い (セルフエフイカ

シー)を確認しているが,知識そのものの確認

(試験等)は行っていない.しかし,高校生の

食生活の理解度を調査した報告13)によると,食

べ物に興味がある者,夕食を家族一緒にまたは

祖父母と食べている者,そして食事の手伝いを

よくする者は,食生活に関する問題の解答率

(得点)が高いとされている.したがって,意

識 ･態度 ･行動を確認した結果は,実際の知識
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を確認した結果と同義と見なせると考える.

行動変容を起こすための心理的な準備がどこ

までできているかを把揺する理論に,｢準備性
の4段階｣という概念 (第1段階 :｢無心期｣
-全く関心がない,第2段 :｢関心期｣-必要

性を感じている,第3段階 :｢実行期｣-必要

を認識し,行動を変えつつある時,第4段階 :

｢維持期｣-変化した行動が生活様式として定

着する時)14)がある.この概念によると,指導

を受け入れる準備が整っていない ｢無関心期｣

の者には,まず関心をもってもらうことが重要

であり,｢関心期｣の者には,指導 (知識の伝
逮,きっかけ等)があると行動につながりやす

いとある.また行動療法の理論15)によると,行

動変容の重要性が高いとの認識はあっても,自

己効力感が低いと,｢自分にはできない｣と実際
の行動につながらないことが多いという.この

場合,自己効力感を高める具体的な方法を提案

していくことが効果的であると説明されている.

これらの理論を踏まえると,食生活の知識 ･

意識 ･態度 ･行動レベルにおいて,現在,生徒

がどの程度にあるかを事前に確認することは,

その後の教育を進める上で有意義と考える.知

識をもっている内容については,行動を促すた

めの教育に力を入れ,あまり知識のない内容に

ついては知識の習得を図るのが効果的であろう.

まず知識の伝達によって生徒の関心を高め,次

いでタイミングよく自己効力感を高める具体的

な助言,指導を行って行動につなげていくこと

が重要である.そのような教育計画を組み立て

るためにも,生徒の食生活の現状を適確に把握

することは意義深いと考える.

今回の ｢教育後｣の調査は,授業直後のみ実

施したため,知識や意識等で改善が認められた

一方,行動では変容が認められなかった.そこ

で,今後,一定の時間経過後の調査で知識や行

動等のレベルを確認したいと考えている.

また,教育内容の実践率を調査した結果16)に

よると,/)､学生の家庭科で実践定着率の確認時

期としては教育後12週間目が望ましいこと,実

践定着率は内容によって一棟ではなく,継続し
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て実践されるものとそうでないものがあること

が報告されており,｢ボタン付け｣のように実
践する機会が多いものは継続され,｢加熱調理｣
のように危険を伴うものは家庭での実践機会が

多くないといった要因が実践率に影響すると考

えられる.したがって,実践機会を多くすると

｢家庭科｣教育内容の習熟状況を自己確認する

機会も増加し,実践率を維持する可能性が高ま

るといえよう.今回の調査は,前期の ｢教育

前 ･後｣の評価だけであるが,前期の授業で教

育した内容の実践率については後期に,また

1,2年生については次年度以降も継続し,そ

して,3年生の場合,次年度は不可能であるが,

自ら確認することの必要性や確認時期,方法

(チェックリスト等の活用なども一例)につい

て教育することなど,継続的な評価を実施する

ことが重要と考える.

3.｢家庭科｣における栄養教育の可能性と家

庭における家事参加の必要性と家庭の役割

一般に高校生は親と同居しているため,家事

のほとんどを母親等に任せている現状にある.

したがって,家庭における｢献立作成｣,｢買物｣,
｢調理｣,｢後片づけ｣など,家事参加に関する
項目や,｢食物摂取頻度｣など食事内容に関わ
る項目に有意な変容は認められなかった.

3-6歳の幼児の保護者を対象とした調査17)

によると,｢食事時の配膳 ･片づけの手伝い｣
をよくする子どもは,｢買い物に親と一緒によ
く行き｣,｢食べ物についての会話がよくあり｣,
｢簡単な調理の手伝いもよく行う｣など,家事

への関わりが積極的であるという.また,｢配
膳 ･片づけの手伝い｣をよくする子どもは,｢主
食 ･主菜 ･副菜の揃った食事｣をする率が高く,

｢歯磨き｣,｢排便｣,｢外遊び｣,｢就寝時刻｣な
どでも好ましい生活習慣が身についているとい

う,｢配膳 ･後片づけ｣の遂行を具体的な行動
目標において優先させることが,生活習慣の改

善,定着に有効であることが示唆される.

一方,幼児をもつ保護者の行動 ･態度と子ど

もの食生活の実態との関連性をみた報告18)によ

ると,保護者が常に ｢バランスの良い食事を心
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がけている｣場合,子どもの ｢朝 ･夕食の食事

内容｣は良く,｢よく噛み｣,｢嫌いなものも食
べるように努力する｣という結果が得られてい

る.さらに,子どもは｢食べ物についての会話｣,

｢簡単な手伝い｣などの食行動をとり,発達も

健全であるという.また,｢積極的に子どもに
手伝いをさせたい｣と考えている保護者の子ど

ち,あるいは ｢外食料理や市販品の栄養成分表

示を参考にしている｣保護者の子どもは,生活

習慣が良好な状態にあるという.幼児を対象と

した調査結果ではあるが,保護者と子どもの関

わりについては,高校生も同様の傾向にあると

推察され,家庭と連携した教育の必要性があら

ためて示唆される.さらに,家庭内の家族関係

も食行動に重要な影響を与える.例えば,家族

機能測定尺度を用いて家族の関係を調査した結

果ま9)によると,家族メンバーが互いにもつ情緒

的なつながりをもつなど ｢バランスが良い｣と

判定される家族群は,食行動が積極的で,食物

摂取状況のバランスが良く,食生活満足度も高

く,食生活が良好な状況にあるという.しかし,

母親を対象に ｢食育｣(食生活に関わる教育)

についてある企業が行った調査20)によると,

｢大切と思うが,なかなかできない｣との回答

が43.9%と半数近くに達し,｢食育｣を全面的
に任せられた場合に大きな困難を感じている母

親がかなりいることが明らかになった.さらに

同調査では,母子で調理体験講座に参加した母

親の評価として,｢実践によって子どもによい
影響を与えそう｣とのコメントが紹介されてお

り,実践をともなう ｢食育｣への期待がうかが

える.

高校生の食生活に関する知識 ･意識 ･態度 ･

行動の変容には,｢家庭科｣教育が重要である.
そして,｢家庭科｣教育は,｢家庭生活を対象と
することから,家庭や地域社会の実態を把捉し,

連携することが大切である｣21)といわれている.

高校と家庭との具体的な連携を図る例として,

その効果を既存研究より先述した ｢食生活に関

する会話量を増やすこと｣や ｢栄養成分表示等

の活用｣を家庭に直接,あるいは生徒を通して
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間接的に働きかけることなどが考えられる.ま

た,家庭における調理などの体験機会を増やす

ことで,｢家庭科｣を通じた栄養教育の効果は
一層向上するものと考える.

今後,食生活の知識 ･意識 ･態度の持続状況

の評価,行動変容に至る過程,およびその行動

の持続状況の把握などについて,調査,研究を

継続することは意義深いと考える.また,今回

示した本研究結果が ｢家庭科｣教育の現場で広

く活用されるように,一層具体化することも重

要と考える.

V.ま と め

高校生の食生活に関する知識 ･意識 ･態度 ･

行動の実態を把握し,｢家庭科｣を通じた栄養

教育によって,どのように改善 ･変容するかを

検討した.その結果,次のことが明らかとなった.

1)｢教育前｣に得ていた ｢食生活の知識｣と

して,｢朝食｣や ｢塩分｣,｢野菜類｣などの

ように,身近な食物に関連する知識は多くの

生徒がもっていたが,栄養バランスを確認す

る ｢PFC比｣や ｢4つの食品群｣などの項目

についての知識は修得されていなかった.

2)｢教育前｣の ｢食生活の意識 ･態度｣では,

｢食事をおいしい｣と感じ,｢食生活に関し

て大切だ｣だと思っている事柄は多いが,｢献
立作成｣や ｢栄養のバランスを良くする｣な

ど,一歩踏み込んだ意識 ･態度は認められな

かった.

3)｢教育前｣の ｢食生活の行動｣では,｢朝食｣

の欠食が多く,｢間食｣も好ましい状況とい
えず,食物を栄養バランス良く摂取している

割合は低かった.｢家庭での調理等の家事参

加｣は少ない一方で,｢家庭科授業への関心｣
では ｢調理実習｣が最も高かった.

4)｢教育後｣の食生活の ｢知識｣,｢意識 ･態
度｣は一部の項目を除き有意に高まったが,

｢行動｣の変容には至っていなかった.行動

変容の前には知識 ･意識 ･態度の変容が大切

であるため,｢家庭科｣教育によりそれらが
高まったことは,今後,行動につながる可能
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性が示唆された.

5)教育効果を高めるためには,教育の頻度を

高めるだけでなく､｢教育前｣に食生活の知

識 ･意識 ･態度 ･行動の現状を適確に把捉し,

状況に合わせてその後の教育方法を検討,逮

択することが有効な手段と考えられた.

6)家事参加が不足している現状にあり,家庭

と高校が連携して家事参加を増やすための取

り組みが重要と思われた.
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会 報 平成16年度 第2回 常任理事会議事概要

日 時 :平成16年7月24日(土) (15:00-17:00)

場 所 :大妻女子大学人間生活科学研究所内 5100室

出席者 :森 昭三 (理事長),市村囲夫 (庶務),衛藤 隆 (国際交流),松本健治 (学術),和唐正勝 (編集),

大揮清二 (事務局長),国土将平 (幹事),戸部秀之 (幹事),瀧浮利行 (幹事),小林正子 (幹事),

中井麻有子 (事務局)

1.前回常任理事会の議事録の確認を行った.

2.事業報告

(1) 庶務関係

市村庶務担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･｢子どもに無煙環境を｣推進協議会より後援依頼があり,承諾した.
･名誉会員候補者の推薦について,地区代表理事に依頼した.

･平成18年度年次学会開催地について,近畿地区,中国･四国地区,九州地区の代表理事に調整を依

頼した.

･平成17年度年次学会 (数見隆生会長)の日程について10月28日～30日が候補となっていることにつ

いて報告があった.

･役員選挙の作業日程について報告があった.

･日本学術会議の改革について報告があった.(和唐常任理事より)

･ホームページにアクセスカウンターを設置した.

･ニューズレターについて,ホームページ上に一本化する可能性を含め検討中である.

･前年度役員会,総会の議事録に関する役員会 ･総会議長 (勝野真吾氏)の意見に対し対応した.

･中井事務局貝が一身上の都合で8月31日で退職することについて報告があった.

(2)編集関係 和唐編集担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･投稿,査読状況について説明があった.

･投稿規程の改正について編集委員会で決定し,8月号の学校保健研究に掲載する.

･村江通之名誉会員のご逝去に当たり,追悼文を掲載する予定,

(3)学術関係 絵本学術担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･学会賞については推薦がなかった旨,報告があった.

･学会奨励賞については,今村幸恵会員の受賞が決定した.

(4) 国際交流関係 街藤国際交流担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･留学生のポスター発表について,7題の応募があった.

3.議 題

(1)第51回年次学会について

プログラムおよび準備の状況について,皆川会長より提出された資料をもとに検討された.

(2)50周年記念事業について

未完事業について進捗状況の説明があった.

･50年史編纂については,初校が終了した.(瀧揮世話人)

･英文誌については,投稿規程案,セクション･エディター,システム構築などについて,編集運営

委員会で作業を進めている.
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(3)庶務関係 (市村庶務担当常任理事)

･平成15年度決算について説明があった.

･平成17年度予算について説明があった.

(4)編集関係 (和唐編集担当常任理事)

･大学数員の公募について学会誌に掲載してもらいたいとの依頼がきていることについて紹介があり,

意見が出された.学会誌には公募要領を要約して掲載することとなった.

(5)学術関係 (絵本学術担当常任理事)

･学会共同研究の新規課題の審査を開始することについて説明があった.

(6) 国際交流関係 (衛藤国際交流担当常任理事)

･留学生のポスター発表について,1件につき5,000円 (計35,000円)を学会予備費より補助すること

が認められた.

(7)拡大常任理事会について

9月17日または24日のいずれかの日程で調整することになった.

以上
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平成16年度 拡大常任理事会議事概要

日 時 :平成16年9月17日(金) (13:30-16:00)

場 所 :大妻女子大学人間生活科学研究所内 5100室

出席者 :森 昭三 (理事長),市村国夫 (庶務),衛藤 隆 (国際交流),松本健治 (学術),

和暦正勝 (編集),数見隆生 (地区代表理事),賛成文彦 (地区代表理事),

美坂幸治 (地区代表理事),皆川輿栄 (地区代表理事),八木 保 (地区代表理事),

村松常司 (地区代表理事代理),大洋清二 (事務局長),瀧揮利行 (幹事),国土将平 (幹事),

戸部秀之 (幹事),小林正子 (幹事),藤本美津子 (事務局)

1.報 告

(1) 第51回年次学会について

皆川第51回年次学会会長より年次学会プログラム等について説明があった.

(2)庶務関係 市村庶務担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･第12期役員選挙の日程について説明があった.

･公認会計士の指導のもと会計監査の準備を進めており,9月下旬に会計監査を行う予定.

･役員規定および選挙制度の改正について庶務担当常任理事を中心に次回役員選挙に向けて検討する

ことになっており,次期担当常任理事への申し送り事項を渉外委員会にて検討した.

(3)編集関係 和暦編集担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･投稿,編集状況の説明があった.

･村臼二通之名誉会員のご逝去にあたり追悼文を掲載する.

･学会倫理綱領に準拠した投稿規程の改訂について,学校保健研究第46巻3号に掲載した.

･医学中央雑誌からの論文抄録の利用許諾について,編集委員会にて検討し了承した.

(4)学術関係 松本学術担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･平成16年度の学会奨励賞について報告があった.

･次期委員会への引継ぎ事項と今後の課題について説明があった.

(5) 国際交流関係 衛藤国際交流担当常任理事より,以下の事項が報告された.

･次期委員会への引継ぎ事項と今後の課題について説明があった.

･英文誌刊行に関する進捗状況について説明があった.

(6) その他

･50年史編纂について,最終段階に入っているとの説明があった.(瀧滞世話人)

･役員規定,選挙制度について,役員の年齢制限を設ける必要性などの意見が出された.(美坂地区代

表理事)

･年次学会において,各年次学会が特色を出すとともに,学会活動委員会がある程度リードする必要

性があるとの意見が出された.(数見地区代表理事)

2.議 題

(1) 庶務関係 (市村庶務担当常任理事)

･平成17年度予算案について説明がなされ,意見が出された.

･学生会員の会費の減額に関する会則改正について説明がなされ,了承された.(戸部幹事)

(2)学術関係 (松本学術担当常任理事)

･学会共同研究について,新規課題として追加募集したところ2題の応募があり,そのうち1題 (野



学校保健研究 JpnJSchooIHealth46;2004 571

井真吾会員代表)を新規課題として採用することについて提案があり,了承された.

･学会として検討が必要な主要なテーマとして ｢養護教諭｣,｢保健学力｣,｢学校保健統計｣などがあ

ることについて,説明がなされた.

･学会活動委員会に対し,学会発表の領域について整理してほしいとの要望が出された.

(3) 第53回年次学会について (森理事長)

･ローテーションにより,西日本ブロック (近畿地区,中国･四国地区,九州地区)の地区代表理事

に調整を依頼した旨,説明があった.

･美坂九州地区代表理事より,調整の結果,中国･四国地区の賛成文彦理事 (香川大)を会長として

推薦することが提案され,了承された.
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機関誌 ｢学校保健研究｣投稿規定 (平成1締 6月19日改正)
1.本誌への投稿者 (共著者を含む)は,日本

学校保健学会会員に限る.

2.本誌の領域は,学校保健およびその関連領

域とする.

3.原稿は未発表のものに限る.

4.本誌に掲載された原稿の著作権は日本学校

保健学会に帰属する.

5.原稿は,日本学校保健学会倫理綱領を遵守

する.

6.本誌に掲載する原稿の種類と内容は,次の

ように区分する.

原稿の種類 内 容

総 説 学校保健に関する研究の総括,文献解題

論 説原 著報 告会 報 学校保健に関する理論の構築,展望,提

言等
学校保健に関して新しく開発した手法,
発見した事実等の論文

学校保健に関する論文,ケースレポ-
ト,フィールドレポート
学会が会員に知らせるべき記事

会員の声その他 学会誌,論文に対する意見など (800字
以内)
学校保健に関する貴重な資料,書評,論

ただし,｢論説｣,｢原著｣,｢報告｣,｢会員
の声｣以外の原稿は,原則として編集委員会

の企画により執筆依頼した原稿とする.

7.投稿された論文は,専門領域に応じて選ば

れた2名の査読者による査読の後,掲載の可

否,掲載順位,種類の区分は,編集委員会で

決定する.

8.原稿は別紙 ｢原稿の様式｣にしたがって書

くこと.

9.原稿の締切日は特に設定せず,随時投稿を

受付ける.

10.原稿は,正 (オリジナル)1部にほかに副

(コピー)2部を添付して投稿すること.

ll.投稿原稿には,査読のための費用として

5,000円の定額郵便為替 (文字等は一切記入

しない)を同封して納入する.

12.原稿は,下記あてに書留郵便で送付する.

〒177-0051

東京都練馬区関町北2-34-12

勝美印刷株式会社 情報センター内

｢学校保健研究｣事務局

TEL:03-5991-0582

FAX:03-5991-7237

その際,投稿者の住所,氏名を書いた返信

用封筒 (A4)を3枚同封すること.

13.同一著者,同一テーマでの投稿は,先行す

る投稿原稿が受理されるまでは受付けない.

14.掲載料は刷り上り8頁以内は学会負担,超

過頁分は著者負担 (-頁当たり10,000円)と

する.

15.｢至急掲載｣希望の場合は,投稿時にその

旨を記すこと,｢至急掲載｣原稿は査読終了
までは通常原稿と同一に扱うが,査読終了後,

至急掲載料 (50,000円)を振り込みの後,磨

則として4ケ月以内に掲載する.｢至急掲載｣

の場合,掲載料は,全額著者負担となる.

16.著者校正は1回とする.

17.審査過程で返却された原稿が,特別な事情

なくして学会発送日より3ケ月以上返却され

ないときは,投稿を取り下げたものとして処

理する.

18.原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確

認した年月日をもってする.
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原稿の様式

1.原稿は和文または英文とする.和文原稿は

原則としてワードプロセッサを用いA4用紙

30字×28行 (840字)横書きとする.ただし

査読を終了した最終原稿はフロッピーディス

ク等をつけて提出する.

英文はすべてA4用紙にダブルスペースで

タイプする.

2.文章は新仮名づかい,ひら仮名使用とし,

句読点,カッコ (｢,『,(,[など)は1字分
とする.

3. 外国語は活字体を使開し,1字分に半角2文

字を収める.

4.数字はすべて算用数字とし,1字分に半角

2文字を収める.

5.図表,写真などは,直ちに印刷できるかた

ちで別紙に作成し,挿入箇所を論文原稿中に

指定する.

なお,印刷,製版に不適当と認められる図

表は書替えまたは割愛を求めることがある.

(専門業者に製作を依頼したものの必要経費

は,著者負担とする)

6.和文原稿には400語以内の英文抄録とEl本

譜訳,英文原稿には1,500字以内の和文抄録

をつけ,5つ以内のキーワード(和文と英文)

を添える.これらのない原稿は受付けない.

7.論文の内容が倫理的考慮を必要とする場合

は,研究方法の項目の中に倫理的配慮をどの

ように行ったかを記載する.

8.正 (オリジナル)原稿の表紙には,表題,

著者名,所属機関名,代表者の連絡先 (以上

和英両分),原稿枚数,表および図の数,希
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望する原稿の種類,別刷必要部数を記す.

(別刷に関する費用はすべて著者負担とする)

副(コピー)原稿の表紙には,表題,キーワー

ド (以上和英両分)のみとする.

9.文献は引用順に番号をつけて最後に一括し,

下記の形式で記す.本文中にも,｢-知られ
ている1).｣または,ト ･2)4),- 1-5)｣のよう
に文献番号をつける.著者が7名以上の場合

は最初の3名を記し,あとは ｢ほか｣(英文

ではetal.)とする.

[定期刊行物] 著者名 :表題,雑誌名,巻 :

頁-頁,発行年

[単行本] 著者名 (分担執筆著名):論文名,

(編集 ･監修著名),書名,引用頁

一頁,発行所,発行地,発行年

一記載例-

[定期刊行物]

1)三木和彦 :学校保健統計の利用と限界,学

校保健研究,24:360-365,1992

2)西岡伸紀,岡田加奈子,市村国夫ほか :育

少年の喫煙行動関連要因の検討一日本青少年

喫煙調査 (JASS)の結果より-,学校保健

研究,36:67-78,1994

3)Glennmark,BりHedberg,G.,Kaijser,Land

Jansson,E.:Musclestrengthfromadolescence

toadulthood-relationshiptomusclefibre

types,Eur,∫.Appl.Physiol.68:9-19,1994

[単行本〕

4)自戸三郎 :学校保健活動の将来と展望,

(船川,高石編),学校保健活動,216-229,

杏林書院,東京,1994
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英文誌｢SchooIHealth｣創刊!論文募集のご案内
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お知らせ

El本学校保健学会では50周年記念事業として国際英文誌の発刊を準備してきました.雑誌名は ｢SchooI

Health｣であり,英文オンラインジャーナルです.日本語での投稿が可能です.学校保健分野を代表する

基幹学会として国際学術情報発信機能は必要不可欠な時代となりました.50周年を迎える学会の次世代型

の主要事業として定着することを期待しています.

｢schooIHealth｣は平成16年12月1日から投稿を受け付ける予定です.投稿に関する規定等の情報を専用

ホームページに掲載します.WEBサイトにアクセスしてみて下さい.

URL:httpノ/www.shobix.co.jp/sh/hpe/main.htm

2004年11月10日

英文誌 ｢SchooIHealth｣編集委員会

委員長 衛藤 隆
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編 集 後 記

今号では,軽度発達障害と学校保健に関する特
集論文を掲載することができた.この ｢軽度｣の
語が,その障害への ｢ケアの容易さ｣をあらわす
ものでないことは,小児精神医学や発達心理学な
どさまざまな立場から論じられた本特集の内容を
一読いただければご理解いただけるであろう.
｢軽度｣と表現されることのなかには,子どもの
発達の可能性についての期待が込められていると
ともに,そうであるがゆえに普通学級に就学する
ことによるさまざまな生活上,学習上の課題が生
じるという実態をも示唆するものであることを忘
れてはならない.本特集は,この課題に取り組ん
でいる学校保健領域の専門家や養護教諭に展望を
示すことができればとの願いによって,編集委員
の手によって企画された.味読いただければ辛い

学校保健研究 JpnJSchooIHealth46;2004

である.
さて,今期の編集委員で書き継いできた編集後
記も,残るは和唐委員長の記のみとなった.編集
委員会の幹事としての感想を率直にいえば,委員
の交替や事務局の移動などあわただしく過ぎ去っ
た観のある3年間であった.よく議論をした編集
委員会であったとの印象が強い.それほどに検討
すべき課題が多かった.しかし,それも充実した
学会誌として発展していこうとする本誌の向上に
役立ったとすれば,快い疲労の思い出である.英
文誌発刊以降の本誌が学会誌としてどのような役
割を果たすことになるのか,次期にお渡しする課
題は,今期が受け継いだものよりもさらに大きい.
本誌の発展を祈るばかりである.

(瀧滞 利行)
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